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＜総合評価＞

＜今後の方向性＞

平成３０年度事務事業評価結果(平成２９年度実施事業分）について

　平成３０年度（平成２９年度実施事業分）について、市の事業として、継続的に実施している３６８事業について事務事業評価を行いました。集計結果は下記のとおりです。

総合評価 今後の方向性

評価

Ａ 330 89.7% 拡充 拡大

割合 事業件数 コスト投入

1.4%

10.5%

83.4%

拡充

割合

現状維持 39

件数

5

Ｃ 7 1.9% 現状維持 現状維持 307

Ｂ 26

3.0%

Ｄ 5 1.3% 拡充 縮小 1

7.1%

3 0.8%

計

0.3%

計 368 100.0% 現状維持 縮小 11

事業 コスト投入 説明

※総合計画後期基本計画実施計画に基づく
 事業を評価する。

縮小 縮小 2 0.6%

休廃止 皆減

Ｃ
事業規模や実施主体など、事業内容の見直しに努める必要
がある。

368 100.0%

評価の分類 説明

現状維持 現状維持

Ａ
今後も現状(計画・予定)どおり事業の継続または拡大・充
実が必要である。

① 拡充 拡大・充実

Ｂ 継続または事業の進め方を改善する必要がある。

Ｄ
事業の廃止や休止、規模の縮減など、事業のあり方を抜本
的に検討する必要がある。

④ 拡充 縮小

② 拡充 現状維持 成果の向上 コストを維持して、事業の成果を向上させる改善

事業を維持して、コストを縮小させる「効率性」の改善

⑥

現状維持

予算を増加するとともに、事業の成果を向上させる改善

縮小 コスト・事業ともに縮小する改善

現状維持

⑤ 現状維持

③

縮小 縮小

方法改善
コストを縮小して、事業の成果を向上させる改善

⑦ 休廃止 皆減 休廃止・終期設定 完了、複数事業を統合する場合などを含む休廃止または終期設定

縮小



件数 事務事業名 所管課 頁 No. 事業 コスト投入 件数 事務事業名 所管課 頁 No.

Ａ 330 介護予防サポートリーダー養成事業 介護支援課 18 75

Ｂ 26 在宅医療・介護連携推進事業 介護支援課 21 88

交通災害共済事業 総務課 10 29 新エネルギー推進等事業 環境課 43 194

市政報告会開催事業 地域課 12 39 小中学校情報化推進事業 教育総務課 69 318

地域委員会運営事業 地域課 12 42 東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ合宿誘致事業 生涯学習課 75 349

介護予防ケアマネジメント事業 介護支援課 20 82 ② 拡充 現状維持 39

介護関係施設管理事業 介護支援課 21 89 ③ 現状維持 現状維持 307

指定管理施設事業 観光課 55 254 ④ 拡充 縮小 1 お楽しみ給食サービス事業 福祉課 27 113

定住促進就職祝金支給事業費補助金 商工・食農課 59 272 交通災害共済事業 総務課 10 29

北杜市和太鼓保存会育成事業 地域課 11 38 北杜市和太鼓保存会育成事業 地域課 11 38

高齢者虐待一時保護事業 介護支援課 18 73 定住促進対策推進事業 地域課 13 45

出産祝記念品贈呈事業 ほくとっこ元気課 35 153 移住定住臨時相談所開設事業 地域課 13 50

農業生産基盤施設管理事業 農政課 47 216 公営企業法適用事業（簡易水道事業） 上下水道総務課 45 201

森林整備地域活動支援交付金事業 林政課 54 250 公営企業法適用事業（下水道事業） 上下水道総務課 45 202

計 368 公営企業法適用事業（農業集落排水事業） 上下水道総務課 45 203

施設維持管理事業（下水道事業） 上下水道施設課 46 210

評価の分類 茅ヶ岳土地改良区運営費補助金 農政課 49 225

Ａ 指定管理施設事業 観光課 55 254

Ｂ 観光イベント支援事業 観光課 56 260

Ｃ 出産祝記念品贈呈事業 ほくとっこ元気課 35 153

Ｄ 小淵沢共同福祉施設維持管理事業 ほくとっこ元気課 35 157

「音事協の森」整備事業 林政課 53 248

森林整備地域活動支援交付金事業 林政課 54 250

みずきタウン分譲事業 まちづくり推進課 61 283

計 368

⑦ 休廃止 皆減 3

⑥

5① 拡充 拡大

平成３０年度事務事業評価結果(平成２９年度実施事業分）～抜粋～

縮小 2

今後も現状(計画・予定)どおり事業の継続または拡大・充実が必要である。

継続または事業の進め方を改善する必要がある。

事業規模や実施主体など、事業内容の見直しに努める必要がある。
縮小

今後の方向性

事業の廃止や休止、縮減など、事業のあり方を抜本的に検討する必要がある。

総合評価

Ｄ 5

11縮小現状維持⑤

Ｃ 7



課別事務事業評価一覧

1 1
環境保全基金
活用事業

・市民
・各種法人、団体等

環境保全基金を活用した事業を行う
ことにより、本市の自然環境を適切
に守り、次世代に引き継いでいく。

「森を育て、水を守る」をテーマとした
市民提案に対して、基金を活用し、
「北杜市環境保全基金活用検討委
員会」で審議をいただいた事業へ助
成を行うほか、市が実施する里山整
備事業、環境教育、南アルプスユネ
スコエコパーク推進事業などへ基金
を充当する。

4,587

・環境保全協力金件数
（目標25件：実績62件）
・市民提案型事業補助
件数
（目標15件：実績16件）

事業報告会を開催し、寄付者へ報告
するとともに、協力企業への訪問、市
役所の窓口への募金箱設置などを
行い、財源確保の拡大を図りました。
寄付金件数は、増加しました。

Ａ ③

2 2 広聴広報事業 ・市民

・市の情報を市民へ分かりやすく伝
える。
・市民が市に求めるものを的確に把
握する。

広報による主要施策、事業やイベン
トなどの周知と、手軽な問い合わせ
先としてのinfoメールの活用を行う。
市政に対するみなさんの率直なご意
見、ご提言をいただくため、市長への
手紙の活用を行う。 12,829

・広報ほくとの配布部数
（目標18,326部
：実績18,404部）

これまで広報紙の発行日は毎月5日
であったため、イベント等の掲載につ
いても月の途中からのものを掲載し
ていました。これは市民にとって分か
りづらい面があること、また、県内他
市のほとんどが1日発行であることな
どから、平成30年1月号より1日発行
に変更しました。また、紙面を少しで
も見やすくするため、文字サイズを一
回り大きくしました。

Ａ ③

3 3
ホームページ
等による情報
提供事業

・市ホームページを
閲覧、利用する人

こまめな更新により最新の情報を提
供する。
正確な情報を提供する。
障害等がなく、安心して利用できる
HPを提供する。

職員の入力技術の習得を図り、情報
を確認した上でこまめに発信するよ
う努める。
保守体制の充実を図る。

4,432

・アクセス数
（目標1,800,000件
：実績801,387件）

各課のＨＰ担当者を対象として操作
研修を行い、基礎技術の習得と意識
の向上を図りました。今後、公式ＳＮ
Ｓを開設する際に必要となる運用ポ
リシーを検討しました。各カテゴリー
ごとのアクセス数の推移やスマート
フォンでの閲覧割合が上昇している
ことなどを解析ツールを用いて分析
し記事掲載の検討材料にしました。

Ａ ③

4 4
ケーブルテレ
ビ事業

・市民

地域に根ざした公共放送として、豊
かで良質な放送を提供する。

自主放送番組で市の情報を提供し、
いきいきとした市の姿を伝えることで
市民の一体感を育てる。週刊ほくと
ニュースを、1日4回(7：30、12：30、
19：30、22：30)放送する。

33,954

・週刊ほくとニュースの
放送回数
（目標28回：実績28回）

視聴者アンケートを実施し、番組の
視聴の有無やニーズなどを把握し、
番組制作の検討材料として活用しま
した。アンケート結果を基に、番組審
議会において、今後の自主放送番組
のあり方を検討しました。週に1度課
内会議で行事や取材対象を検討し、
バランスのとれた放送内容になるよ
う努めました。番組への関心を高め
てもらえるように、市ＨＰに現在の放
送内容と次週の放送内容を掲載しま
した。

Ａ ③

① 0 ⑤ 0

② 0 ⑥ 0

③ 4 ⑦ 0

④ 0 合計 4

No.
課
別
№

事務事業名
対象

（誰を 何を）
目的

（どういう状態にしたいのか）
事業内容

（どのような方法で 何を行うのか)
事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

評価
方
向
性

改革案と実行計画
昨年度に実施した事務事業評価に

対する取組実績や成果等

政策秘書課
協力金等による安定した財源確保のた
め、引き続き、企業訪問に努めるととも
に、より多くの方に御協力いただけるよう
広報紙等による周知活動に努めます。
一方、多くの団体が環境保全事業に取り
組めるよう、広報紙等で啓発するととも
に、申請団体自身が財源を確保し、自主
運営できるよう指導を行います。また、同
一団体に継続して補助金交付している状
況にあるため、ルールを設ける補助金交
付要綱の見直しを検討します。

よりよい広報紙を作成するために、広報
コンクールで優秀な成績を収めているよ
うな先進的な自治体の広報紙を研究する
とともに、日本広報協会などで開催して
いる研修に参加してスキルアップを図り
ます。
行政区未加入者が広報紙を手に入れや
すくするため、設置場所等を検討します。

HP担当者の意識向上と意見交換を行う
ため、打合会を実施し、アクセス数の増
加につなげます。スマートフォン、タブレッ
トからの閲覧が増えていることから、見や
すいページづくりを心がけます。イベント
等のコンテンツは終了後も非公開とせ
ず、訪問者が情報を得やすいようにしま
す。情報の充実を図るため、広報掲載記
事をＨＰでも共有します。

今後の自主放送番組のあり方について、
番組審議会の提言を踏まえ検討し、平成
31年度の契約に反映します。
情報収集に努めるとともに、新たな企画
などを考え、地域に根ざした番組作りを
行います。番組宣伝のチラシを作成し、
受付や各総合支所に広報と併せて設置
することで市民への周知を図ります。

今後の方向性についての集計（政策秘書課）　　　　単位：件



課別事務事業評価一覧

5 1
行政改革推進
事業

市民、職員、市の行
財政運営

将来にわたり持続可能な安定した財
政基盤の構築と市民の一体感・連帯
感の醸成を図るとともに、人口減少と
少子高齢化に対応した、将来に負担
を残さない自治体経営を進める。

簡素で効率的な行財政運営の実施
や組織・業務内容の見直し等を行
う。
第３次及び第４次行財政改革大綱
（アクションプラン）の進捗管理を行
い、具体的な取組の達成状況や今
後の課題などの検証を行う。
事務事業評価を実施し、評価結果を
市政に適切に反映させるとともに行
政運営の改善を図る。

265

・事務事業評価件数
（実績：279件）
・ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ年度別取
組指標達成項目数
（目標59件：実績38件）
・ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの効果額
（目標74,904千円
：実績151,814千円）

平成２９年度から平成３１年度を取組
期間とする第４次行財政改革大綱に
より、財政基盤の強化・健全化や効
率的な行政サービスの運営等への
取組を図りました。公会計システムと
連動した行政評価システムを平成２
９年度から導入し、システム構築を行
うことで作業効率の向上、評価の精
緻化が図られる環境になりました。

Ａ ③

6 2
公共施設等総
合管理計画推
進事業

公共施設等
（「公共施設（ハコモ
ノ）」及び「インフラ」）

公共施設等総合管理計画及び公共
施設最適配置に向けての基本方針
（以下「管理計画等」という。）に基づ
き、インフラを含む全ての公共施設
等の総合的かつ計画的な管理を推
進する。

管理計画等に基づき、施設類型毎に
個別計画を策定し、施設の特性に応
じた整備・維持管理等に関する具体
的な行動内容や実施時期等を定め
るとともに、公共施設にあっては、①
類似機能共有化、②複合化・多機能
化、③民間移管、④譲渡、⑤管理運
営の最適化、⑥広域連携、⑦廃止、
などの手法により最適配置を実現す
る。

2,924

・ 管 理 計 画 職 員 説 明
会・市民説明会開催回
数（実績13回）
・ 管 理 計 画 職 員 説 明
会・市民説明会参加者
数（実績445人）
・最適配置アンケート調
査有効回答数
（実績911票）

今年度から事務事業評価の対象事
業となったため、該当ありません。

Ａ ③

7 3
事務事業外部
評価事業

市が実施する事務
事業

スリムで効率的な行政運営を推進す
るとともに、事業に対する行政の説
明責任の徹底と職員の更なる意識
改革を図る。

外部評価は、担当部局の内部評価
で気付かなかった点を外部の視点で
評価するという「評価視点の多角化」
を図り、事業の充実や改善などの評
価や建設的な提案を受け、今後の事
業の方向性の参考とする。
日時：平成２９年１１月１２日（日）
場所：本庁西会議室　　コーディネー
ター・評価人：行政改革推進委員

141

・傍聴者数
(目標120人
：実績104人)
・外部評価の有効性
（目標60%：実績51%）

評価事業数を８事業から４事業に変
更、１事業あたりの質疑や評価時間
を拡大し、議論に必要な時間を確保
することで評価内容の充実が図られ
ました。

Ａ ③

8 4
交通安全啓発
事業

市民

交通安全意識の啓発を通じ、交通死
亡事故「0」・交通人身事故発生件数
「110以下」を目指す。

交通安全運動期間を中心に実施す
る交通安全街頭指導において、啓発
物品を配布することにより、交通安
全の意識向上を図るとともに、交通
事故を防止するものである。

1,547

・交通安全街頭指導実
施回数
（目標20回：実績20回）
・交通死亡事故件数
（目標0件：実績3件）
・交通人身事故件数
（目標0件：実績103件 ）

啓発物品の効率的な購入と効果的
な配布に努めるとともに、交通安全
街頭指導の実施時期・規模の検討を
継続して行いました。

Ａ ③

9 5
専門交通指導
員設置事業

交通社会に参加す
るすべての市民

交通安全のための教育広報活動を
幅広く行う交通指導員の活動を通
じ、交通死亡事故「0」・交通人身事故
発生件数「110以下」を目指す。

交通指導員の交通安全教育広報活
動・通学路での立哨活動等によっ
て、特に、保育園児、小学生、高齢
者をの交通安全意識向上を図り、交
通事故を防止するものである。

3,691

・交通安全教室開催数
（目標190回
：実績183回）
・交通死亡事故件数
（目標0件：実績3件）
・交通人身事故件数
（目標0件：実績103件）

交通関係団体やボランティア等と広く
情報共有をしながら、効果的な交通
安全教育に努めました。

Ａ ③

方向
性

目的
（どういう状態にしたいのか）

課
別
№

評
価

企画課

No.

交通関係団体やボランティアが実施する
交通安全啓発事業による街頭指導などと
連携を図りながら、交通安全意識を高め
るとともに、全国の優良事例等を参考に
工夫しながら、子どもと高齢者が分かり
やすい交通安全教室の開催に努めま
す。

事務事業名 改革案と実行計画
対象

（誰を 何を）
事業内容

（どのような方法で 何を行うのか)
指標

（活動指標・成果指標）
指標

（活動指標・成果指標）
昨年度に実施した事務事業評価に

対する取組実績や成果等
事業費
（千円）

限られた財源や人材等を最大限に活用
し、効率的・効果的な行財政運営の推進
に努めます。
事務事業評価については、評価の手法
を検証し、事務負担の軽減を図りつつ事
務事業をしっかりと評価・検証する期間を
確保しながら課題を改善していきます。

施設の公益性及び公共サービス提供の
妥当性等を考慮する中で、ワークショップ
や市民説明会などの手法により、市民と
の協働による合意形成を図り、個別計画
の策定を円滑に進められるよう公共施設
等総合管理計画推進本部を中心として、
全庁横断的に取り組んでいきます。

定期的な路上・施設等での交通安全街
頭指導のさらなる充実とともに、保育園
児や児童、高齢者等に交通安全指導を
実施している専門交通指導員と密に連携
しながら、小単位の地域集落に訪問する
出前指導などの充実を図ります。

過去に外部評価（事業仕分けを含む）を
行った事業も事務事業外部評価の対象
とします。
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10 6
交通安全施設
整備事業

交通社会に参加す
るすべての市民

交通安全施設の整備を通じ、交通死
亡事故「0」・交通人身事故発生件数
「110以下」を目指す。

道路状況が年々変化する中で、地域
住民からの要望に柔軟に対応した交
通安全施設が必要となっている。併
せて、交通死亡事故「0」を目指すた
めには、交通安全施設の適切な維
持・管理が必要である。 5,789

・ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ設置・修繕・
路面表示灯設置件数
（目標55件：実績51件）
・交通死亡事故件数
（目標0件：実績3件）
・交通人身事故件数
（目標0件：実績103件 ）

交通安全施設の整備と適切な維持
管理を実施しました。

Ａ ③

11 7
赤字路線バス
運行費負担金

市民

地域住民の日常生活に必要な移動
交通手段（生活の足）を確保する。

生活に密着したバス路線の運行を維
持するため、不採算の生活路線を運
行するバス事業者に対して、国・県と
ともに不採算分を補てんするもので
ある。

25,192

・不採算の生活路線バ
ス乗車人数
（目標99,000人
：実績77,792人）

地域公共交通の位置付けを明確に
するとともに、市民・行政・交通事業
者等が将来を見据え、協働しながら
新たな公共交通体系の構築を目指
すため、そのマスタープランとなる
「北杜市地域公共交通網形成計画」
を策定しました。 Ａ ③

12 8
市民バス運行
事業

市民

日常生活に必要な移動交通手段を
確保し、地域全体の生活の質を高め
る。

市民が自立して生活するために必要
な移動を担保するとともに、利便性
の向上と効率的な運行を維持してい
く。

139,076

・市民バス乗車人数
（目標90,000人
：実績78,963人）

地域公共交通の位置付けを明確に
するとともに、市民・行政・交通事業
者等が将来を見据え、協働しながら
新たな公共交通体系の構築を目指
すため、そのマスタープランとなる
「北杜市地域公共交通網形成計画」
を策定しました。

Ａ ②

13 9
廃止代替バス
路線運行委託

市民

地域住民の日常生活に必要な移動
交通手段（生活の足）を確保する。

韮崎市と共同で生活に密着した地域
の幹線であるバス路線を維持してい
く。

20,086

・廃止代替バス乗車人
数
（目標30,000人
：実績27,329人）

地域公共交通の位置付けを明確に
するとともに、市民・行政・交通事業
者等が将来を見据え、協働しながら
新たな公共交通体系の構築を目指
すため、そのマスタープランとなる
「北杜市地域公共交通網形成計画」
を策定しました。 Ａ ③

現在、市内の移動を担っている北杜市民
バスでも、一部路線において乗り継ぎが
できるようになっていますが、平成29年度
に策定した「北杜市地域公共交通網形成
計画」（H30～H34）においては、エリア内
の移動・幹線への接続を担う交通（支線）
をエリアごとに組織した運営員会で検討・
構築することになっています。エリア運営
委員会での合意形成を経た上で、効率
的な支線の運行を開始します。

現在、市内の移動を担っている北杜市民
バスでも、一部路線において乗り継ぎが
できるようになっていますが、平成29年度
に策定した「北杜市地域公共交通網形成
計画」（H30～H34）においては、エリア内
の移動・幹線への接続を担う交通（支線）
をエリアごとに組織した運営員会で検討・
構築することになっています。エリア運営
委員会での合意形成を経た上で、効率
的な支線の運行を開始します。

平成29年度に策定した「北杜市地域公共
網形成計画」（H30～H34）をスピード感を
持って推進します。市内・市外のエリアを
つなぐ「幹線」の再編とともに、エリア内の
移動・幹線への接続を担う支線を構築し
ます。支線については、エリアごとに組織
した運営委員会で合意形成を図り、効率
的な運行を目指します。併せて、計画に
基づいた車両の更新や利便性向上・利
用促進に係る施策を実施していきます。

交通安全意識を高めることが重要である
ため、交通安全街頭指導や交通安全教
室、また、広報紙やホームページ、CATV
などを通じて地域住民に対する広報活動
を強化しながら、交通安全施設の整備と
適切な維持管理を継続します。
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14 10 結婚支援事業
結婚する意思のあ
る者

結婚相談所（出会いサポートセン
ター）における結婚相談業務や婚活
イベントの開催を通じ、結婚を希望す
る者に出会いの場を積極的に創出
する。

出会いサポートセンターにおいて、相
談者に寄り添ったきめ細やかな結婚
相談業務を行うとともに、継続的にお
見合いを設定する。併せて、婚活イ
ベント開催を契機として、登録者を増
やしていく。 5,290

・お見合い件数
（目標60件：実績68件）
・成婚数
（目標5件：実績4件）

積極的な結婚相談業務と婚活イベン
トへの参画を図りました。

Ａ ③

15 11
男女共同参画
推進事業

市民、事業者

男女の性別に関わらず、すべての
人々が一人の人間として尊重され、
各自の力を発揮し、連携・協力するこ
とで、輝く地域づくりを目指す。

「男女共同参画都市宣言」・第2次北
杜市男女共同参画推進プラン（ほくと
ほほえみ夢プラン）に基づき、男女共
同参画推進委員会を中心に、情報
誌「杜のほほえみ」の発行や「ほほえ
みふぉーらむ」の開催などによる推
進活動及び啓発活動を行う。 1,599

・情報誌「杜のほほえ
み」発行
（目標1回：実績1回）
・各種委員会の女性の
登用率
（目標40%：実績29.3%）

その人のキャリアと人生を応援する
「北杜・イクボス宣言」を基に、市長を
はじめ幹部職員が仕事と育児・家
事・介護などを両立できるよう部下と
ともにワークライフバランスを考え、
魅力ある職場づくりに努めました。

Ａ ③

① 0 ⑤ 0

② 1 ⑥ 0

③ 10 ⑦ 0

④ 0 合計 11

第2次北杜市男女共同参画推進プラン
（ほくとほほえみ夢プラン）（H28～H37）で
は、男女共同参画社会の実現に向けて、
分野別に「市の取り組み」と「市民の取り
組み」を整理していることから、男女共同
参画推進委員会において、プランの推進
状況を検証するとともに、引き続き取り組
みを継続して実施していきます。

国等の動向も注視しながら、市HP、ポー
タルサイトにおいて、子育て支援や雇用
対策、女性活躍推進と結婚支援をリンク
させた情報提供に努めます。

今後の方向性についての集計（企画課）　　　　単位：件
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16 1
地域課題早期
対応事業

市民

地域が抱える様々な課題・要望に対
して迅速に対応し、市民の安全・安
心を図るものである。

地域の要望事業など地域において
課題となっている軽微な道路修繕、
看板設置等について、迅速な対応を
促進するものである。

10,000

・地域要望の対応件数
(実績169件)
・地域要望の消化率
（目標80%：実績81%）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

① 0 ⑤ 0

② 0 ⑥ 0

③ 1 ⑦ 0

④ 0 合計 1

財政課
各支所の予算執行状況を把握しながら、
流動的な予算配分を実施する。

今後の方向性についての集計（財政課）　　　　単位：件
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17 1
庁舎等維持管
理事業

庁舎（施設・設備）

庁舎（施設・設備）を維持管理し、良
好な状態を継続させることにより、市
民サービスの向上と執務環境を適正
に維持する。

電気保安業務、エレベーター保守業
務、夜間警備、消防設備保守業務、
清掃業務委託等により庁舎（施設・
設備）の適正な維持管理を行う。

43,176

・電気使用量
（目標700,000kw
：実績831,219kw）

現状より安価な電力料金が見込まれ
ることから電力会社を見直し、平成３
０年２月より新しい電力会社に変更し
ました。（同じ電気使用量の場合、
３％電気料金が削減される） Ａ ③

18 2 車両管理事業 公用車

公用車の適正な管理及び効率的か
つ安全な運行を行う。

26,704

・公用車保有台数
（目標357台
：実績351台）
・公用車使用燃料量
（目標63,240Ｌ
：実績70,033Ｌ）
・事故発生率
（目標0%：実績9%）

交通安全コンクールに新入職員等
（22名）を派遣し、運転技術の向上に
努めました。北杜警察署署員による
講習会を実施し、安全運転に対する
意識向上を図りました。公用車にドラ
イブレコーダーを設置し、事故防止
対策に取り組みました。

Ａ ③

19 3 車両購入事業 公用車

適正な管理を行う。 計画的に車両を購入することで、故
障等へ不安要素がなくなり、安全・安
心に業務を執行することができる。

5,475

・公用車新規整備台数
（目標7台：実績7台）

老朽化した公用車は、修繕等のメン
テナンス費用がかかるため、適正に
入れ替えることで点検整備費を抑え
ることができます。

Ａ ③

20 4
情報系システ
ム管理事業

各種ソフトウェア及
びハードウェア

各種情報システムの活用により住民
サービスの向上と行政事務の効率
化に向けて安定した運用を図る。

財務会計・文書管理等の内部情報シ
ステムを運用しているところである。
内部情報システムにおいては職員一
人一台の端末を整備している。

10,102

・パソコンの管理台数
（実績710台）
・パソコンの更新台数
（目標100台：実績0台）

不具合のおきたパソコンの部品交換
等を行いながら、業務に支障が出な
いように対応しました。

Ａ ③

21 5
業務系システ
ム管理事業

各種ソフトウェア及
びハードウェア

業務系システムの活用により住民
サービスの向上と行政事務の効率
化に向けて安定した運用を図る。

住民情報・税・社会保障等住民向け
業務のための業務系システムを運用
しているところであり、住民サービス
の向上と行政事務の効率化を図って
いる。

55,251

・業務系パソコンの管
理台数
（目標290台
：実績290台）

業務系システムの稼動に支障がない
ように対応しました。

Ａ ③

管財課
電気使用量を抑えるため、更なる職場全
体での定時退庁、クールビズ、ウオーム
ビズの推進に取り組みます。
また、機械警備と連動した防犯カメラを設
置することで、安全・安心に向けた庁舎
のセキュリティの強化を図ります。

現ＯＳのサポートが終了する２０２０年ま
でに、新しいＯＳ（Windows10）に対応した
パソコンを計画的に整備し、職員へ配布
します。

グループウエアの公用車予約状況を調
整して効率的な利用を促進していきま
す。また、職員の不注意による自損事故
が多発していますので、職員に対して安
全運転に関する講習会の開催や運転実
技の講習会への参加を促すなど、安全
運転の徹底や啓発等に取り組み、事故
発生の抑制と事故による修繕料等の経
費削減を図ります。

計画的にパソコン、プリンターを整備して
いきます。
また、システムの現状調査を行うことで、
業務に効率的な運用がされているか確
認します。

燃費や環境性能の高い省エネルギー社
会に適合する車両の購入比率を上げる
ことで、使用期間を長くする事や、計画的
な購入により大量購入費用及び維持管
理経費の削減を図ります。
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22 6
ネットワーク管
理事業

・庁内外ネットワーク
・情報セキュリティ

庁内外ネットワーク基盤の整備と情
報セキュリティにより住民サービスの
向上と行政事務の効率化に向けて
安定した運用を図る。

庁 内 及 び 施 設 間 に お い て 、 コ ン
ピュータを使用した事務処理の基盤
となる庁内ネットワークの安定稼働を
図るため、アクセス制限などのセキュ
リティ確保や事務処理に必要な通信
容量の確保を図る。

122,553

・情報セキュリティ研修
会の実施
（目標3回：実績3回）

セキュリティポリシーに基づく実施手
順書を策定し、セキュリティ対策を実
施しております。

Ａ ③

23 7
総合行政ネッ
トワークシステ
ム管理事業

総合行政ネットワー
ク（ＬＧＷＡＮ）

地方公共団体の組織内ネットワーク
を相互に接続し、地方公共団体間の
コミュニケーションの円滑化、情報の
共有による情報の高度利用を目的と
する。

高度なセキュリティを維持した行政専
用のネットワークであり、地方公共団
体が電子メールやＷebページを利用
できる仕組みを提供している。

63

- セキュリティポリシーに基づく実施手
順書を策定し、セキュリティ対策を実
施しております。

Ａ ③

24 8
普通財産処分
事業

普通財産

適正な管理及び貸付、売却処分等
による有効的な運用を図る。

適正に管理し、普通財産の有効的な
運用を図るため、貸付、売却処分等
を積極的に行う。

4,183

・処分件数
（目標5件：実績1件）
・貸付件数
（目標5件、実績18件）

普通財産の公売を実施し、1件の財
産を処分しました。
また、新規及び更新の貸付を18件行
いました。

Ａ ③

25 9
指定管理施設
推進事業

北杜市の公の施設

利用者へのサービス低下が生じない
よう、施設の機能維持を図る。

指定管理者との公の施設の管理に
関する協定に基づき、緊急に市が実
施しなければならない施設の修繕を
実施する。

12,663

・緊急修繕件数
（実績20件）

市民利用者の安全確保及びサービ
ス低下防止のため、また、指定管理
者の適正な維持管理に資する施設
機能維持を確保することができまし
た。

Ａ ③

26 10
指定管理施設
有効活用事業

北杜市の公の施設

サービスの向上及び経費の削減 多様化する住民ニーズにより効果
的、効率的に対応するため、公の施
設に民間の能力を活用しつつ、住民
サービスの向上を図るとともに、経費
の削減等を図る。

285

・指定管理者制度導入
施設
（目標105施設
：実績105施設）
・指定管理協定数
（目標72件：実績72件）

高い水準の公平性及び透明性の確
保に取り組んでおり、適正な制度運
用が図られています。

Ａ ③

① 0 ⑤ 0

② 0 ⑥ 0

③ 10 ⑦ 0

④ 0 合計 10

① 0 ⑤ 0

② 1 ⑥ 0

③ 21 ⑦ 0

④ 0 合計 22

今後の方向性についての集計（企画部）　　　　単位：件

指定管理者候補者の選定にあたっては、
審査方法を検討します。
また、指定管理者に対してインセンティブ
を高め、また、施設所管課とのパート
ナーシップ関係の強化が図られるよう支
援を検討します。

ネットワークシステムの安全かつ円滑な
運用を実施するため、保守業務を行って
いきます。情報セキュリティポリシーを浸
透させるため、職員研修の実施や内部監
査を実施します。

今後の方向性についての集計（管財課）　　　　単位：件

売却及び貸付可能資産を整理し、測量
や不動産鑑定等を行い、普通財産の売
却処分、貸付を進めていきます。

施設の大規模改修、設備や備品の更新
などについては、指定管理者の協力を得
つつ計画的に実施することが望ましいこ
とから、中長期の施設管理計画等明確な
目標を持って、適切な時期に修繕等を行
います。
また、施設によっては、指定管理者との
連携を図り、ＰＦＩの検討などを施設所管
課において検討できるよう情報提供、連
携を図ります。

ネットワークシステムの安全かつ円滑な
運用を実施するため、保守業務を行って
いきます。



課別事務事業評価一覧

27 1
消費生活研究
会育成事業

北杜市消費生活研
究会

団体支援、補助を行うことにより、会
員相互が自主的実践活動を通して
必要な知識を高めることにより、市民
生活の質の向上を図る。

消費者関連の学習会、物価調査、講
演会開催、広報紙発行など「消費生
活研究会」の自主的実践活動を支援
することにより、会員及び市民への
消費者知識の普及・啓発を促進す
る。

99

・活動実績
（目標12回：実績13回）
・会員数
（目標30人：実績26人）

会員相互の知識向上のため、講演
会や研修会、環境啓発活動を行っ
た。また、市役所内に消費生活相談
窓口を開設したことから、相談員と連
携して市民からの消費生活に関する
相談や苦情に対応した。

B ②

28 2
消費者行政相
談事業

市民

消費生活に係る啓発、意識向上を図
るとともに、消費生活相談員を育成
することにより、市民が安心して安全
な消費生活ができることを目的とす
る。

消費知識の普及啓発を目的に、広
報誌に注意喚起の記事掲載やパン
フレットを配布し情報の周知に努め
る。また、消費者保護に向けた講演
会、研修会等に参加し、相談員の育
成に努め、指導相談体制の充実を図
る。

449

・相談件数
（目標12件：実績74件）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ②

29 3
交通災害共済
事業

市民

500円の掛金で加入できる交通災害
共済制度の見舞金支払いにより、交
通災害を受けた者またはその遺族を
救済し、もって市民の福祉の向上に
寄与する。

交通災害共済申込書を世帯ごと全
戸に郵送した。広報紙、ケーブルテ
レビ等を活用し周知を図るとともに、
加入申込みを本庁及び各総合支所
で受け付け、加入の促進を図る。

2,375

・加入者数
（目標14,720人
：実績13,927人）
・見舞金支給件数
（実績60件）

昨年度の発送数21,348通の内、転出
者・職員等を抜出し20,224通を発送し
たことにより、80,352円の削減に努め
た。

C ⑤

30 4
地域力創造ア
ドバイザー事
業

職員

専門的なアドバイスを通じ、職員の
意識改革と資質の向上を図る。

市政全般における課題等の解決に
ついて、地域力創造アドバイザーを
設置し、専門的な知識及び経験に基
づく、具体的な助言・支援、情報提供
並びに職員の資質の向上を目的とし
た研修を実施する。

1,188

・地域力創造アドバイ
ザーへの相談件数
（目標10件：実績12件）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

31 5
圏域市町村職
員合同研修開
催事業

圏域市町村職員

圏域市町村職員の資質の向上及び
圏域マネジメント能力の向上、また、
多岐にわたる課題を解決する市町村
職員相互のネットワーク基盤の構築
を図る。

定住自立圏で取り組む課題や圏域
内の市町村で共通する課題をテーマ
とした、職員合同研修を開催する。 174

・研修実施回数
（目標2回：実績5回）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

32 6
自治体・民間
企業人事交流
事業

職員

国の省庁や他自治体等と人事交流
することで、職員の意識改革や職場
の活性化を図る。

国の省庁や他の自治体（県・市町
村）及び海外の友好都市等と、計画
的に職員の人事交流を行う。

265

・人事交流職員数
（目標10人：実績12人）

昨年度から継続して、厚生労働省、
農林水産省、韓国抱川市、山梨県、
峡北広域行政事務組合、峡北広域
水道企業団、(公財)山梨総合研究所
と人事交流を行い、職員の資質向上
や職場の活性化に効果を上げてい
ます。また、(一財)地域活性化セン
ターと連携協定を締結し、平成30年
度から職員を派遣します。

A ③

33 7 職員研修事業 職員

研修を通し、職員の意識改革と資質
の向上を図る。

北杜市人材育成基本方針に基づき、
山梨県市町村職員研修所等で開催
される研修を計画的かつ積極的、有
効的に活用する。また、市独自の研
修会を実施する。 4,175

・研修受講者数
（目標1,000人
：実績1,152人）
・職員研修受講率
（目標100%：実績93%）

グループウェア等を活用し、年間の
研修計画の周知及び研修対象職員
への参加を促すほか、新採用職員
への研修やメンタルヘルスセミナー
の実施、北杜市雇用創造協議会等
の他機関と連携した研修の機会を創
出し、事業の拡充を図りました。

A ③

① 0 ⑤ 1

② 2 ⑥ 0

③ 4 ⑦ 0

④ 0 合計 7

今後の方向性についての集計（総務課）　　　　単位：件

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

課
別
№

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

全世帯分の加入申込書を作成し郵送し
ていたが、昨年度加入者のみを作成し発
送できるか検討します。

No. 事務事業名
対象

（誰を 何を）

職員各自が研修の重要性を意識し、積
極的に参加するよう職員へ周知を行うほ
か、職員が研修に参加できる環境づくり
に取り組みます。
また、管理職職員等への研修を通じ、各
部署におけるマネジメントや業務の効率
化につなげ、職場環境の改善、メンタル
ヘルス対策に取り組んでいきます。

圏域市町村及び関係各課と研修の企画・
内容を協議しながら進めていきます。

引き続き、国との人事交流を図るべく、検
討し進めるとともに、民間企業への働き
かけも行っていきます。

方
向
性

改革案と実行計画
目的

（どういう状態にしたいのか）

総務課
会員が減少傾向ではありますが、活動の
維持と自主的な組織として存続を図るた
めの啓発活動を行うとともに、新規会員
の勧誘を行います。
平成２９年度に開設した消費相談窓口の
相談員と連携しながら、啓発活動や相談
窓口を案内します。

インターネット犯罪や詐欺に関する相談
にも対応できるよう、相談員専用のタブ
レット・独立したインターネット回線・プリン
ターを準備します。
消費者知識の普及啓発に努めるととも
に、消費トラブルの未然防止に努めま
す。

職員に対する意識付けを図るとともに、
担当課に対して、直接声がけを行うなど、
引き続き課題等の掘り起こしを行い、有
効活用が図れるよう取り組みます。



課別事務事業評価一覧

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

課
別
№

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

No. 事務事業名
対象

（誰を 何を）

方
向
性

改革案と実行計画
目的

（どういう状態にしたいのか）

34 1
産官学連携事
業

大学、企業及び各
種団体等

大学、企業及び各種団体等との連携
を図りながら地域の課題解決に取り
組み、地域活性化に有効な事業を展
開する。

連携協定等を締結し、連携を図り、
地域活性化に協働して取り組む。
早稲田大学：地域活性化システム論
山梨大学：アートマネジメント講座
東京藝術大学：生涯学習講座 東京
工業大学：原子炉研究所
北杜高校:地域に根ざした人材育成
健康科学大学:健康分野の相互連携
日本体育大学:体育分野における相
互振興

478

・活性化事業数
（目標7事業
：実績7事業）

従来の様々な産学官連携に加え、ス
ポーツ・体育分野において日本体育
大学と協定を締結し、新たな分野で
の連携が図られました。
また、お互いの有する人材・施設等
の有効活用により、コスト面にも配慮
した取り組みが実施できました。

A ③

35 2 国際交流事業

大韓民国抱川市と
北杜市
米国マディソン郡他
2市と北杜市
※北杜市国際交流
委員会事業、平成
30年度から事業主
体北杜市

姉妹都市交流を継続し、市民相互の
友好を深めるとともに、国際感覚の
醸成を図る。

相互の代表団及び市民の交流事業
を実施する。（毎年）
中学生ホームステイ事業を、相互に
隔年で実施する。
市職員交流を、原則3年に1度実施す
る。 3,235

・通訳ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活用数
（目標3回：実績3回）
・交流人口
（目標80人：実績84人）

大韓民国抱川市との相互の文化交
流事業、米国マディソン郡との相互
の代表団訪問事業、文化交流事業、
隔年のホームステイ派遣事業等、引
き続きの交流事業を実施いたしまし
た。通訳ボランティアについては、若
い世代の登録も増え、受入れ時のサ
ポートを効果的にしていただきまし
た。

A ③

36 3
ほ く と 国 際 交
流のつどい事
業

市内在住外国人及
び市民

市内に在住する外国人に交流の場
を提供し、様々な国との交流を通じ
て、異文化や生活習慣等について相
互理解を推進する。

料理体験や意見交換などを通して市
内在住外国人と市民の交流を図る
場を提供する。

77

・交流のつどいに参加
した人数
（目標40人：実績40人）

市内在住在勤の外国人を講師とし
て、国際交流を図ることのできるイベ
ントの実施ができました。また、外国
人参加者の募集については、国際交
流北杜地域連絡協議会の協力によ
る企業へ働きかけや、市内中学校所
属の外国語指導助手の協力があり、
市民と市在住外国人の交流が図れ
ました。

A ③

37 4
姉妹・友好都
市国内交流事
業

姉妹都市・友好都市
の市民及び北杜市
民

人・文化・経済・イベント等相互交流
を図り、市をPRするとともに、交流人
口の拡大を図り、地域の活性化を進
める。

姉妹都市：新潟県上越市、東京都羽
村市
友好都市：静岡県袋井市、東京都西
東京市、荒川区、新宿区、東村山市
北杜市と7自治体間において、行政
組織の交流に加え、各イベントへの
参加などの幅広い交流活動を行う。

664

・相互交流人数
（目標350人
：実績315人）

合併前からの交流を引き続き継続
し、イベントを中心とした相互交流が
実施できました。

B ③

38 5
北杜市和太鼓
保存会育成事
業

北杜市和太鼓保存
会

北杜市和太鼓組曲「相生」の保存伝
承、普及を図る。

合同練習の開催と、組曲演奏指導者
の育成を図る。

0

・合同公演回数
（目標2回：実績0回）

平成29年度予算から従来の補助金
から、指導時に支出する報償費に組
替えました。
各地区の保存会ごとに、各地区のイ
ベントにおいて伝承・披露を実施しま
した。 D ⑤

地域課

市内には約500人の外国人が在住してい
るので、多くの外国人が関心を持ち、参
加者が増加するテーマの設定、事業内容
の見直しなど、対応を検討していきます。
あわせて、継続的に広報やホームページ
を活用した事業の周知、市内企業や関係
機関へ情報発信し、参加者の確保に努
めます。

相互交流の受入時等に、歴代の参加者
の協力体制を構築し、効果的な活用を
図っていきます。あわせて、通訳ボラン
ティアの活用も図っていきます。

早稲田大学大学院のフィールドワークに
引き続き地域委員会を活用するなど、地
域活性化を目的とした団体と連携した取
り組みを行うことにより問題意識の共有
を図り、地域単位で提言された地域課題
解決の地域活性化策を具現化できる環
境を整備していきます。
また、スポーツ・文化・芸術分野における
事業については、公共施設の提供等によ
る連携を図っていきます。

演奏者は市内和太鼓保存会のメンバー
による集合体で構成されているため、定
期的な合同練習は難しく、演奏技術の格
差や組曲の演奏には指導者を要しました
が、予算執行面から、自立した活動に移
行しつつあります。
引き続き、組曲「相生」の普及のため、当
面は支援しつつ、自主的な取り組みを促
していきます。

姉妹都市相互交流促進事業助成金の制
度について、羽村市と協議した上で、内
容の見直し等を行います。



課別事務事業評価一覧

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

課
別
№

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

No. 事務事業名
対象

（誰を 何を）

方
向
性

改革案と実行計画
目的

（どういう状態にしたいのか）

39 6
市政報告会開
催事業

市民

市民一人ひとりが興味と関心を持ち
ながら、主体的に市政に参画する。

市議会の定例会閉会後、地域委員・
代表区長や市民に対して年4回の市
政報告会を開催する。

352

・市政報告会開催回数
（目標4回：実績4回）
・市政報告会参加者数
（目標1,000人
：実績987人）

通常どおり、議会終了翌月に4回実
施する中で、市政報告終了後の講演
会については、北杜高校との連携に
より生徒（2学年全員）の参加等、市
内の教育機関との連携による新たな
取組を行いました。 C ③

40 7 地域振興事業 地域

地域委員会予算を適正に配分するこ
とにより、特色ある地域づくりを推進
する。

地域委員会が市と市民の間に立ち、
住民の声を行政に反映しやすくする
ことで、合併した北杜市の一体性を
保つ役割を担う。地域づくりのため予
算使途の提案を行う。

98,625

・地域委員会事業実績
数
（実績102事業）

今後、事業内容の見直し、新たな事
業提案や事業継続のための事業費
の確保が検討課題となっておりまし
た。
平成30年度の使途予算提案に向け
て、「お宝いっぱい健幸北杜」の5本
柱（「子育てと福祉」、「雇用と産業」、
「教育」、「スポーツ」、「若者と女性の
活躍」）を新規事業（既存事業の一部
新規を含む）を取り入れることを必須
条件として提案し、事業化しました。

A ③

41 8
行政区運営事
業

行政区

行政区の円滑な運営を行う。 区長報酬、行政事務取扱い交付金、
区長研修会の補助等により円滑な区
の運営及び活動を促すほか、自治会
活動保険加入により安心して地域活
動が行えるよう支援する。

36,173

・各町の区長会実施回
数
（目標24回：実績23回）
・行政区長会研修実施
回数（目標8回：実績3
回）

移住者の行政区加入への取り組み
については、引き続き、担当部署と
の連携の中で、移住希望者に地域コ
ミュニティとしての行政区の役割の説
明を行うとともに、未加入者の加入
促進を図りました。

A ③

42 9
地域委員会運
営事業

地域

地域住民の声を地域委員会を通じ
行政に反映させ、市民と行政が協働
してよりよい地域づくりを行う。

地域委員会が市と市民の間に立ち、
住民の声を行政に反映しやすくする
ことで、合併した北杜市の一体性を
保つ役割を担う。地域づくりのための
予算提案、市長の諮問に対する答
申、地域の意見集約を行う。 5,164

・地域委員会連絡協議
会開催回数
（目標2回：実績2回）
・各地域委員会開催回
数
（目標32回：実績24回）

地域委員会の役割である審議・答申
の活用について懸念事項となってい
ましたが、各地域委員会へ中学校統
合に関する意見が求められる等、活
用が図られました。また、学官連携
の早稲田大学大学院の調査・研修に
おいて、地域委員会との意見交換の
場が設けられる等、他の事業との連
携も図られました。

C ③

43 10
協力金制度推
進事業

協力金

新規寄附者とリピーターの確保によ
り、北杜市をPRする。

市内観光施設等、市外者の立ち寄る
施設へパンフレットを配置し、新規寄
附者の確保を図る。
特産品の品目を変更しながら、リ
ピーターにも新しい特産品を提供す
る。

1,964

・ふるさと応援寄附者数
（目標350人：目標348
人）
・リピーター割合
（目標50%：実績58%）

寄附者から利便性向上が検討課題
であり、電子決済を取り入れた結果、
平成28年198件、平成29年184件の
寄附がありました。 A ②

44 11
共 生 ビ ジ ョ ン
懇談会開催事
業

八ヶ岳定住自立圏
共生ビジョン懇談会

八ヶ岳定住自立圏域が将来にわたっ
て安心して暮らすことのできる地域と
して、相互の連携と協力を行い圏域
全体の生活機能の強化に取り組む
ことにより、八ヶ岳圏域の定住人口
の確保と活性化を図る。

共生ビジョン懇談会（事業の進捗管
理）の開催。

175

・懇談会開催数
（目標2回：実績2回）
・取り組み事業数
（目標27事業
：実績27事業）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

イベント事業の見直し・連携、既存事業の
精査等を行うと同時に各地域における
「お宝いっぱい健幸北杜」に特化した事
業提案の有効性を検証します。

代表区長会、各地区区長会で情報交換
を図ります。
行政区の活性化に向けて、市民が協力し
て行政運営が出来るよう、引き続き移住
者を含めた未加入世帯には行政区の情
報を提供し、加入促進を図ります。

地域委員会の積極的な活用に向けて、
設置趣旨に照らし合わせた中で、地域活
性化に向け地域委員会に意見聴取する
よう、各部局とともに取り組んでいきま
す。

市政報告会の内容については固定化さ
れているため、講演会の内容・講師の選
定について変化を持たせ、集客に努めま
す。包括連携を締結している地元北杜高
校の生徒に人材育成研修の一環として
参加していただきましたが、引き続き市内
の様々な団体と連携を図り、事業効果を
高めていきます。また、各地区の地域委
員会に市政報告会のあり方（内容）につ
いて意見聴取を行います。

共生ビジョン懇談会において意見をいた
だきながら、平成32年度以降の計画につ
いて検討していきます。

魅力ある返礼品（特産品）の掘り起こしに
向けて、関係部局（産業観光部）との連
携による提案制度の創設を行います。
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45 12
定住促進対策
推進事業

・移住定住相談窓口
相談者
・空き家登録数

都市住民との交流及び定住促進に
より、地域活性化の促進を図る。

2,953

・物件登録数
（目標30件：実績33件）
・相談者数
（目標300人
：実績416人）

移住希望者が求める情報の多様化
に対応するため、各種団体との連携
強化に取り組む中、情報提供を行っ
ています。平成29年度は、416世帯
の移住相談を受けました。空き家バ
ンク制度に関しては、利用登録424世
帯（H30.5.31現在）に対し、物件数は
33件でした。成約数は25件と年々増
加していますが、十分な物件登録数
には至っておりません。

A ⑤

46 13
移住定住相談
員設置事業

移住定住相談者

本市に移住定住を希望する方への
相談業務及び移住後の支援体制を
構築する。

各町から１名と移住者２名の計１０名
の移住定住相談員が、移住定住希
望者を支援する。
・移住定住の相談、情報収集、管理
及び提供
・移住定住に係る各種イベントへ参
加

413

・各種相談会参加回数
（目標2回：実績1回）
・現地見学会参加回数
（目標3回：実績2回）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

47 14
移住定住ガイ
ドブック作成事
業

移住定住希望者

移住定住ガイドブックを作成し、子育
て環境や移住定住に係る施策の情
報発信を行い、本市の魅力をＰＲす
ることで移住定住者の増加を図る。

本市の魅力を伝えられるような、移
住定住ガイドブックを作成する。

627

・印刷部数
（目標2,000部
：実績2,000部）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

48 15
田 舎 体 験 ツ
アー開催事業

移住定住希望者

北杜市の魅力に直に接してもらうた
めに、主に若者や子育て世代に四季
を通じた自然や農業体験などを体験
できるツアーを開催し、移住定住者
の増加を図る。

市内の農業体験施設（大正館、高根
クラインガルデン、アグリーブルむか
わ）において、農業体験（田植え、稲
刈り、大根抜き、ほうとう作り等）を実
施。

322

・田舎体験ﾂｱｰ参加者
数
（目標50人：実績31人）
・移住者数（全体）
（目標800人
：実績854人）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

49 16
空き家バンク
清掃費補助金

空き家登録物件数

空き家等に残存する家財道具の処
分及び住宅の清掃等を行った所有
者に対し、清掃費等の一部（全部）を
補助することにより、登録物件数の
増加を図る。

空き家バンクに登録された物件にお
いて、空き家等に残存する家財道具
の処分及び住宅の清掃等を行った
所有者に対し、清掃費等の一部（全
部）を補助する。上限20万円

2,993

・補助金交付件数
（目標30件：実績19件）
・物件登録件数
（目標25件：実績33件 ）

今年度から、事務事業評価対象事
業となったため、該当ありません。

A ②

50 17
移住定住臨時
相談所開設事
業

移住希望者

東京有楽町の「ふるさと回帰支援セ
ンター」を積極的に活用し、移住促進
を図る。

「ふるさと回帰支援センター」に月平
均2回程度、北杜市移住定住臨時相
談窓口を開設し、北杜市の職員が移
住相談に対応する。 344

・北杜ウィーク開催日数
（目標36日：実績25日）
・移住者数（全体）
（目標800人
：実績854人）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ⑤

51 18 水防活動事業 市民

市民の生命、身体及び財産を災害
から保護する。
災害に強く、安心して暮らせる生活
環境を確保する。

災害に備えるため、水防計画に基づ
き資機材等の充実を図る。

69

・救助工具資機材整備
（実績1式）
・吸水式簡易土のう及
び土のう袋数
（実績6,250枚）

資機材を購入し有事に備えていま
す。

A ③

必要な資機材等を必要に応じて整備しま
す。

移住者の受入による地域の活性化に
は、地域コミュニティへの参画が必要で
す。
また、登録物件の現地見学会において、
4者（所有者、移住希望者、協力会、市）
の立会いだけではなく、区長（地区長、組
長）さんにも立ち会っていただき、地域の
ことを説明していただくことにより地域も
受け入れの準備が出来ます。

移住相談会や空き家バンク現地説明会
に参加していただくための勉強会等を実
施します。

内容を更新しながら、移住希望者に必要
な情報を提供します。

今後は、より多くの方に田舎体験ツアー
に参加していただくため、ツアーを観光業
者に委託することにより、効率的な運営
を図ります。

修繕費等の一部を補助（補助金交付要
綱の一部改正）することにより、需要の多
い賃貸物件を増やし、市内の空き家の活
用及び移住定住者の増加を図ります。

開催日の時期、日数について検討しなが
ら、効果的に開催します。
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52 19 災害対策事業 市民

市民の生命、身体及び財産を災害
から保護する。
災害に強く、安心して暮らせる生活
環境を確保する。

災害に備えるため、災害用衛星携帯
電話の維持や山梨県山岳遭難救助
対策協議会北杜支部への法令外負
担金および山梨県自衛隊協力会連
合会への分担金を納める。 587

・衛星電話通信料
（実績127,068円）

山梨県山岳遭難救助対策協議会、
山梨県自衛隊協力連合会、自衛隊
巨摩地区募集相談員連絡会につい
ては、それぞれ負担金、会費の支払
を行いました。ヘリコプター離着陸所
の立木の伐採を緊急で行いました。

A ③

53 20
自主防災組織
養成事業

市民

市民の生命、身体及び財産を災害
から保護する。
災害に強く、安心して暮らせる生活
環境を確保する。

災害時の初動活動に重要な地域の
防災力を高めるため、自主防災組織
の育成、強化を図る。

964

・自主防災組織の結成
数
（目標70団体
：実績60団体）

H29年度中、新規に3団体が組織を
結成しました。また、資機材について
は9団体に補助を行いました。

A ③

54 22 防災訓練事業 市民

市民の生命、身体及び財産を災害
から保護する。
災害に強く、安心して暮らせる生活
環境を確保する。

地域の防災力を高めるため、訓練を
実施する。

2,066

・防災訓練参加者数
（実績11,342人）

明野町浅尾区自主防災会による孤
立地区を想定した訓練を実施しまし
た。 A ③

55 23
防災備蓄品整
備事業

市民

市民の生命、身体及び財産を災害
から保護する。
災害に強く、安心して暮らせる生活
環境を確保する。

防災備蓄倉庫の食糧、備蓄品を整
備する。

2,680

・災害用食料の備蓄量
（目標27,000食
：実績29,727食）

非常食を整備しました。
備品については、イージーアップテン
トを整備しました。

A ③

56 24
防災ラジオ運
営事業

・市民
・防災関係機関

市民や防災関係機関に、災害時に
迅速に情報伝達ができるようにす
る。

自動起動して緊急情報を受信する防
災ラジオについて、市民への購入助
成を行う。

529

・防災ラジオ購入助成
件数
（実績13件）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

57 25 AED管理事業 市民

緊急時にAEDを使用できることで救
命を促進する。

緊急時に誰もがいつでも使用できる
よう適正に管理するために保守点検
業務を委託する。

184

- 保守点検を業者に委託し行いまし
た。
消耗品（パット）の交換を行いました。

A ③

58 26
災害時要援護
者支援事業

災害時に自力で避
難することが困難な
市民

災害時に、必要な情報を迅速かつ的
確に把握し、身を守るために安全な
場所へ避難する行動を支援する。

避難行動要支援者の名簿を作成し、
名簿情報を提供することに同意した
者については、地域の避難支援等関
係者に限り提供することで、災害時
において円滑かつ迅速な避難支援を
行う。

197

・情報提供同意者数
（実績207人）

情報提供同意者の調査・名簿更新
の作業を行いました。
システムの保守を業者委託により行
いました。 A ③

59 27
防災行政無線
維持管理事業

・市民
・防災関係機関

市民や防災関係機関に、災害時に
迅速に情報伝達等が出来るようにす
る。

防災行政無線は災害時における市
民への情報の伝達手段としており、
災害時に適切に運用できるよう、平
常時から整備をするものである。 25,542

・難聴箇所点検件数
（実績8件）

防災行政無線についていつ発生す
るかわからない有事に備え、情報伝
達手段として適正　に維持管理をし
ていきます。また、適正な管理運営
のため、保守点検業務委託を行いま
した。

A ③

放送が聞こえないなどの問い合わせにつ
いて、受託業者と協議しスピーカーの向
きを調　整するなどの改善を図ります。

衛星電話については、維持します。
山梨県山岳遭難救助対策協議会、山梨
県自衛隊協力連合会、自衛隊巨摩地区
募集相談員連絡会と、引き続き連携を持
ちます。

自主防災組織を結成していない地区が
あることから、引き続き区長会や広報等
において周知を行います。
また、出前講座等により防災意識の向上
を促進します。
北杜市自主防災組織資機材整備補助金
交付要綱の見直しを行います。

行政区に協力を依頼します。

在庫管理から物品調達、処分までのすべ
てを委託できるシステムがあるので、導
入の検討をします。改めて必要とされる
物資の確認を行うとともに、賞味期限の
ある食品、主に水の確保について在庫を
再確認します。

区長会や広報等で引き続き周知を行い
ます。

民生児童委員に協力を依頼し、確認作業
を実施します。

保守点検を引き続き委託し行います。
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60 28
防災行政無線
整備事業

・市民
・防災関係機関

防災行政無線は災害時等における
市民への情報の伝達手段としてお
り、確実に情報の伝達が行われるよ
う整備をする。

有事の際、確実に情報伝達が行わ
れるよう難聴地区の解消のため、屋
外拡声子局の整備を行うものであ
る。 9,074

・屋外拡声子局設置数
（実績362基）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

61 29
消防団員活動
推進事業

消防団員

市民の生命及び財産を災害・火災等
から防御する。
地域防災力（消防）を強化することに
より、安心して暮らせる生活環境を
確保する。

消防団員の報酬、出動手当の支給
や公務災害補償及び退職報償金へ
の掛金など消防団員の活動を支援
する。

75,304

・消防団員
（目標1,884人
：実績1,743人）
・出動人数（延べ）
（実績6,036人）

女性を登用し女性消防隊を結成しま
した。

A ③

62 30
消防団運営事
業

消防団

市民の生命及び財産を災害・火災等
から防御する。
地域防災力（消防）を強化することに
より、安心して暮らせる生活環境を
確保する。

消防団の活動を支援する。また、消
防車両及び消防ポンプの維持管理
を行い、消防力の充実強化を図る。

17,622

・消防車両保有台数
（実績116台）

女性消防による、全国操法大会の出
場及び啓発活動を行いました。
また、消防団員に対し保安帽を貸与
するなど装備品の充実に努めまし
た。

A ③

63 31
女性消防団員
活動支援事業

女性消防団員

市民の生命及び財産を災害・火災等
から防御する。
地域防災力（消防）を強化することに
より、安心して暮らせる生活環境を
確保する。

市消防団内へ女性消防団員を登用
し、女性の視点で防火・防犯に関す
る啓発活動、有事の際には避難所
運営のサポートするなど地域防災力
の強化を図るため、報酬、出動手当
ての支給、活動服の貸与など消防団
活動を支援する。

827

・啓発活動
（実績4回）
・女性団員数
（実績17人）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

64 32
消防施設維持
管理事業

市民

市民の生命及び財産を災害・火災等
から防御する。
地域防災力（消防）を強化することに
より、安心して暮らせる生活環境を
確保する。

火災等の有事に備えるため消防施
設等の維持管理を図る。

4,395

・修繕件数
（実績10件）

各地域の要望を受け火の見櫓の修
繕を行いました。

A ③

65 33
消防施設整備
事業

市民

市民の生命及び財産を災害・火災等
から防御する。
地域防災力（消防）を強化することに
より、安心して暮らせる生活環境を
確保する。

火災等の有事に備えるため、耐震性
貯水槽及び消火栓等の消防設備の
整備を図る。 42,876

・耐震性貯水槽の整備
（実績2基）

地区の要望を受け、耐震性貯水槽2
基（白州町、武川町）整備しました。

A ③

66 34
防犯街路灯整
備事業

市民

犯罪防止を目的とし、市民が安心し
て暮らせる生活環境を確保する。

地域の要望により防犯街路灯を支給
する。

729

・防犯灯購入数
（実績85基）

ＬＥＤ防犯灯器具を８５基購入に各総
合支所へ配布を行いました。

A ③

① 0 ⑤ 3

② 2 ⑥ 0

③ 28 ⑦ 0

④ 0 合計 33

今後の方向性についての集計（地域課）　　　　単位：件

組織の再編を検討します。

北杜市防犯灯設置管理要綱の見直しを
行う必要があります。

ポンプ車及び可搬ポンプの年数が20年
以上経過している消防車両等があり、平
成31年度以降更新する必要があります。
また、消防団の拠点となる詰所、ポンプ
庫が老朽化していますので整備する必要
があります。火災現場など災害現場での
安全を確保するための、ヘルメット、防塵
マスク、防塵メガネを全ての団員に配備
すること、また、現場での情報共有を行う
ための通信手段の確保として、全ての部
に通信機器を配備する必要があります。

消防水利の基準に達していない地域もあ
ることから、地区の要望等をもとに計画
的に整備していきます。

広報等で周知し女性消防団員の確保に
努めます。

劣化しているものがあることから、各地域
の要望のもとに整備していきます。

放送が聞こえないなどの問い合わせにつ
いてはスピーカーの方向調整を行ってい
ますが、さらに聞こえない地区について
は、新規に整備を行います。



課別事務事業評価一覧

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

課
別
№

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

No. 事務事業名
対象

（誰を 何を）

方
向
性

改革案と実行計画
目的

（どういう状態にしたいのか）

67 1
未収納金対策
充実・強化事
業

市税等の滞納者

税負担の公平性や公正性を確保す
る観点から、滞納処分を強化し、市
税の収入確保を図る。

催告に応じない滞納者について、滞
納者が保有する預貯金、不動産、動
産等の財産を調査し、換価可能な財
産を調査し、換価可能な財産を差し
押さえ、税負担の公平性、公正性の
観点から適切な滞納処分を実施す
る。

768

・滞納処分の実施件数
（目標330件：実績565
件）
・市税収納率（現年分
（目標98.4%
：実績98.8%）
・市税収納率（過年分）
（目標23.6%
：実績18.0%）

滞納者に対し、565件の滞納処分（差
押え等）を実施しました。また、解決
困難事案について、外部アドバイ
ザーによる相談会及び職員研修会を
年6回開催し、資質向上に努めまし
た。 A ②

68 2
収納率向上事
業

市民及び市外の納
税義務者

税負担の公平性や公正性を確保す
る観点から、滞納処分を強化し、市
税の収入確保を図る

税金は本来自主納付であるが、滞納
者や交通手段がない高齢者等に対
して自宅等を訪問して納税交渉、納
税相談及び徴収を行い、滞納整理を
促進する。

18,462

・臨戸訪問徴収
（目標1,000件
：実績772件）
・市税収納率（現年分
（目標98.4%
：実績98.8%）
・市税収納率（過年分）
（目標23.6%
：実績18.0%）

催告書を年4回（6,872件）送付し、自
主納付を促し、滞納の早期解消を図
りました。
また、担税力のない滞納者につい
て、滞納処分の執行停止を行い、滞
納額の縮減を図りました。 A ②

① 0 ⑤ 0

② 2 ⑥ 0

③ 0 ⑦ 0

④ 0 合計 2

① 0 ⑤ 4

② 6 ⑥ 0

③ 32 ⑦ 0

④ 0 合計 42

今後の方向性についての集計（収納課）　　　　単位：件

今後の方向性についての集計（総務部）　　　　単位：件

財産調査をより迅速に行う中で、滞納処
分を実施します。また、研修等を通して、
職員の資質向上に努めます。

多重債務者に対しては、生活再建型滞
納整理を実施するなど、滞納者の実態に
即した滞納整理業務を行うことで、滞納
の解消に努めます。
また、電話催告や臨戸訪問を強化し、現
年分の滞納の早期解消を図ります。

収納課



課別事務事業評価一覧

69 1
住民基本台帳
管理事業

市民

・市民サービスの充実化
・窓口業務の簡素化

自動交付機を設置し、平日及び土
日・祝日の午前8時から午後8時ま
で、あらかじめ暗証番号を登録した
市民カード（印鑑登録証）により住民
票及び印鑑登録証明書を交付し、市
民サービスの向上を図る。

2,080

・自動交付機利用件数
（目標2,900件
：実績2,999件）

窓口混雑時に、自動交付機の利用
を案内し混雑解消につながっていま
す。

Ａ ③

70 2
特 定 健 康 診
査・保健指導
事業

国民健康保険の被
保 険 者（ 40歳 ～ 74
歳）

特定健診・特定保健指導は医療保
険者に義務付けられた制度であり、
受診率・指導率の目標値が示されて
いる。生活習慣病の対象者を早期に
発見し改善することで、健康的な生
活を維持し医療費の抑制に結びつけ
る。

北杜市特定健康診査等実施計画に
基づき、総合健診（集団検診）及び人
間ドックにおいて、国民健康保険被
保険者の40歳～74歳の受診対象者
に対して、特定健康診査・特定保健
指導を実施する。

60,765

・特定健康診査受診率
（目標60.0%：実績46.9%）
・特定保健指導受診率
（目標60.0%：実績59.2%）

健診対象者への希望調査を行い、
市内各町の巡回健診や医療機関で
受診する人間ドックを実施している
が、巡回健診は53日間9ヶ所（増富総
合会館含む）、特定保健指導は23日
間8ヶ所で実施しました。受診者数は
巡回健診4114人、人間ドック1700
人、特定保健指導359人でした。市民
の健康管理を有効的に行えるよう市
の「お宝いっぱい健幸北杜宣言」重
点施策の中に「若者世代からの健幸
プロジェクト事業」を包含し、準備期
間として受診率の低い地区に出向い
て市民とともに対策を検討しました。

Ａ ③

71 3
ジェネリック医
薬品促進事業

国民健康保険の被
保険者

先発医薬品から有効成分や効き目
が同じで安価なジェネリック医薬品へ
の切り替えを進めることで、医療費
の自己負担を抑えるとともに保険者
（北杜市）の保険給付費用を抑制す
る。

被保険者の調剤データを利用し、
ジェネリック医薬品に切り替えた場合
の自己負担の軽減額が大きい者を
対象に、ジェネリック医薬品利用促進
通知（差額通知）を作成し送付する。

325

・ジェネリック医薬品使
用率
（目標65.0%：実績69.2%）

年2回ジェネリック医薬品差額通知
（ジェネリック医薬品に切り替えた場
合の軽減額100円以上）を作成送付
しました。医療費の軽減方法、生活
習慣病の予防方法などと併せて、
ジェネリック医薬品の利用促進にか
かるリーフレット、希望シール等を配
布しました。

Ａ ③

72 4
後期高齢者健
康診査事業

後期高齢者（75歳以
上及び65歳から74
歳までの障害認定
者）

後期高齢者に対する保健事業の一
環として、生活習慣病の早期発見及
び重症化の予防を図る。

山梨県後期高齢者健康診査事業実
施計画に基づき、後期高齢者医療被
保険者に対し、総合健診(集団検診）
特定健診の検診項目(腹囲を除く）を
実施する。 10,536

・健康診査受診率
（目標26.2%：実績26.1%）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ②

① 0 ⑤ 0

② 1 ⑥ 0

③ 3 ⑦ 0

④ 0 合計 4

自動交付機は、時間内に来庁できない市
民のニーズに応えるサービスとなってい
ますが、更なる市民サービスの向上を図
るため、マイナンバーカードによるコンビ
ニ交付の導入について検討していきま
す。

今後の方向性についての集計（市民課）　　　　単位：件

課
別
№

No. 改革案と実行計画
評
価

事務事業名
事業内容

（どのような方法で 何を行うのか)
事業費
（千円）

後期高齢者医療被保険者の総合検診
（集団検診）の受診を促し、生活習慣病
の早期発見及び重症化による医療費の
増加を抑制します。

指標
（活動指標・成果指標）

市民課

市民・企業・行政がワークショップを行
い、市民協働型で健康づくり体制（未受
診者対策）の構築を目指していきます。

被保険者の高齢化により医療費が増加
傾向にある中、ジェネリック医薬品の利
用促進は保険給付費の抑制に大きな効
果があるため、医師や薬剤師との協力体
制の構築、削減効果額の推移と医療費
の動向の把握分析等を行いながら、事業
を継続していきます。

目的
（どういう状態にしたいのか）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

対象
（誰を 何を）



課別事務事業評価一覧

課
別
№

No. 改革案と実行計画
評
価

事務事業名
事業内容

（どのような方法で 何を行うのか)
事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

目的
（どういう状態にしたいのか）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

対象
（誰を 何を）

73 1
高齢者虐待一
時保護事業

市内に住所を有す
る高齢者であって、
養護者からの虐待
により生命若しくは
身体に重大な危険
が生じている者。

養護者から虐待を受けた高齢者を一
時的に保護するとともに、当該養護
者の負担の軽減を図る。

養護者による虐待の事実を確認し緊
急に保護する必要があると認めたと
き、介護保険法第8条第9項に規定す
る短期入所生活介護を行う社会福祉
法人等に対象者を一時保護する。

0

- 今年度から、事務事業評価の対象と
なったため、該当ありません。

D ③

74 2
介護予防普及
啓発事業

65歳以上の高齢者

介護予防に資する基本的な知識の
普及啓発

○介護予防講演会：介護予防の知
識の普及啓発のため有識者による
講演会を開催。
テーマ「おいしく、楽しく、美しく、食べ
る機能の実力」植田耕一郎日本大学
教授
○はつらつシルバーのつどい事業：
市が指定した専門講師を招いて、各
地区で委嘱した保健福祉推進員が
介護予防講座を開催する。

1,968

・介護予防講演会参加
者数
（目標200人
：実績188人）
・はつらつシルバー事
業の開催回数
（目標250回
：実績161回）
・講演会満足度
（目標85％
：実績98％）
・はつらつシルバー事
業への参加人数
（目標6,000人
：実績3,177人）

今年度から、事務事業評価の対象と
なったため、該当ありません。

Ａ ②

75 3
介 護 予 防 サ
ポートリーダー
養成事業

介護予防サポート
リーダー

地域の高齢者を対象とした介護予防
活動が実践できるようにする。

介護予防サポートリーダーは現在72
名の登録がある。フォローアップ研修
会、介護予防事業に参加・協力する
ことにより、高齢者の特徴や関わり
方を理解してもらう。その中で、それ
ぞれの住む地域の公民館等で、高
齢者が定期的に交流が図れる「公民
館カフェ」の担い手として地域で活躍
できるように支援をしていく。 116

・介護予防サポートリー
ダーの登録者数
（目標120人
：目標112人）
・研修会への参加者数
（延べ）
（目標270人
：実績416人）
・地域活動への参加者
数（延べ）
（目標370人
：実績458人）
・「公民館カフェ」の会場
数
（目標30会場
：実績32会場）

介護予防サポートリーダーの養成講
座を受講し、新たに19名サポーター
が増加し112名の登録となりました。
月1回定例でフォロー研修を開催す
ることで、延べ416名の参加があり、
知識や技術を学ぶことで力量がつい
てきました。公民館カフェの開催数も
年々増加しています。

Ａ ①

76 4
高齢者交流の
場促進事業

65歳以上の高齢者

身近な地域で高齢者同士が定期的
に交流する場を設けることで閉じこも
りや介護状態になることを防ぎ、高齢
者の「居場所づくり」「生きがいづくり」
を地域全体で支えていけるようにす
る。

住民主体のボランティアによる通い
の場（公民館カフェ・コミュニティカ
フェを地域で月1回～週1回以上開催
し、レクリエーションや運動、交流な
どを行う団体に、活動費の補助を行
う。（月1回団体は立ち上げ資金とし
て3年間の限定） 1,760

・高齢者交流の場補助
金 交 付 数 （ 公 民 館 カ
フェ・コミュニティカフェ
等）
（目標40件：実績41件）

補助金交付の説明会を開催し、事務
手続きがスムーズに行えるよう支援
しました。また、「高齢者通いの場立
ち上げ・運営ガイドブック」を作成し、
活動に取り組むきっかけづくりを行い
ました。高齢者交流の場を開催して
いる団体と開催に興味のある方たち
を対象に交流会を開催し、参加者同
士がお互いの活動の情報交換や交
流をすることにより、住民主体と介護
予防への意識が高まりました。

B ③

費用負担の見直しについて検討します。

平成30年度は、新たに市民が介護予防
に取り組むことができるように、介護予防
に役立つ情報が集約された情報発信
WEBサイトを製作します。また、人生100
年時代を生き抜く知恵や備え、さまざまな
社会課題の解決策などの学習の機会を
創出します。
魅力的テーマ、講師の選定、広報内容の
工夫など、参加者の増加を目指します。
市民が介護予防に関する情報に興味が
持てるようなアプローチを検討し、わかり
やすい内容で発信していきます。

介護支援課

介護予防サポートリーダーの養成及び
フォロー研修の内容の充実を図るため、
平成30年度以降は県内で指導実績に定
評のある事業所に研修事業を委託しま
す。また、活動に取り組みやすくするた
め、活動ガイドブックを作成します。
介護予防サポートリーダーの活動しやす
い体制を作ります。意識の向上・活動の
ノウハウをステップアップできるよう支援
していきます。

高齢者交流の場を増やしていくために事
業の周知を行い、立ち上げ支援をしてい
きます。また既実施団体の活動回数の増
加に向けて、週1回開催の効果や必要性
について周知していきます。
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77 5
介護支援ボラ
ンティア事業

65歳以上の被保険
者（要介護認定者除
く）

高齢者によるボランティア活動を通じ
た地域貢献を奨励及び支援すること
により、高齢者自身の介護予防を図
る。

ボランティア登録した者が「受入施設
で行ったボランティア活動」や「市等
が行う介護予防に資する講演会等
への参加」に対し、ポイントを付与。
翌年度４月にボランティアの申し出に
より、ボランティア活動の実績を評価
し、活動交付金を交付する。

642

・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ研修の開催
（目標5回：実績5回）
・情報誌の発行
（目標2回：実績1回）
・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ新規登録数
（目標8人：実績27人）
・評価ﾎﾟｲﾝﾄ転換交付件
数（目標45件
：実績65件）

昨年に引き続き、当該制度のPRをイ
ベント・情報誌でおこなったため、昨
年度は新規のボランティアが27名登
録しました。また、評価ポイント転換
交付件数も15名増加しました。

Ａ ②

78 6
地 域 リ ハ ビ リ
テ ー シ ョ ン 活
動支援事業

高齢者とその支援
に携わる者

リハビリテーションの専門職のアドバ
イスにより、高齢者が社会参加や社
会的役割を持ち、できるだけ自立し
た生活が送れるようにすることを目
的とする。

地域における介護予防の取組を機
能強化するため、通所介護事業所、
訪問介護事業所、住民主体の交流
の場等にリハビリテーション専門職を
派遣し、自立支援の観点から効果的
に介護予防に取組めるよう技術的助
言を行う。

195

・住民主体の交流の場
への支援
（目標12回：実績11回）
・介護保険事業所への
支援
（目標2回：実績2回）

公民館カフェ8か所、高齢者交流の
場3か所、訪問・通所事業所2か所で
実際に活動を主に担当する住民や
事業所の職員に対して、リハビリ専
門による指導を行いました。これまで
の実践内容を自立支援の視点で振
り返ることで、自立支援、介護予防の
必要性について確認し、今後の取り
組みへ反映させることができました。

Ａ ③

79 7
生活支援体制
整備事業

65歳以上の高齢者

介護予防・生活支援サービスの創出
に向けて地域住民やボランティア等
の支え合い・助け合いの仕組みを地
域の中で活性化する。

多様な日常生活上の支援体制の充
実・強化及び高齢者の社会参加の
推進を図るため、生活支援コーディ
ネーターの配置及び協議体を設置す
るとともに、住民主体による移動・外
出支援や生活支援の活動を促進し、
多様な生活支援サービスの創出を
図る。

6,509

・協議体の会議の開催
数
（目標3回：実績3回）
・市民ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催
（実績2回）
・高齢者外出支援モデ
ル事業実施団体
（目標4団体
：実績2団体 ）

第1層協議体は、3回会議を行い外
出支援モデル事業、高齢者の通い
の場づくりについて検討しました。高
齢者外出支援については、ワーク
ショップを2回行い、外出支援のモデ
ル事業を2団体が実施することになり
ました。

B ②

80 8
認知症総合支
援事業

認知症の人やその
家族

認知症になっても本人の意思が尊重
され、できる限り住み慣れた地域で
暮らし続けることができる地域づくり
とシステムの構築を目的とする。

①認知症の早期診断、早期対応に
向けた支援体制を構築するため、認
知症専門医等による「認知症初期集
中支援チーム」を配置する。
②認知症の人やその家族を支援す
る相談業務等を行う認知症地域支援
推進員を配置し、医療・介護等の連
携を強化等を図る。
③認知症ケアに携わる多職種協働
のための研修会などを行う。

6,937

・認知症初期集中支援
チームの配置
(目標2箇所
：実績2箇所)
・多職種協働研修会
（目標2回：実績1回）
・認知症初期集中支援
チームで支援した件数
（目標20件：実績16件）

認知症への相談窓口の周知につい
ては、広報、新聞、ジャーナル掲載、
民生委員会、認知症サポーター養成
講座、市民向け公演会等で周知を行
いました。

Ａ ②

81 9
介護予防・生
活支援サービ
ス事業

要 支 援 者 ・ 基 本
チ ェ ッ ク リ ス ト に よ
り、事業対象に該当
した者

住民等の多様な主体が参画し多様
なサービスを充実することで、地域
の支え合い体制づくりを推進し、要支
援者等に対し効果的・効率的な支援
を可能とする。高齢者が地域で自立
した生活ができ、安心して暮らすこと
ができる地域づくりや地域力の向上
を目指す。

・通所型サービス：週1～2回通所に
より交流や外出の機会を設け、運動
機能の向上や生きがいづくりを行う。
各事業所の特性を活かし、高齢者の
状態に応じた活動を行い、参加者自
らが介護予防に積極的に取り組める
よう支援する。・訪問型サービス：安
定した生活を送れるよう、居宅に訪
問し、本人の状態に合わせた生活支
援を行う。

76,502

・通所型サービスＢの実
施箇所
（目標5箇所
：実績3箇所）
・訪問型サービスＢの実
施箇所
（目標1箇所
：実績0箇所）
・要支援者･事業対象者
が要介護認定に移行し
ない率
（目標95.0%
：実績81.5%）

訪問・通所型とも参入する団体が増
えない中では地域間の格差がありま
す。住民が主体となって支え合いの
地域づくりの意識を持つことを目的
に、明野地区で「小地域ケア会議」の
開催を進めました。平成30年度は、
大泉町でも開催予定で順次拡大して
いきます。
また、ボランティアの活動の場を広げ
られるよう、公民館カフェ等でのボラ
ンティアの際にもポイント付与の場を
広げました。住民の支え合いの意識
の向上を図れるよう協働しました。

Ａ ③

認知症サポーター養成講座やキャラバン
メイトの活動など、他事業との連携により
地域でのネットワーク作りを推進します。

支え合いの意欲のある方の掘り起こしや
広く住民の支え合いの意識を向上するた
めに「小地域ケア会議」「生活支援体制整
備事業」とも協働していきます。

指導に携わる人材を増やすため、地域に
おけるリハビリ専門職の役割やかかわり
方について、市内のリハビリ専門職と学
習会を開催します。

第2層協議体の設置、第2層コーディネー
ターの配置を行います。
第1層協議体委員を増員し、多様な主体
の参画により、情報共有、連携強化を行
い体制整備を進めます。

窓口一本化について社協と検討します。
ボランティア登録者及び受入施設の拡大
に向けて制度の検討と周知を図ります。
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82 10
介護予防ケア
マネジメント事
業

要支援者

自立した生活を送ることができるよう
にする。

要支援者等から依頼を受けて、介護
予防及び日常生活支援を目的とし
て、要支援者等の状態等にあった適
切なサービスが包括的かつ効率的
に提供されるよう必要な援助を行う。 893

・ケアマネジメント実人
員
（実績685人）
・介護認定率
（目標0%：実績11.8%）

自立支援の意識を高め、介護予防に
資するケアプラン作成とそれに則し
たケアの提供のため、「自立支援型
地域ケア個別会議」を実施しました。
多職種による助言を受けることで自
立支援のための視点が理解できるよ
う、平成30年度から定例で開催しま
す。

Ｃ ③

83 11 総合相談事業
高齢者本人・家族、
地域住民、関係機
関

高齢者本人や高齢者を取り巻く地域
住民等が抱える課題を解決する。

電話や来所による相談の受付後、必
要に応じ、家庭訪問等による実態把
握と相談支援を行う。

5,118

・総合相談件数
（目標6,500件
：実績5,595件）
・新規相談件数
（目標710件
：実績1,382件）

対象者の利便性等を考え、地域包括
支援センターのブランチを社会福祉
協議会に設置することを平成29年度
においても継続しました。

B ②

84 12 権利擁護事業

①高齢市民を対象
とする個別支援
②一般市民及び関
係機関への権利擁
護事業の普及啓発

北杜市の高齢市民が生活する上で
の様々な権利が脅かされず、安全で
安心して暮らせるようにする。

高齢者虐待への対応、虐待防止法
の周知・啓発活動。成年後見制度の
普及・啓発活動。
高齢者が消費者被害に遭わない為
の啓発活動。

98

・普及啓発活動回数
（目標30回：実績16回）
・相談件数（延べ）
（目標160件：実績262
件）

高齢者虐待においては、高齢者虐待
防止法に基づく市の責務としての対
応と権利擁護事業として地域包括支
援センターで行う対応を明確にし、担
当者がそれぞれの役割を意識をしな
がら対応するようにしました。 Ａ ②

85 13
介護用品支給
事業

在宅の要介護認定
者の介護者

介護用品を支給することにより、介
護者の身体的・精神的・経済的負担
を軽減する。

介護用品（紙おむつ等）を次の限度
額の範囲内において、月に1回在宅
へ直接配達（現物支給）する。
・要介護4･5　月限度額6,000円
・要介護1～3、要支援1･2で介護認
定調査票における排尿・排便が全介
助の者　月限度額4,000円
・要介護1～3、要支援1･2で介護認
定調査票排尿･排便が一部介助の者
月限度額2,000円

4,410

・支給回数（延べ）
（実績1,140人）
・年間支給実人数
（実績178人）

支給対象者の拡大及び支給限度額
の引き上げを行い、支援の必要な人
に寄り添うことのできる形になり、公
平性が確保されました。

Ａ ③

86 14
成年後見制度
利用支援事業

北杜市成年後見制
度利用支援事業実
施要綱第3条、第6
条に規定されている
方

判断能力が低下している高齢者が
成年後見制度を利用することで、財
産や生活の権利が守られる。

①成年後見制度の申立てに係る費
用の助成
②成年後見人等の報酬に係る費用
の助成

0

・事業の利用者数
（実績0人）

認知症高齢者の増加により、成年後
見制度を活用する場面が増えてくる
と考えられるため、市民に対して成
年後見制度の周知を行うためにセミ
ナーを開催し72名の参加がありまし
た。

Ａ ③

ほくとゆうゆうふれあい計画で設定されて
いる2つの日常生活圏域に、地域包括支
援センターを設置します。
地域包括支援センターの３職種（保健
師、主任介護支援専門員、社会福祉士）
がチームアプローチを適切に行い、切迫
した困難事例に対応できるようにしていき
ます。

ほくとゆうゆうふれあい計画に設定されて
いる日常生活圏域ごとに地域包括支援
センターを設置し、より身近なところで権
利擁護のための支援ができるようにして
いきます。
高齢者虐待、成年後見制度について市
の責務としての対応と地域包括支援セン
ターの権利擁護事業としての対応を明確
にしていきます。

介護保険事業計画策定委員会及び地域
包括支援センター運営協議会で、事業の
在り方等について検討します。

第5次ゆうゆうほくとふれあい計画の中
で、センターの圏域ごとの設置と人員の
適正配置について検討します。
自立支援型地域ケア個別会議の回数を
増加し、自立支援にむけてのアセスメント
を深め、ケアを提供する側だけでなく受け
る側にも自立支援の意識が持てるよう働
きかけていきます。

「北杜市成年後見制度利用支援事業実
施要綱」に規定する、助成費用の見直し
を行います。
「成年後見制度利用支援事業実施要綱」
に規定する、対象者の見直しを行いま
す。
制度の周知のため、広報に努めます。
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87 15
認知症サポー
ター等養成事
業

小中学生から高齢
者を含む市民
認知症サポーター
養成講座の講師役
であるキャラバン・メ
イト

認知症になっても安心して暮らせる
まちづくりを目指す

205

・認知症サポーター養
成講座修了者数
（目標5,800人
：実績5,831人）
・市民キャラバン・メイト
主催の養成講座開催数
（目標8回：実績3回）
・認知症への理解及び
認知症サポーターの役
割の理解度
（目標90.0%：実績87.3%）

認知症サポーターの数は5,831人と
なり、年々増加しています。また、地
域で活動するキャラバンメイトのチー
ムが1チームでき、自主的な活動に
繋がっています。

Ａ ③

88 16
在宅医療・介
護連携推進事
業

地域の医療･介護の
関係機関

関係機関が連携し、多職種協働によ
り在宅医療･介護を一体的に提供で
きる体制を構築する

1.医療機関･介護保険事業者等マッ
プ作成。2.医療･介護関係者等による
会議の開催。3.医療･介護関係者間
の情報共有ツールの整備。4.在宅医
療･介護連携相談窓口の設置。5.多
職種対象の「グループワーク」や「研
修会」の開催。6.在宅医療･介護の市
民向け講演会の開催。

1,640

・医療・介護関係者の研
修会開催回数
（目標2回：実績1回）
・医療・介護関係者によ
る会議開催回数
（目標1回：実績0回）

地域の現状や医療機関の実態把
握、取組むべき課題に対する現場の
意向等を正確に把握するため、調
査・分析を外部機関に委託して行い
ました。これにより今後取組む内容
についての整理ができました。

B ①

89 17
介護関係施設
管理事業

・40歳以上の市民
・要支援者及び要介
護者

施設の管理運営等について、民間の
能力や創意工夫を取り入れる中で、
利用者の健康及び体力の機能低下
の抑制を図る。

高齢者等が安全で快適に介護予
防、体力、健康、生きがいづくりが行
えるよう努めていく。
介護予防施設：明野ゆうゆうふれあ
い館、大泉屋内スポーツ施設、武川
元気アッププラザ（直営）、ながさか
元気百歳センター（指定管理施設）
デイサービスセンター：須玉、高根、
大泉、小淵沢、武川（指定管理施設）

4,641

・デイサービス利用状況
（目標39,346人
：実績36,174人）
・介護予防施設利用状
況
（目標19,490人
：実績17,714人）

直営施設は必要な維持管理に努め
ました。指定管理施設は指定管理者
と施設の最適配置について、検討を
開始しました。

Ｃ ③

90 18
介護保険事業
計画策定委員
会運営事業

65歳以上の高齢者

市の65歳以上高齢者の3年間の介
護保険料及び介護保険給付費、ま
た、地域支援事業について適正に算
定する。

関係行政機関、保健、医療、福祉関
係の代表者及び被保険者からなる
17人以内を策定委員として委嘱し、
高齢者人口の推移や市内の介護保
険サービス事業の動向を分析・検討
する。また、アンケート調査やパブ
リックコメントを通して、市民のニーズ
の把握や意見を反映させ3年間の介
護保険事業計画を策定する。

3,035

・策定委員会開催回数
（目標4回：実績4回）

策定委員会を4回開催、事業計画に
ついて協議・検討し、平成30年度か
ら3年間の第5次ほくとゆうゆうふれ
あい計画を策定することができまし
た。

Ａ ③

91 19
介護給付等費
用適正化事業

介護保険受給者及
び介護保険事業者

受給者に対する適切なサービスを確
保することにより、介護保険制度の
信頼性を高めるとともに、持続可能
な介護保険制度を構築する。

介護給付を必要とする人を適切に認
定した上で、受給者が本当に必要な
サービスを事業者がルールに従って
適正に提供するように促す。具体的
方法として、要介護認定の適正化、
ケアマネジメント等の適正化、事業者
のサービス提供体制及び介護報酬
請求の適正化を実施する。

116

・住宅改修補助金の事
前確認件数
（実績46件）
・給付費通知回数
（実績1回）

住宅改修補助金については、改修や
工事内容の妥当性を判断するにあ
たり、専門的な知識が必要とされて
いるため、事務担当者の知識の習得
やリハビリテーション専門職等が積
極的に関与することにより、介護報
酬請求の適正化を図りました。

Ａ ②

① 2 ⑤ 0

② 7 ⑥ 0

③ 10 ⑦ 0

④ 0 合計 19

第6次ほくとゆうゆうふれあい計画策定に
向けて、平成31（2019）年に業務委託に
係るプロボーザルを実施する必要があり
ます。
事業計画の進捗状況や達成状況につい
て検証・分析・評価を行うにあたり、策定
委員に事前に会議資料を審査していただ
き、効率的・効果的な会議運営に努めま
す。

保険者（市）機能の強化と介護給付適正
化推進のための運用指針を作成します。

引き続き民間事業者の動向を見据え、行
政として維持することの必要性を検討し
ます。

地域ケア会議等既存の会議や医師会と
連携をすることで、課題を共有し解決に
向けた方向性を検討します。ケアシステ
ムの構築を進めるにあたり、「人」を介し
て顔の見える関係がつくられるよう、キー
となる人材を発掘します。

今後の方向性についての集計（介護支援課）　　　　単位：件

養成講座開催について、広報、HPのみで
なくキャラバン・メイトからも周知してもらう
よう促します。また、キャラバン・メイトの
スキルアップを行い、グループを増やす
ことで自主的な活動に繋げていきます。
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92 1
食生活改善推
進員養成・活
動事業

市民

「食」に関する情報を地域へ発信する
役割を担う食生活改善推進員の活
動を支援し、健康に関心を持ち、生
活できる市民を増やす。

研修会・勉強会の開催により、推進
員が食を通じた健康に関する知識・
情報・技術を身につけ、習得したもの
を地域の人々に講話や調理実習で
周知していく。
市は、地域での会員の活動を支援す
るために情報や場の提供、専門の立
場からのサポートを行なうことで人材
の育成をする。新しい人材について
は、2年に1回、養成講習会を実施す
る。

2,139

・養成講習会開催回数
（19.5時間１クール）
（目標1回：実績1回）
・代表者研修会開催数
（目標4回：実績4回）
・地区活動回数
（目標160回
：実績189回）
・地区活動参加者数
（目標4,800人
：実績4,372人）

定年制に関する要綱改正を行い、希
望者は定年以降も活動継続可能と
なり会員数の減少対策となりました。
活動については、高校生を対象とし
た新規事業や公民館事業と共催す
る場を増やしたことにより活動の
フィールドが広がりました。
養成講習会の案内においては、広報
に掲載し広報閲覧からの申込みが
増えています。

Ａ ③

93 2
健康情報普及
啓発事業

市民

健康づくりに関する正しい知識の普
及を図り、自ら健康づくりに取り組む
ことができるようにする。

広報紙・回覧板・CATV・リーフレット
配布等さまざまな手段により、健康
づくりに関する知識の普及を行う。
また、必要に応じて、地域の健康づく
り推進役である保健福祉推進員との
連携を図り、普及啓発を進める。

60

・健康づくり普及啓発媒
体数
（目標5件：実績4件）
・健康づくりに取り組ん
でいる市民の人数
（目標1,380人
：実績1,342人）

広報紙やＣＡＴＶへの掲載、リーフ
レット配布やポスター掲示などで広く
市民に健康づくりに関しての情報を
提供しました。保健福祉推進員と連
携したことで、地域行事に健康づくり
を取り入れることにつながりました。
開催時期も健康増進普及月間にあ
わせて実施している地区が多く見ら
れました。また、様々な機会でいいこ
とチャレンジ健幸ほくとに関するチラ
シを配布するなど啓発を行い、参加
者が増加しました。

Ａ ③

94 3
健 康 づ く り 推
進協議会運営
事業

健康づくり推進協議
会委員

健康づくりの方策を協議し、市民が
主体的に健康づくりができるよう、事
業の調整と推進を図る。

・市民の総合的な健康づくりのため
健康課題を共有し、各種事業につい
て協議する。
・「健康増進計画」の進捗状況、点
検、評価等を行う。
・委員は、保健・医療・福祉・教育等
の代表者15人に2年間の任期で委嘱
する。

70

・協議会開催回数
（目標2回：実績2回）
・運動を週2回以上する
人の割合
（目標40.0%：実績29.1%）

「第2次北杜市健康増進計画」の中
間評価を踏まえ、平成29年度から後
期の取り組みを開始しました。協議
会では、委員と「現役世代の健康づく
り」について課題を共有し、健診受診
率の低い地区をモデル地区指定し
て、より密着した市民の声を事業展
開に反映させ意識の向上につなげて
いく等の提言を頂きました。モデル地
区に出向いて確認した市民の声を
「お宝いっぱい健幸北杜」推進事業
に反映し、「若者世代からの健幸づく
りプロジェクト事業」として具体的な健
康づくり対策につなげていくことがで
きました。

Ａ ③

95 4
自殺対策強化
事業

市民

自殺者を減少させるための環境づく
りを行う。

自殺予防対策についての普及啓発、
相談体制の強化・充実、地域の支援
者（ゲートキーパー）の育成

209

・ゲートキーパー養成講
座開催回数
（目標2回：実績2回）
・いのちの大切さを学ぶ
学習事業
（目標2回：実績2回）
・ゲートキーパー数
（目標187人
：実績126人）
・いのちの大切さを学ぶ
学習事業参加率
（目標100%：実績88.2%）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

健康増進課

地域自殺対策計画は、第2次健康増進計
画において「こころの健康づくり」事業とし
て追加します。

必要時に会議を開催し、「お宝いっぱい
健幸北杜」推進事業の進捗状況を報告
し、助言や提言をいただけるようにしてい
きます。

活動に伴う自己負担金（会費・養成講習
テキスト代・会員エプロン・会員Tシャツ
代）について、市が委嘱していることを踏
まえ、市で負担できるか検討します。
今後、行政区単位での食生活改善推進
員の配置が難しくなることが予想されるた
め、効率的かつ会員負担の軽減を目的
に、新しい組織体制や活動を行っている
他市町村を視察し、北杜市食生活改善
推進員会の今後の方向性を検討します。

広報紙等を活用した健康づくりについて
の普及啓発を継続して行います。
地域の健康づくりの推進役である保健福
祉推進員と連携しながら健康に関心を
持ってもらえるように働きかけを工夫しま
す。
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96 5
保健福祉推進
員活動事業

保健福祉推進員

地域の健康課題について理解し、健
康づくりの普及や問題解決に向けて
の推進活動の実践を通して、地域の
健康づくりの担い手として主体的に
活動することができる。

委嘱状の交付を行い、推進員の役
割や市の健康情報等についての研
修会を行う。
自分の健康は自分でつくるという健
康意識を高め、地域の健康課題を行
政とともに考え、課題解決に向けて
実践し、地域づくりを行う。

987

・研修会実施回数
（目標12回：実績12回）
・地域の健康や活動の
理解度
（目標100%：実績99.5%）
・研修会参加率
（目標100%：実績79.2%）

「保健福祉推進員ガイドブック」を作
成し、第1回研修会において、保健福
祉推進員の役割・活動内容・地域の
健康課題を理解できるような研修会
を行いました。研修会に参加した、保
健福祉推進員の約9割が地域の健
康や活動について理解することがで
きました。

Ａ ③

97 6 予防接種事業
予防接種法に基づく
年齢の市民

予防接種法に基づく感染の恐れのあ
る病気を予防する。

予防接種法に基づく定期予防接種を
個別で行う。

91,567

・乳幼児健診時の接種
保健指導
（目標36回：実績36回）
・ＭＲ（麻しん・風しん）
未接種者への接種勧奨
（目標1回：実績4回）
・ＭＲ（麻しん・風しん）2
期接種率
（目標100%：実績94.8%）

乳幼児予防接種については、接種間
隔等、予防接種法に基づき接種する
よう保護者に通知しました。予診票
交付時期や通知の工夫をはじめ、接
種期間の短いものには、電話勧奨す
るなどの対策をとりました。
委託料については、医師会の協力に
より、コストの抑制に努めました。

Ａ ③

98 7
新型インフル
エンザ等対策
事業

市民

新型インフルエンザ等感染症の感染
拡大を可能な限り抑制し、健康被害
を最小限にとどめ、安全で安心した
市民生活が継続できるようにする。

平常時から新型インフルエンザ等の
基礎知識及び感染対策についての
啓発活動を行い、併せて、新型イン
フルエンザ等発生時に備え、感染防
護具・消毒薬等の備蓄を行う。

151

・備蓄量（消毒薬）
（目標1,200Ｌ
：実績1,216Ｌ）
・備蓄量（防護服）
（目標600Ｌ：実績516Ｌ）
・備蓄量（マスク）
（目標50,000枚
：実績50,000枚）

備蓄品について、地域課と情報共有
し整備しています。備蓄品は、指定
福祉避難所である保健センターの防
災倉庫に保管しています。平成29年
度にあっては、消毒薬が目標値に達
したため、また、感染症の蔓延防止
のため、嘔吐物凝固剤を備蓄品に加
えました。平成29年度においては、
新型インフルエンザ等の発生情報も
なかったため、市民への情報提供の
必要性がありませんでした。

Ａ ③

99 8 肝炎対策事業

B型肝炎、C型肝炎
の根治を目的として
行うインターフェロン
及び核酸アナログ製
剤による治療を行う
者

将来の肝硬変、肝がんの予防及び
肝炎ウィルスの感染予防を行い、市
民の健康保持増進を図ることを目的
とする。

対象治療の医療費自己負担分の2
分の1を補助し、経済的支援を行う。

901

・受給者数（実績42人）
・肝炎患者治療特別支
援事業助成金交付人数
（実績43人）
・肝炎患者治療特別支
援事業助成金交付件数
（実績202件）

Ｃ型肝炎新薬治療者は4ヶ月という短
期治療であり、長期治療者と比較す
ると経済的負担は少ないといえます
が、県の助成事業においては対象と
なっていることから、県との整合性を
図る点からも、継続して助成しまし
た。

Ａ ③

100 9 健康相談事業 市民

市民が健康に生き生きと自立した生
活をするために、自分の健康に関心
をもち、健康管理や生活習慣の見直
し・改善のために行動することができ
るようにする。

健康な生活や疾病の早期治療のた
めに、健康相談として健診結果報告
会及び総合相談を実施する。
市民が自ら健康の保持・増進ができ
るよう、個々の身体状況に合わせた
支援をする。

968

・健康相談実施回数
（目標52回：実績50回）
・健診結果指導率
（目標100%：実績99.5%）
・血圧が正常な人の割
合
（目標73%：実績59.3%）
・血糖値が正常な人の
割合
（目標75%：実績82%）

相談対応職員のスキルアップのため
に、統一した資料を作成しました。ま
た、相談対象者が生活改善のため
の目標を立てやすいようなパンフレッ
トを活用しました。結果報告会につい
ては、欠席者のために、まとめの報
告会を開催し、必ず相談対応をして
から本人に健診結果をお渡ししまし
た。指導率99.5％でした。健診結果
報告会での指導相談目的を、生活習
慣改善、重症化予防に絞るための検
討をし、一人にかける相談時間を多
く持つことができるようにしました。市
の健康情報、医療費情報をあらゆる
場面で掲示し、個々の健康づくりの
意識変容のきっかけになるよう努め
ました。

Ａ ②

健康教育の場での健康相談を積極的に
い、個々の継続した支援を実施します。
また、健診の結果報告会では、生活習慣
改善、重症化予防に重点をおいた対象
選定基準を検討し、一人に対しての相談
時間を拡大し、効果のある相談支援体制
を検討していきます。

接種率向上のために、広報紙やＣＡＴＶ
等を活用して周知していきます。
特に、接種期間の短いＭＲ２期等は、保
育園や小学校入学説明会時を活用して
勧奨するほか、未接種者宛ての勧奨通
知の発送や電話勧奨をしていきます。

地域課所管の防災備蓄品と調整を図り
ながら、感染防護服や消毒薬等を順次備
蓄していきます。
市民への感染症への対策情報をホーム
ページなどを活用し周知を図っていきま
す。

治療を行っていないキャリア患者に対し
て、事業の周知をホームページや広報を
はじめ、健診結果報告会を活用し、周知
していきます。

保健福祉推進員として、健康問題を意識
し、健康づくり活動を広く推進できるよう
研修会の内容を更に充実していきます。
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101 10 健康診査事業

市民
（対象者の年齢・性
別・加入している健
康保険等によって、
健診の内容が決め
られている）

疾病の早期発見・早期治療により、
健康の保持・増進を図る。

・特定健診（基本健診）及び各種がん
検診（子宮頸がん検診を除く）は、総
合健診として8地区の各公共施設に
おいて巡回健診で実施している。
・子宮頸がん検診は指定医療機関で
実施する施設検診と、8地区を巡回
する車検診を実施している。
・人間ドックは、指定医療機関に委託
して実施している。 100,274

・総合健診の実施日数
（目標53日：実績53日）
・特定健診受診率
（目標60%：実績46.9%）
・子宮頸がん検診受診
率
（目標15%：実績12.8%）

健診受診率の向上に向け、広報・回
覧・CATV・保健福祉推進員、食生活
改善推進員等で受診勧奨を行いまし
た。また、各地区日程で申込済み未
受診者に対して、11月のまとめ健診
の受診勧奨を行いました。特定健診
受診率が低い４０歳代、５０歳代に対
しては、お宝いっぱい健幸北杜「若
者世代からの健幸づくりプロジェクト
事業」を企画し、受診率向上に向け
て実施可能な施策を検討していきま
す。平成３０年度より子宮頸がん検
診は精度向上のため、施設検診に
一本化します。そのため、移行に伴
い市民に混乱が起きないよう、複数
年かけて普及を行いました。

Ａ ③

102 11 健康教育事業 市民

市民が健康に生き生きと自立した生
活をするために、自分の健康に関心
をもち、健康管理や生活習慣の見直
し・改善のために行動することができ
るようにする。

健康教育として市民健康講座・一般
健康教室、地区別健康教室を実施
する。
あらゆる機会を通して健康に関する
情報を市民に周知し、市民が自ら健
康の保持・増進ができるように支援
する。

492

・健康教室開催数
（目標30回：実績26回）
・健康教室参加者数
（目標900人：実績704
人）
・講座内容理解率
（目標95%：実績96.8%）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

103 12
特定診療科施
設開業支援事
業

産婦人科・小児科の
開業医

北杜市の医療体制の拡大及び地域
住民が医療を受けやすい体制をつく
ることにより、市民の健康と福祉の増
進に寄与することができる。

北杜市内に新たに診療所を開設す
る開業医に対し、予算の範囲内にお
いて補助金を交付する。

5,000

・補助した開業医療機
関の数
（目標1件：実績1件）

開業を検討している医師より相談を
受け、制度の説明を行いました。

Ａ ③

104 13
辺見診療所運
営事業

辺見診療所

地域医療を確保するため、診療所の
役割を明確にし、経営の健全化を目
指す。

地域の医療確保を行うため、診療所
の管理、運営を行う。

135,625

・外来診療日数
（目標280日
：実績282日）
・経常収支比率
（目標100% ：116%）
・診療件数（延べ）
（目標14,000件
：実績17,546件）

臨時医師の採用が出来診療報酬の
増加があり、平成29年8月から診療
できていなかった火曜日に診療所で
診療することが可能となり地域医療
が充実しました。 Ａ ③

105 14
白州診療所運
営事業

白州診療所

地域医療を確保するため、診療所の
役割を明確にし、経営の健全化を目
指す。

地域の医療確保を行うため、診療所
の管理、運営を行う。

109,924

・外来診療日数
（目標270日
：実績261日）
・経常収支比率
（目標100% ：108%）
・診療件数（延べ）
（目標12,000件
：実績11,039件）

患者の減少が懸念される中、収益が
上がり経常黒字となりました。

Ａ ③

継続して経常黒字を続けていくため、更
なる経営の効率化を図るため、医療ス
タッフの確保に努めます。また、計画的な
施設の修繕を行います。

第2期データヘルス計画に基づき、お宝
いっぱい健幸北杜「若者世代からの健幸
づくりプロジェクト事業」において、受診率
向上事業として実現可能な対策の検討を
していきます。
特定健診やがん検診を受診することの必
要性を広報・CATV・回覧等を活用し、住
民に幅広く周知します。
また、商工会、保育園の保護者、保健福
祉推進員、食生活改善推進員、愛育会
等への受診勧奨の働きかけを行います。

今後も継続してホームページを活用し、
周知を行っていきます。

医療スタッフのスキルアップによる、さら
なる医療サービスの向上を図ります。

保健福祉推進員研修や食生活改善推進
員伝達講習会などで、地区に出向いて健
康教室を行えることを周知していき、生活
習慣の見直しをしてもらえるように支援を
します。



課別事務事業評価一覧

課
別
№

No. 改革案と実行計画
評
価

事務事業名
事業内容

（どのような方法で 何を行うのか)
事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

目的
（どういう状態にしたいのか）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

対象
（誰を 何を）

106 15
市立病院等運
営事業

塩川病院、甲陽病
院、しおかわ福寿の
里、訪問看護ステー
シ ョ ン つ く しん ぼ、
八ヶ岳訪問看護ス
テーション

地域医療を確保するため、公立病院
の役割を明確にし、経営の健全化を
目指す。

市民にとって必要とされる医療を継
続的、安定的に提供していくため、第
3次北杜市立病院改革プラン(平成29
～32年度)に基づき、安定的な医療
提供と経営の効率化に取り組む。 3,887,518

・経常収支比率（塩川病
院）
（目標100.1%
：実績94.2%）
・経常収支比率（甲陽病
院）
（目標99.0%：実績94.6%）

第3次北杜市立病院改革プランの
「人材確保」「収入増加・確保」「経営
効率化」のそれぞれの項目に従い、
実施しました。

Ａ ③

107 16
市立病院等施
設整備等事業

塩川病院、甲陽病
院、しおかわ福寿の
里、訪問看護ステー
シ ョ ン つ く しん ぼ、
八ヶ岳訪問看護ス
テーション

地域医療を確保するため。 事業に必要な建物、医療機器等を整
備する。

744,904

- 今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

① 0 ⑤ 0

② 1 ⑥ 0

③ 15 ⑦ 0

④ 0 合計 16

① 2 ⑤ 0

② 9 ⑥ 0

③ 28 ⑦ 0

④ 0 合計 39

今後の方向性についての集計（健康増進課）　　　　単位：件

今後の方向性についての集計（市民部）　　　　単位：件

メンテナンスを定期的に行います。

改革プランで策定した経営指標に係る数
値目標と具体的な取組に基づき、実施し
ます。



課別事務事業評価一覧

108 1
健康福祉大会
事業

市民

健康で生きがいのある生活を送れる
よう、健康づくりや福祉に関する各種
催しを通じ、健康・福祉についての知
識の普及と啓発を図る。

市と北杜市社会福祉協議会との合
同開催で実施する。
期日：平成29年10月21日(土）
内容：各種表彰（ダイヤモンド婚、4世
代同居等）、日本福祉大学中央福祉
専門学校専任教員 渡辺哲雄氏「認
知症になった波平さん」～あなたは
認知症予防をしていますか～、各種
健康測定等

232

・健康福祉大会参加人
数
（目標400人
：実績284人）

幅広い年齢層の参加を目指し、講演
内容を高齢者に限らず若い世代の
健康意識啓発を行える内容として実
施しました。

A ③

109 2
福祉関係施設
管理事業

火葬場の利用者

住民の福祉増進を図る。 指定管理者制度により、必要な経費
の中でサービスの向上を図り、利用
者に安心安全に利用してもらえるよ
うにする。 60,872

・火葬件数（実績598件） 開設以来初めての大規模修繕を開
始しました。
平成29年度は工事内容の仕様決
め、書類作成、一部の足場設置を行
いました。

A ③

110 3
シルバーハウ
ジング生活援
助員派遣事業

シルバーハウジング
に居住する高齢者

居住する高齢者が自立して安全かつ
快適な生活を営むことができるよう、
在宅生活を支援する。

社会福祉法人高根福祉みのる会と
委託契約している。シルバーハウジ
ングに居住する高齢者の生活指導、
相談、安否確認、緊急時の対応等の
サービスを行う生活援助員を派遣
し、高齢者が自立して安全で快適な
生活を営むことが出来るように在宅
生活を支援する。世帯棟5棟、単身
棟5棟がある。

1,889

・シルバーハウジング生
活援助員相談等件数
（実績37件）

一日午前と午後に各1回、入居者の
安否確認を実施した。平成29年度は
37件の相談及び生活指導を行った。

A ③

111 4
生活支援ハウ
ス運営事業

60歳以上の一人暮
らし、又は夫婦のみ
の世帯に属する者
で、家族による援助
を受けることが困難
で、高齢等のために
独立して生活するこ
とに不安がある方

生活支援ハウスの入居者に対し、介
護支援機能、居宅機能、交流機能を
総合的に提供し、安心して健康で明
るい生活を送ることができるよう支援
する。

社会福祉法人愛寿会に委託し、入居
者に対し相談、助言を行うとともに、
緊急時の対応を行っている。また、
入居者の高齢化等に伴い、通所介
護、訪問介護等介護サービス及び保
健サービスを必要とする場合の利用
手段の援助を行っている。入居者と
地域住民との交流を図るための交流
事業等を毎月行っている。

8,071

・生活支援ハウス入居
者数
（実績7人）

平成29年度の委託金額の使途は職
員2名分の人件費、施設の光熱水
費、燃料費、消耗品等の購入代、配
食サービスに伴う事業費に充てられ
ました。

A ③

112 5
高齢者祝福事
業

100歳祝金：満100歳
の誕生日を迎える
高齢者（10年以上居
住要件あり）
敬老祝金：満88歳高
齢者

高齢者に対して敬老祝金を支給し、
長寿を祝福するとともに敬老意識の
高揚に努め、もって地域福祉増進に
寄与する。また、100歳に到達した長
寿者を敬愛し、その功を労うことを目
的としている。

敬老祝金：9月15日の敬老の日から
一週間の「敬老週間」に敬老祝金（満
88歳）を支給する。支給については、
民生委員児童委員に安否確認を兼
ねて配布をお願いしている。また、
100歳に到達した高齢者宅を市長が
訪問し、祝金と花束を贈り、長寿を祝
福する。

3,401

・88歳敬老祝金
（実績309人）
・100歳敬老祝金
（実績20人）

現状維持として88歳の方に5,000円と
祝い状、併せて市内の小学生からの
お祝いメッセージを添えて贈呈しまし
た。また、市内に10年以上居住する
100歳の方は10万円と花束を贈呈し
ました。88歳については民生委員さ
んに配布をお願いしていますが、大
変よろこんでいただいているとの声を
いただき、この行為そのものに意義
があると考えます。

B ③

No.
事業内容

（どのような方法で 何を行うのか)

委託料と業務内容が見合うか愛寿会と協
議し入居者サービスの向上を目指してい
きます。

評
価

課
別
№

福祉課
参加される高齢者の要望と開催内容に
やや意識差があるようですが、「健康福
祉大会」の本来の趣旨である「健康・福祉
についての知識の普及と啓発」を理解し
ていただくための企画を検討し、高齢者
や障害の有る方の参加を促す交通手段
の確保を充実します。

援助サービスを必要としない居住者の把
握等、実状に応じた契約内容が可能か
委託先との検討を行います。

事務事業名 対象（誰を 何を）
目的

（どういう状態にしたいのか）

お祝い金にとらわれず、よりよい慶祝の
手法について検討します。
また、近隣の市町村の状況について調べ
ます。

指定管理者と協力し、計画的な修繕プラ
ンを作成し、適正な管理を行うよう指導し
ます。

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

改革案と実行計画
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No.
事業内容

（どのような方法で 何を行うのか)
評
価

課
別
№

事務事業名 対象（誰を 何を）
目的

（どういう状態にしたいのか）
事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

改革案と実行計画

113 6
お楽しみ給食
サービス事業

市内在住の80歳以
上一人暮らし高齢者

一人暮らし高齢者が、食の楽しみを
通して健康で健やかに生活出来るよ
うサービスを実施し、併せて一人暮ら
し高齢者の安否確認と対話の機会を
設ける。

北杜市社会福祉協議会への委託事
業で、社協各支所単位で実施してい
る。
各地区民生委員児童委員、ボラン
ティア等に協力をお願いし、各地区で
年4回実施している。

1,484

・お楽しみ給食配食数
（目標2,800食
：実績2,660食）

平成29年度は実施回数32回、配食
数2,660食。
平成28年度に外部評価により見直し
を行い、平成29年度に内容を拡充す
る検討を行った。 A ④

114 7
外出支援サー
ビス事業

概ね65歳以上の独
居者・高齢者のみの
世帯に属する高齢
者で、一般の交通機
関を利用するのが
困難な者・乗車等に
際して介助が必要と
なる者

在宅の要介護者及び一人暮らし高
齢者に対し、通院時における交通費
の負担軽減を図るサービスを提供す
ることにより、在宅介護の充実を図
る。

庁内のサービス調整会議により認定
された高齢者が、通院の際にタク
シーを利用する場合、初乗り分のタ
クシー券を月2枚支給する。

123

・サービス対象者数
（目標35人：実績22人）

民生委員からサービスの該当となる
可能性のある方へ声掛けをいただき
申請へつなげています。

A ③

115 8
ふれあいペン
ダント事業

概ね65歳以上の虚
弱な一人暮らし高齢
者・高齢者のみの世
帯

在宅の要介護高齢者及び一人暮ら
し高齢者に対し、サービスを提供す
ることにより在宅生活を支援する。

庁内のサービス調整会議により認定
された高齢者が、急病等の緊急時
に、自宅に設置された機械のボタン
を押すことでNPO法人安心安全見守
りセンターに通報され、協力員の支
援のもと、迅速かつ適切な対応を図
ることができる。

4,179

・設置台数状況
（目標100%：実績72%）
・緊急通報件数
（実績6件）

現在100台保有しており、7割程度の
利用となっています。平成29年度は3
件の新規設置がありました。

A ③

116 9
戦没者慰霊祭
事業

市民、戦没者の遺
族

戦没者の英霊を慰め、戦争の悲惨さ
を継承する。

先の大戦により死亡した英霊の御霊
を慰めることを目的に2年に一度、慰
霊祭を実施。
献花台を設け、祭主が祭文奏上を行
い、献花、献茶、献吟を行う。

475

・北杜市戦没者慰霊祭
参列者数
（目標300人
：実績261人）

平成29年度は実施をしました。
遺族会会員数の減少に伴い、慰霊
祭の参列者も少なくなっています。当
事業を遺族連合会の自主事業として
移行する可能性について、具体的な
話し合いはなされていません。

B ③

117 10
ボランティア団
体育成・支援
事業

公益性のある社会
福 祉 団 体 （ ボ ラ ン
ティア団体）

各団体の育成を支援し、活動を推進
する。

地域福祉の担い手としてのボラン
ティアの支援や育成が不可欠である
ため、社会福祉協議会が行うボラン
ティア育成、読み聞かせボランティア
等の活動に対し助成する。

1,000

・ボランティア登録者数
（目標2,000人
：実績2,904人）

平成29年度のボランティア活動数は
62団体、2,904人でした。
ボランティアリーダー研修1回、傾聴
ボランティア養成講座4回、災害ボラ
ンティア養成研修1回、災害ボラン
ティアセンター設置運営訓練、ボラン
ティアの集い（年1回）、読み聞かせ
ボランティア養成講座4回、学童・生
徒のボランティア活動普及活動への
支援（小学校11校、中学校9校、高校
2校）、市内小中学校6校で福祉教
育・学習会（高齢者疑似体験、車い
す体験）、市内小中学校8校の児童
生徒がデイサービスセンターで体験
学習会を実施、福祉ポスターの募
集、福祉車輛・福祉機器の貸し出し、
ボランティア活動の様子を社協広報
誌「ほのぼの」を通じて紹介しまし
た。

A ③

事業主体の北杜市社協が行う、ボラン
ティア団体への指導、ボランティア養成に
ついて適正に行われているか監査を通じ
て指導していきます。

平成30年度から4回の配食の他、1回分
の飲み物配布を追加し、訪問を増やし安
否の確認機会を広げていきます。

サービスの対象者となるかどうかについ
て、分かりやすいフローチャートなどを作
成し、申請しやすい環境を構築します。

慰霊祭は戦争の悲惨さや平和の尊さを
継承するために必要性は高いと考えます
が、遺族だけではなく、広く平和を祈念す
る機会を検討していきます。

民生委員からの声掛け、広報を通じ必要
とされている方に制度を周知します。
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118 11
北杜市遺族連
合会補助金

公益性のある社会
福祉団体（遺族会）

各団体の育成を支援し、活動を推進
する。

各地区遺族会の活動に対し補助す
る。（会員数×860円）

353

・遺族会会員数
（実績422人）

慰霊塔の清掃活動、県・国の戦没者
慰霊祭への参加、会員相互の親睦
事業を行いました。 A ③

119 12
社会福祉協議
会専門員等設
置費補助金

公益性のある社会
福祉団体（社会福祉
協議会）

地域福祉の担い手を育成し、活動を
推進する。

社会福祉協議会の専門員の資質の
向上、活動の充実を図るための専門
員を設置する。

58,500

・社会福祉協議会会員
数
（実績99人）

ボランティアセンターの設置、各種ボ
ランティア講座の開設、健康福祉大
会、地域委員会事業、ふれあいいき
いきサロン事業、シニアいきいき講
座、福祉車輛、福祉用具等貸し出
し、歳末たすけあい事業、デイサービ
ス事業、訪問介護事業、居宅介護支
援事業を行いました。

A ③

120 13
北杜市民生委
員児童委員協
議会補助金

公益性のある社会
福祉団体（民生委員
児童委員）

地域福祉の担い手の育成を支援し、
活動を推進する。

民生委員児童委員協議会の活動に
対して補助を行う。

2,244

・民生委員児童委員相
談件数
（実績3,223件）
・民生児童委員活動日
数（実績19,196件）

お楽しみ給食サービス事業、友愛訪
問、安否確認、児童の登下校安全パ
トロール、高齢者・障害者交流会参
加、ひとり暮らし高齢者宅電気水道
無償点検、敬老祝い金配布、歳末た
すけあい事業、健康福祉大会参加、
民生児童委員の全国・県大会等へ
の参加を行いました。

A ③

121 14
いきいき山梨
ねんりんピック
参加事業

高齢者（老人クラブ
会員・スポーツクラ
ブ会員）

いきいき山梨ねんりんピックに参加
し、手軽に楽しめる軽スポーツを通し
て、広域的な高齢者相互の交流を深
めることにより、高齢者の生きがい・
健康づくりの高揚を図る。

いきいき山梨ねんりんピック実行委
員会（県社協事務局）が主催する大
会に参加を希望する選手を募集し、
エントリー競技参加者のサポートを
行う。

149

・いきいきねんりんピッ
ク参加者数
（目標150人
：実績127人）

平成29年9月30日（土）のいきいき山
梨ねんりんピック事業実施にあたり、
社会福祉協議会と連携して、参加者
募集やエントリー競技参加者のサ
ポート（会場案内、湯茶、昼食の配
布）等を行いました。

B ③

122 15
老人クラ ブ活
動支援事業

北杜市老人クラブ会
員（65歳以上）

北杜市老人クラブの活動を支援し、
地域福祉の充実を図る。

北杜市老人クラブ連合会が行う高齢
者の生きがいを高め、健康づくりを進
める活動やボランティア活動等に対
して助成する。 9,886

・老人クラブ会員数
（目標3,800人
：実績3,515人）

今年度の加入者をみると減少してい
ます。社会福祉協議会で加入促進に
努めました。

B ③

123 16
日中一時支援
事業

障害者等（障害者・
障害児）や介護を行
う者若しくはその家
族

障害者等の日中における活動を確
保し、家族の就労支援及び障害者等
を日常的に介護している家族の一時
的な休息を目的とする。

対象者の支給申請に基づき、可であ
れば支給を決定する。対象者は指定
事業所と個別に契約し、事業所にて
日中活動における場の提供を受ける
ことができる。また、家族等について
は、就労時・緊急時等において障害
者等を事業所に一時的に預けること
で、介助における負担を軽減できる。
市は要した費用（委託料）を助成する
ことで対象者の支援を図る。

16,404

・実利用者数
（目標73人：実績90人）

日中一時支援事業対象者は年々増
加しています。障害者（児）や家族へ
の聞き取りを行う中で、適正な判断
のもと、サービスを提供できました。

A ③

124 17
訪問入浴サー
ビス事業

介護保険に基づく訪
問入浴介護を受け
ることができない者
で、この事業の利用
を図らなければ入浴
が困難な在宅の身
体障害者等

訪問により居宅において入浴サービ
スを提供し、身体の清潔の保持、心
身機能の維持等を図り、もって福祉
の増進に資することを目的とする。

対象者の利用申請に基づき、可であ
れば利用決定する。対象者は市が
委託契約をしている事業所と契約
し、サービスの提供を受ける。

308

・実利用人数
（目標1人：実績1人）

平成29年度には、1名の該当及び利
用がありました。

A ③

各町の民生児童委員協議会において実
施する事業のうち対象事業を明確にし、
適切な補助を行います。

老人クラブ内だけの活動にとどまらず、
地域貢献や地域へ還元できるような事業
にも取り組んでいきます。

自立運営を行えるよう社協と検討しま
す。

今後、対象者が適切にサービスを利用す
ることができるよう、情報提供します。

参加者のクラブ活動の一環として、自主
的な参加を促し、経費の削減を図りま
す。

地区遺族会の活動を周知し、会員の確
保に努めます。

障害者（児）や家族への聞き取りの際、
実必要時間数による申請内容となるよう
徹底します。
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125 18
タ ク シー 利用
料金助成事業

重 度 心 身 障 害 者
（児）：視覚１・２級、
肢体、療育A
※普通・軽自動車税
の減免を受けていな
い方

行動範囲の拡大と社会参加の促進 対象者の申請に基づき、タクシー利
用券（650円×36枚以内）を交付す
る。

700

・タクシー利用券利用者
数
（目標70人：実績37人）
・タクシー利用券利用枚
数
（目標2,184枚
：実績769枚）

利用券を交付することで対象者がタ
クシーを利用しやすくなり、通院や買
い物等の社会参加を行うことができ
ました。

B ③

126 19
北杜市ながさ
かリハビリセン
ター条例

障害児

当該施設において、機能回復訓練等
を行うことにより、地域において自立
した日常生活または社会生活ができ
るようにする場所を適切に管理す
る。

ながさかリハビリセンターについて、
施設の適正な維持管理を行う。

6

- 今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

B ③

127 20
成年後見制度
法人後見支援
事業

障害者に係る法人
成年後見人となる法
人

成年後見制度における後見等業務
を適正に行うことができる法人を確
保できる体制を整備するとともに、市
民後見人の活用も含めた法人後見
の活動を支援することで、障害者の
権利擁護を図る。

成年後見制度における法人後見活
動を支援するため、研修会などを開
催する。

76

・実施回数
（実績1回）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

128 21
北杜市身体障
害者福祉会補
助金

市身体障害者福祉
会

対象団体の社会見学事業・障害者ス
ポーツ大会事業・研修会等への補助
を行い、会員の交流、社会参加を促
進する。

補助金を有効活用し、事業を実施す
ることで会員の交流、社会参加を促
進する。

1,101

・会員数
（目標193人
：実績171人）
・研修会参加者数
（目標123人
：実績122人）

福祉の維持を念頭に置き、団体の活
動状況や経理状況を見ながら補助
金の交付を行いました。対象団体の
活動に貢献できました。 B ③

129 22
北杜市精神障
害者家族会補
助金

精神障害者家族会

対象団体の地域交流事業・研修会
等への補助を行い、会員及び当事者
の交流、社会参加を促進する。

補助金を有効活用し、事業を実施す
ることで会員及び当事者の交流、社
会参加を促進する。

347

・会員数
（目標35人：実績41人）
・研修会参加者数
（目標60人：実績54人）

福祉の維持を念頭に置き、団体の活
動状況や経理状況を見ながら補助
金の交付を行いました。対象団体の
活動に貢献できました。 B ③

130 23
生活困窮者自
立支援事業

生活保護者以外の
生活困窮者

生活困窮者に対する自立の支援に
関する措置を講じ、生活困窮者の自
立の促進を図る。

生活困窮者への支援を行うため、福
祉相談窓口を設置し、自立相談事
業、生活困窮者住居確保給付及び
ほくとハッピーワークを活用した就労
支援を行う。

7,298

・新規相談件数
（実績81件）

夏休みと冬休みを中心に、15名の児
童等に対し学習支援を行ないまし
た。
民生委員を対象にひきこもりサポー
ター養成研修を行い、105名に修了
証を交付しました。

A ②

131 24
被保護者就労
支援事業

生活保護法第55条
の6に規定する事業
の対象となる被保護
者
（就労可能な被保護
者で就労のための
支援を希望する者）

被保護者に対して適切な就労支援を
行うことで、自立の促進を図る。

2,050

・就労支援者数（延べ）
（実績15人）
・就職者数（延べ）
（実績12人）
・就労支援実日数
（実績234日）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

対象団体の活動への貢献と補助金の有
効活用の検証のため、対象団体の活動
内容等について対象団体の事務局と協
議を行います。

子供の学習支援事業を通じて、参加者で
ある困窮家庭の児童と、学習会場となる
「こども食堂」を自然な形で結びつけ、子
供の居場所の確保と地域資源の活用を
図っていきます。

対象者においては、現状の制度を維持し
ていくとともに、交付対象となる障害者に
随時ご案内をしていきます。

現在の管理方法について検討していきま
す。

対象団体の活動への貢献と補助金の有
効活用の検証のため、対象団体の活動
内容等について対象団体の事務局と協
議を行います。

成年後見制度における法人後見活動を
支援するため、研修会の開催や情報提
供を行い、円滑な実施に向けた支援を行
います。

ハローワークによる求人開拓等の支援を
受けながら、ほくとハッピーワークを通じ
て、出来るだけ多くの職業紹介を行って
いくとともに、移動手段を持たない被保護
者の通勤手段として、不用となった自転
車等を確保することで、通勤可能な範囲
の拡大を図ります。
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132 25
医療扶助適正
実施推進事業

被生活保護者のうち
医療扶助を受給す
る者

医療扶助の適正な支出を行う。 医療扶助相談員を配置し、後発医薬
品の利用促進、頻回受診、重複受診
の防止を図るとともに、医療レセプト
点検の委託により、医療行為と請求
が適正に行われているか確認する。 2,221

・指導対象の抽出数
（目標12回：実績12回）
・後発医薬品使用割合
（目標75%以上：85.3%）

後発医薬品の使用割合が上昇し、平
成29年6月診療分で比較すると、山
梨県内では最も高くなっています。

A ③

133 26
障害者総合支
援センター管
理事業

障害者総合支援セ
ンター

当該施設において、機能回復訓練等
の実施、相談支援事業、地域活動支
援事業を行うことにより、地域におい
て自立した日常生活または社会生活
ができるようにするための場所を適
切に管理する。

障害者の地域活動支援や基幹相談
支援センターとしての役割を担う場
所として、施設の適正な維持管理を
行う。 6,170

・デイケア参加数
（実績58人）
・相談件数（延べ）
（実績944件）

障害者の基幹相談支援センター及
び地域活動支援の場として、現状を
維持し施設を有効に活用していま
す。経年劣化により軒天が破損した
ため、平成３０年度に修繕を行うため
に準備しました。

A ③

① 0 ⑤ 0

② 1 ⑥ 0

③ 24 ⑦ 0

④ 1 合計 26

医師又は歯科医師が医学的見地から後
発医薬品の使用を可能と認めている場
合に、後発医薬品の使用を原則とするこ
とが生活保護法の改正案に盛り込まれ
ている（平成30年10月施行予定）ため、
被保護者や医療機関等に対して重ねて
周知します。

今後の方向性についての集計（福祉課）　　　　単位：件

センターを適切に維持管理し、有効活用
を図っていきます。
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134 1
子ども・子育て
会議事業

「北杜市子ども・子
育て支援事業計画」
の基本施策等

進捗状況の評価検証及び意見聴取 「北杜市子ども・子育て支援事業計
画」の基本施策等について、計画期
間である平成27～31年度の進捗状
況について評価検証を行う。また、子
育て施策全般について必要に応じ意
見を聴取し、施策に反映させていく。

113

・子ども・子育て会議議
題件数（実績22件）

放課後児童クラブの入所要件や、保
育園の整備計画などについて、意見
をいただいた。
また、各事業の進捗状況の報告も行
いました。 A ③

135 2
子育て応援企
業等支援事業

市内に事業所のあ
る子育てに積極的
に取り組む企業及
び事業所

子育て支援に積極的な企業等を子
育て応援企業として認定し、取組内
容等を紹介して、市全体として子育
てを応援する。

子育て支援に積極的な活動を行って
いる企業等を子育て応援企業に認
定し、認定証を交付する。子育て応
援企業は、広報や市ホームページで
取組内容等を紹介し、企業等の活性
化を図り、市全体として子育てを応
援する。

0

・子育て応援認定企業
数
（実績0事業所）

地域課、企画課、観光商工課、子育
て応援課で制度の改善に向け検討
会を開き、見直しを行い、国や県の
制度との差別化ではなく、制度を利
用する形態での実施を検討しまし
た。

B ③

136 3
子ども医療費
助成事業

市内に住所を有す
る中学3年生までの
子どもの保護者等

子どもに係る医療費の一部を助成
し、子育ての経済的負担を軽減する
とともに、子どもの健やかな成長に
寄与する。

中学3年生までの子どもの入院・通
院にかかる医療費の一部負担金の
額を、保護者に対し医療費助成金と
して支給し、医療費を無料にする。助
成金の支給は、窓口無料化または
償還払いによって行う。

127,902

- 制度に基づき、適正に事務を進めま
した。

A ③

137 4
放課後児童ク
ラブ事業

市に住所を有する
児童及び市内小学
校に在籍する児童
で、保護者が就労等
により保育に欠ける
小学生（平成27年度
から6年生まで対象）

保護者の就労を容易にするととも
に、児童に対し生活と遊びの場を与
え、児童の健全な育成を行う。

小学校の放課後や夏休み等の長期
休業中に指導員の指導の下、児童
が遊びや生活を通して成長発達する
ことを基本として指導等を行う。

128,554

・登録人数
（目標730人
：実績685人）

更なる公平性の確保を図るため、平
成30年度入所決定通知に個別に遵
守事項を記載しました。

A ③

138 5
児童館運営事
業

18歳未満の児童

児童館（明野・須玉・大泉・武川）にお
いて、児童に健全な遊びを与えて、
その健康を増進し、情緒を豊かにす
るとともに、子どもクラブ、母親クラブ
等の地域組織活動の育成助長を図
る。

(1)健全な遊びを通じて、児童の集団
及び個別指導の実施並びに中学
生、高校生等の自主的な活動に対
する支援を行う。(2)母親クラブ、子ど
もクラブ等の地域組織活動の育成助
長及びその指導者の養成を図る。(3)
子育てに対して不安や悩みを抱える
母親からの相談に応じるなど、子育
て家庭の支援を行う。

11,762

・利用者数
（目標23,000人
：実績23,939人）

各児童館で英語教室や囲碁教室、
食育教室や親子３B体操を実施する
など、児童や乳幼児親子が参加でき
るプログラムを行いました。

A ②

スケジュール管理を行い、会議を実施し
ていきます。

認定企業への利点について協議し、制度
を策定していきます。また、併せて事業の
所管課についても検討していきます。

適正な利用料への見直しについて、子ど
も・子育て会議でも了承されたところで
す。
平成32年度からの実施に向け、放課後
児童クラブの運営方法を見直す中で、利
用料、減免基準等も含めて検討していき
ます。

指導員が協議会等で行われる研修会に
参加することにより、新たなプログラムを
提供していきます。

子育て応援課

コンビニ受診を抑えるため、申請時等に
周知を行います。
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139 6
放課後子ども
教室事業

市内在住の小学生

放課後の子どもたちを対象として、安
全・安心な子どもの活動拠点（居場
所）を設け、地域の協力者を得る中
で、勉強や遊び、文化活動や交流活
動などを行い、子どもたちの健全育
成を図る。

地域の方々にスタッフとして協力して
いただき、子どもたちを対象とした学
習や様々な体験・交流活動を行い、
地域社会全体の教育力の向上を図
るとともに、子どもたちの健全な育成
を推進する。

6,933

・登録率
（目標50%：実績39%）
・スタッフ数
（目標157人
：実績142人）
・参加率
（実績43%）

日本文化を体験するプログラムや体
を動かすプログラム、国際交流の一
環としての英語を使ったプログラムを
通して、多くの児童が参加しました。
また、放課後児童クラブと連携し、安
心・安全な居場所づくりに取り組みま
した。地域スタッフの確保について
は、広報紙で募集したほか、スタッフ
が知り合いに声をかけたりと着実に
スタッフ数を増やすことができまし
た。

A ③

140 7
母子及び寡婦
福祉資金利子
補給事業

山梨県の母子及び
父子、寡婦福祉資
金の貸付を受けた
者

母子及び父子、寡婦福祉資金の利
子補給を行い、母子父子寡婦世帯
の負担を軽減し、福祉の増進を図
る。

母子及び父子、寡婦福祉資金等の
貸付けを受けている者に対し、その
資金の利子補給を行う。

0

・個別周知件数
（実績290件）
・支払実績
（実績0件）

児童扶養手当の現況届送付時及び
広報への掲載により、制度の周知を
図りました。

A ③

141 8
母子家庭等自
立支援給付金
事業

市内在住の母子家
庭の母または父子
家庭の父(母子及び
寡婦福祉法第17条
に定める配偶者の
ないもので現に児童
を扶養しているもの
をいう。以下「ひとり
親 家 庭 の 親 」 と い
う。)

ひとり親家庭の親の雇用の安定及び
就職の促進を図る。

ひとり親家庭の親の雇用の安定及び
就職の促進を図るため、母子及び寡
婦福祉法第31条に規定する母子家
庭等自立支援給付金(自立支援教育
訓練給付金、高等技能訓練促進費、
入学支援修了一時金)を支給する。 38

・申請者数
（実績1人）

児童扶養手当やひとり親家庭医療
費助成事業の新規申請や更新申請
時等に、制度の説明をしています。
昨年に引き続き相談件数、申請件数
共に増えており、制度が浸透してき
ています。 A ③

142 9
ひ とり親家庭
医療費助成事
業

本市に住所を有す
るひとり親家庭の父
または母及び児童
（満18歳に達する日
以後最初の3月31日
までにある者）

ひとり親家庭の親と子に対し医療費
の一部を助成することにより、ひとり
親家庭の精神的、経済的負担を軽
減し、保健の向上と福祉の増進を図
る。

ひとり親家庭の親と子に対して、医
療費の一部負担金として負担すべき
額を医療費助成金として支給し、医
療費を無料化する。医療費助成金の
支給は、窓口無料化または償還払い
によって行う。対象者の所得税が非
課税等の所得制限がある。

18,626

・助成件数
（実績7,882件）

制度に基づき、適正に事務を進めま
した。

B ③

143 10
子育て世代マ
イホーム補助
金

北杜市で子育て中
またはこれから子育
てを始める世帯

「住み続けたいまち、住んでみたいま
ち」の実現に向け、北杜市総合戦略
において進める子育て世代の移住
定住人口の増加を図る。

北杜市に住宅を新築もしくは購入又
は改修する子育て世帯に対して、予
算の範囲内において、補助金を交付
する。 149,958

・計画書提出件数
（実績149世帯）
・市外からの計画書提
出件数
（実績51世帯）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

144 11
保育園施設整
備事業

市立15保育園の建
物

安全で快適な保育環境の場の提供
を行う。

現在整備を進めているいずみ保育
園以外の市立保育園14園について、
建物に係る施設整備計画を策定し、
計画的な整備を行う。
いずみ保育園を含めた市内保育園
の環境整備を実施する。

128,862

- 今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ②

継続の有無について、また継続する場合
には要件や補助額等について、子ども子
育て会議において検討します。

コンビニ受診を抑えるため、申請時等に
周知を行います。

子どもたちが安全な保育を受けることが
できる対策を検討します。
実施時期の検討や保護者、地元への丁
寧な説明を行い、事業をスムーズに行い
ます。

ひとり親が安心して子育てを行うために、
子育て世代包括支援センターと連携し相
談体制を整えていきます。

今後も児童扶養手当の現況届送付時に
案内を同封し、併せて広報でも制度の周
知を行います。

スタッフの繋がり等により、新たなスタッフ
の確保に努めていきます。また、魅力あ
るプログラムを取り入れるために、研修に
参加し情報収集に努め、充実した活動内
容とできるよう努めます。
また、子供たちを対象とした事業が多く存
在するため、連携を図り、お互いにより充
実した事業となるよう努めます。
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145 12 保育事業

北杜市に住所を有
し、保護者が労働等
により児童の保育が
できないと認められ
る小学校就学前の
児童

保護者の労働、疾病、親族の介護等
により、家庭において児童の保育が
できない場合に児童を保育し、子育
て支援の充実と少子化対策を推進
する。

子育て世代の経済的な負担を軽減
し、子どもを安心して産み育てる環境
を整備するため、保育料第2子以降
無料化に取り組むと共に、病児病後
児保育園の設置など保護者の子育
てと就労の両立を支援する。 626,552

・病児病後児保育登録
者数（累計）
（目標200人
：実績204人）
・待機児童数
（目標0人：実績0人）
・第2子以降無料化対象
園児数（実績734人）

保育料、一時保育料の第2子以降無
料化を継続する一方で、病児病後児
保育の半日利用区分を設け、利用
者負担額の軽減を行いました。
また、未満児の入園希望が増える
中、不足する保育士の確保のため賃
金等の処遇改善を行いました。

A ③

146 13
保育施設維持
管理事業

北杜市立保育園15
カ所の維持及び管
理

保育を行うための園舎、園庭、プー
ル、遊具などを維持管理することは
もとより、火災予防や防犯なども含め
て適切に管理する。

老朽化による建物の不具合や突発
的な機器故障が生じた箇所への修
繕、工事を実施する。
また、通常の維持管理、保守管理を
適正に行い、保育に支障のない状況
と安全を確保する。

76,779

・修繕・工事件数
（実績96件）

各保育園の状況を確認し、優先順位
により不具合箇所の修繕を行いまし
た。
主な修繕については、みどり保育園
の保育室エアコン設置工事、小淵沢
東保育園の屋上防水補修工事、白
州保育園のトイレ便器改修工事等実
施しました。

A ③

147 14
保育実習生受
入事業

県内外の保育士等
養成過程の大学生

優秀な保育士の確保を目的とする。 実習生受入広報活動及び実習受入
を行い、本市の魅力を伝える。

97

・実習生受入数（大学
生）
（目標105人
：実績105人）
・実習生のうち正職員
採用数
（実績4人）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

① 0 ⑤ 0

② 2 ⑥ 0

③ 12 ⑦ 0

④ 0 合計 14

積極的に実習生を受け入れながら、観光
課や地域課、商工食農課と連携し北杜市
のＰＲを行い、北杜市で保育士としての
人材確保につなげます。

保育士の処遇改善により人材を確保しま
す。
広報やCATV、ハローワークといったさま
ざまな媒体を活用し保育士の魅力をＰＲ
し情報の発信を行います。
臨時嘱託職員について、平成32年に導
入される会計年度任用職員制度の周知
を行い処遇等について説明を行います。

今後の方向性についての集計（子育て応援課）　　　　単位：件

必要最小限で効率のよい改修方法を検
討していきます。
併せて、修繕・改修は、スピード感を持ち
対応します。
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148 1 口腔衛生事業 保育園（年中・年長）

保育園児に口腔内、むし歯予防に関
心を持ってもらい、むし歯の予防につ
いて学び、むし歯なし率を向上する。

各保育園に歯科衛生士が出向き、園
児に対して、むし歯になる経緯や正
しいブラッシングについての集団指
導を行う。

173

・集団指導回数
（目標16回：実績16回）
・保育園児のむし歯なし
率
（目標80%：実績68%）

小中学校のむし歯なし率は向上して
いるため、平成29年度からは小中学
校の歯科指導は学校保健へと移行
しました。
保育園での歯科指導を実施し、就学
に向けては、５歳児相談の場で再度
保護者へ指導しました。事業へ保護
者も一緒に参加してもらえるよう、園
にも協力してもらい、事業実施の周
知と保護者が参加することの意義を
伝えました。むし歯のない子の率に
ついては、3歳児健診の目標値80％
を目標にします。（H28すこやか親子
21より)

A ③

149 2
保健センター
管理事業

保健センター利用者

市民の健康保持及び増進が図れる
よう、また、利用者に安全で利用しや
すい施設を提供する。

市で行う保健事業、予防事業等の実
施場所として積極的に活用している
施設である。また、団体、個人が自
主的に調理実習室、保健指導室を
活用し、健康増進と健康意識の向上
を図る場として活用されている。

5,748

・保健センター利用者数
（目標15,000人
：実績21,276人）
・保健センター使用料
（目標20,000円
：実績2,060円）

事業が重なる際には、パーテーショ
ンで区切るなどし、来所者が安心し
て利用できるようにしました。

A ③

150 3
助産所開業支
援事業

市内の開業助産院

地域住民が身近なところで出産しや
すい体制を図るため

開業から5年間、介助助産師雇用費
を分娩あたり6万円を限度として補助
する。

720

・補助件数
（実績14件）

市内の開業助産師4人とほくとっこ元
気課の助産師との連絡会を開催し、
市内の母子保健や助産院や自宅で
の出産状況の情報交換、サービスの
紹介を行いました。開業助産師に情
報提供することで、市内の妊産婦が
安心して出産子育てができるよう支
援しました。

A ③

151 4
要保護児童対
策地域協議会
事業

要保護児童等（要保
護 児 童・ 要支 援児
童・特定妊婦）

要保護児童等に関する情報を共有
し、要保護児童の適切な保護又は要
支援児童若しくは特定妊婦への適切
な支援を図る。

代表者会議・実務者会議・個別ケー
ス会議を開催し、情報の交換を行
い、関係機関の適正な連携のもとで
対応や支援ができるようにする。

3

・代表者会議の開催
（目標1回：実績1回）
・実務者会議の開催
（目標4回：実績4回）
・児童虐待相談件数
（目標0件：実績15件）

北杜市要保護児童対策地域協議会
実務者会議及び代表者会議を開催
しました。

A ③

152 5
出産祝金支給
事業

出産日前引き続き６
カ月以上本市に住
所を有し、出産後も
新生児とともに引き
続き５年以上本市に
定住する意思を有
する養育者。

少子化対策のため、乳児の健やか
な成長に寄与し、定住促進と市の活
性化を図る。

出産前6カ月以上本市に住所があ
り、出産後も本市に新生児とともに5
年以上定住する意思のある養育者
に支給。（第 2子 50,000円 、第 3子
300,000円、第4子以降500,000円） 22,200

・祝金支給者の定住率
（目標100%：実績87.5%）

平成29年度は、第2子70件、第3子39
件、第4子以降14件、合計123件の出
産祝金を支給した。

Ｂ ③

ほくとっこ元気課
集団指導だけでなく個別指導にも力を入
れていきます。

防犯カメラを設置し、館内見回りを励行
し、安全面の確保に努めます。

開業助産師との連携を強化します。

ホームページや広報等を活用し、住民へ
の周知を強化します。

当事業の必要性、有効性について、「子
ども・子育て会議」の意見等を聞き、検討
します。
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153 6
出産祝記念品
贈呈事業

第4子以降の養育者
で希望者

市長が訪問することにより、北杜市と
して新生児の出生を祝い、子どもの
健やかな成長を願う機会となる。

第4子以降の養育者に希望により市
長が訪問し、記念品を贈呈する。

0

・記念品贈呈数
（実績0件）

対象者からの申請はありませんでし
た。

Ｄ ⑥

154 7
チャイルドシー
ト購入補助事
業

年齢6歳以下の乳幼
児の保護者であっ
て、市内に住所を有
するもの

自動車内の乳幼児の安全確保に資
するため、チャイルドシート着用の普
及推進を図るとともに、子育ての経
済的負担の軽減を図る。

保護者からの申請により、チャイルド
シート等の購入費用の2分の1（限度
額2万円）を助成する。

1,637

・助成件数
（目標140件、実績139
件）

総合戦略において、子育て支援の充
実を基本目標としており、継続的に
事業を行いました。

Ｂ ③

155 8
フ ァ ミ リ ー サ
ポートセンター
運営事業

市内に居住し、おお
むね生後3カ月以上
の乳幼児から12歳
までの小学生と、養
育する保護者

育児を支援することにより、子育てと
仕事等の両立を図り、安心して子ど
もを産み育てることのできる社会づく
りを推進する。

地域において育児の援助を行いたい
者（協力会員）と育児の援助を受け
たい者（依頼会員）を組織化し、市が
アドバイザーを設置し、連絡調整を
行う中で、育児の援助を行う。 2,416

・活動件数
（目標925件：実績831
件）

協力会員の会員数増加のため、周
知を徹底することにより、平成28年
度から7名増加しました。

A ③

156 9

フ ァ ミ リ ー サ
ポートセンター
利用料補助事
業

市内に居住し、概ね
3カ月以上の乳幼児
から12歳までの小学
生と、養育する保護
者

育児を支援することにより、子育てと
仕事等の両立を図り、安心して子ど
もを産み育てることのできる社会づく
りを推進する。

育児の援助を受けたい者（依頼会
員）から育児の援助を行いたい者
（協力会員）へ支払われる報酬の一
部を補助する。 298

・活動件数
（目標925件
：実績831件）

協力会員からの申請に基づき、補助
金を交付しました。
他の自治体における補助制度につ
いて調査し、比較・検討を行いまし
た。

A ③

157 10
小淵沢共同福
祉施設維持管
理事業

小淵沢共同福祉施
設

つどいの広場「ひまわりルーム」の実
施に支障をきたさぬよう、適切に維
持管理する。

小淵沢共同福祉施設については、当
課で所管するつどいの広場事業であ
る「ひまわりルーム」、介護支援課、
健康増進課等が行う事業を実施して
いる。複合的な福祉施設として維持
管理を行う。

2,630

- 各種法定点検の実施や、修繕の実
施等、必要な維持管理を行いまし
た。

B ⑥

158 11
利用者支援事
業

子ども及びその保護
者又は妊産婦

子ども・子育て支援法に基づき、保
護者等が、地域の子ども・子育て支
援事業等を円滑に利用できるよう、
保護者等の相談に応じ、必要な情報
の提供及び助言を行うとともに、関
係機関との連絡調整を総合的に実
施する。

利用者支援専門員を配置する。

6,035

・相談件数
（目標200件
：実績216件）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

159 12
家庭児童相談
室運営事業

18歳未満の児童に
関する相談

家庭における適正な児童養育、その
他家庭児童福祉の向上に関する相
談業務の充実を図る。

主な相談内容：養育相談、心身障害
相談、非行相談、育成相談
相談方法：電話、面接、訪問等
その他：関係機関との連携 3,974

・相談件数
（実績838件）

北杜市子育て世代包括支援センター
内に、家庭児童相談員1名を配置し、
面談、電話及び訪問等による各種相
談を行いました。 A ③

つどいの広場の統廃合について、子ども
子育て会議において意見を聴取し、検討
していきます。

出産祝金支給申請書提出時に事業の説
明をします。
「子ども・子育て会議」の意見を聴収し、
事業の在り方について、検討していきま
す。

「子ども・子育て会議」において意見を聴
取し、制度の充実について検討します。

「子ども・子育て会議」において意見を聴
取し、制度の充実について検討します。

ホームページや広報等を活用し、住民へ
の周知を強化します。

「子ども・子育て会議」の意見を伺う中で
検討していきます。

各種媒体を用い、利用者支援専門員に
ついての周知を行います。
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160 13
つどいの広場
事業

乳幼児（おおむね0
～3歳）とその保護
者

子育て中の保護者の子育ての負担
感の緩和を図り、安心して子育てが
できる環境を整備することにより、地
域の子育て支援機能の充実を図る。

市内4カ所のつどいの広場におい
て、子育てアドバイザーが子育て親
子に、（1）子育て親子の遊びの場等
の提供と交流の促進、（2）子育て等
に関する相談、援助の実施、（3）地
域の子育て関連情報の提供、（4）子
育て及び子育て支援に関する講習
等の実施　などの事業を行う。

16,545

・つどいの広場利用者
数
（目標16,250人
：実績16,957人）

市内4箇所につどいの広場を開設
し、子育て世代の親子の利用に供し
ました。
特に、「子育て世代包括支援セン
ター」の開所に合わせ、センター内に
移設した「はっぴいたんたん」におい
ては、利用者のニーズに応えるた
め、毎週土曜日（計47回）の開所を
行い、589人（内男性保護者63人）の
利用がありました。

A ③

161 14
妊婦・乳児一
般健康診査事
業

・母子健康手帳を交
付した妊婦
・生後1年未満の乳
児

定期的に妊婦健診を受診すること
で、妊婦や胎児の健康状態を確認す
ることができ、より、健やかで安心な
出産ができる。乳児の発育状態や異
常の早期発見ができる。

妊娠届出時、妊婦健康診査受診票
（一般検査14回、HTLV-1抗体検査1
回、クラミジア抗原検査1回）、乳児一
般健康診査受診票（1歳未満まで2
回）を交付し、妊婦、乳児の受診医療
機関での健診費用を助成している。
里帰り分娩等で県外の医療機関を
受診した場合は、償還払いで助成す
る。

17,099

・未利用者数（妊婦一般
健康診査）
（目標0人：実績0人）
・利用率（乳児一般健康
診査：1回目利用率）
（目標90%：実績71% ）

平成28年7月から平成29年7月まで
の間で、４ヵ月児健診及び1歳半健診
時に受診票の利用についてのアン
ケートを実施しました。1回目の受診
しなかった理由の一番多かったもの
は、利用できることを知らなかった・
忘れていた方を合わせて約40％、次
いで病院でフォローされている方が
21.6％いました。また、2回目の未受
診者は、約75％でその理由は、
58.6％の人が心配がなかったと回答
しました。

A ③

162 15
ママパパ学級
事業

北杜市に住む妊婦
とその夫

学級を通じ、母親自身が妊娠・出産・
育児についての知識を深めるととも
に参加者同士の交流を図り、出産・
育児に対する不安・悩みを共有する
場にしていく。また、子どもが生まれ
てくることの意味を夫も一緒に考える
機会とし、父性を育む。

1コース4回を年3回開催。保健師・助
産師・栄養士・歯科衛生士による専
門的な教育を行って参加者が妊娠・
出産・育児について学び、交流でき
る場や話題提供をしている。さらに、
妊娠中や産後の生活を両親共に身
近に感じられるよう、育児体験談の
紹介や赤ちゃんだっこ体験、夫に対
する妊婦疑似体験も実施している。

46

・初産婦の参加率
（目標50%：実績32%）
・夫の参加者数
（目標30人：実績28人）

H29年度より子育て世代包括支援セ
ンター業務を行うほくとっこ元気課に
助産師が常駐することで、ママパパ
学級だけではなく各クールの間にあ
る妊婦相談も受けられるようになり、
妊娠期からの切れ目のない支援が
強化されました。

A ②

163 16
不妊治療（こう
のとり）支援事
業

市 に 1 年 以 上 在 住
で、不妊症と診断さ
れた夫婦
山梨県の特定治療
支援事業の助成を
受けていること。
治療初診日の妻の
年齢が43歳未満で、
夫婦の前年度の所
得の合計が730万円
未満

不妊症により望んでも子どもを授か
ることができない夫婦に、治療費の
一部を助成することにより、夫婦の
負担軽減を図り、もって夫婦が子ど
もを授かり、生命を育むことで人生を
豊かにする。

不妊治療に要した費用について、1
回の治療につき10万円までが限度。
通算6回の助成（平成28年度から）
（平成27年度までは、1年間30万円を
限度に、通算2年補助する。）
治療内容は体外受精・顕微授精にか
かる費用（保険適用外）とする。 1,867

・利用夫婦数（延べ）
（実績27組）
・母子健康手帳交付人
数
（実績7人）

広報やホームページで制度の周知を
図りました。申請者には精神的な負
担が大きいため、気持ちに寄り添え
るような関わりを行いました。

A ③

164 17
妊娠・出産包
括支援事業

妊産婦、乳幼児とそ
の保護者

妊娠・出産から子育て期にわたる
様々なニーズに対して、妊娠中から
子育て期の不安や悩みの軽減を図
り、安心して出産・育児ができる。

保健師・助産師が市保健センターに
常駐し、母と子の相談室を設置し妊
娠中やお産の悩み、母乳ケア、赤
ちゃんの発育等の相談を行う。また、
ベビーマッサージ教室など、教室を
開催し、育児についての技術、関わ
り方等を学び、母親同士の交流の場
とする。

8,064

・母と子の相談件数（延
べ）（実績194件）
・各種教室の参加数（延
べ）（実績1,277人）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

利用者や「子ども・子育て会議」で意見を
伺いながら、施設数や事業内容を検討し
ます。

申請者にアンケートを実施します。
特定不妊治療になる前からの不妊に関
する相談支援の周知も行います。

切れ目のない支援をするために関係機
関との連携強化をしていきます。

仕事をしている妊婦がママパパ学級に参
加しやすくなるよう、土曜日開催の日程を
増やします。また、ママパパ学級に参加
できなかった妊婦が地域の妊婦と交流で
きる機会を設けるため、ママパパ学級だ
けではなくプレママ交流会を開催します。

受診票の利用（個別健診）しての受診に
ついて、健診を確実に受診できるように
受診できる医療機関の周知と受診勧奨を
行います。



課別事務事業評価一覧

No.
事業内容

（どのような方法で 何を行うのか)
評
価

課
別
№

事務事業名 対象（誰を 何を）
目的

（どういう状態にしたいのか）
事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

改革案と実行計画

165 18
親子すくすく相
談事業

発達や育児に不安
があり、継続的に支
援を要する幼児及
び保護者

保護者への育児支援、幼児の健全
育成を図る。

子どもの特性を保護者が知ることで
育児不安や言葉の発達に関して対
応方法が理解できることで、子どもの
発達を促し、子育てへの負担感が軽
減するよう、言語聴覚士・臨床心理
士・保健師により個別相談を行う。 210

・心理士相談の利用者
数
（実績54人）
・不安解消による満足
度
（目標100%：実績96.2%）

Ｈ28年度までは、すくすく相談の中
で、心理相談と言語発達相談を行っ
ていましたが、臨床心理士の雇用に
より、多くの方がタイムリーに心理相
談を受けることが出来るようになりま
した。（ほっとルームの実施）
そのことにより、平成29年度のすくす
く相談は、発語、発音、吃音の相談を
中心に実施することが出来ました。

A ③

166 19
乳 幼 児 専 門
チームによる
健診事業

乳幼児とその保護
者

①乳幼児の心と体の発育・発達の確
認、②病気の早期発見・予防、③子
育てする保護者の育児支援、④虐待
の早期発見、⑤生活習慣の見直し

・乳児健診（4・7・12カ月）・幼児健診
（1歳6カ月・2歳児・3歳児）
身体計測、問診、内科診察、歯科診
察、栄養相談、健康相談、歯磨き指
導、心理相談、各種講話等を専門の
スタッフが行っている。病気の早期発
見を行うとともに、育児不安等の悩
みの相談に応じたり、育児支援を行
う。乳幼児が健やかに成長・発達出
来るよう、支援を行う。

4,316

・乳幼児健診受診率
（目標100%：実績96.1%）
・21時までに寝る子ども
（3歳児健診）
（目標75%：実績65.6%）
・子育てが楽しいと感じ
る親（3歳児健診）
(目標90%：実績79.4%)

健診未受診者に対して、電話連絡や
訪問などで受診勧奨や状況を確認し
たり、保育園やつどいの広場などの
関係機関と連携を図りました。また、
利用者支援専門員、家庭児童相談
員、助産師、栄養士、保健師との会
議の中で未受診者の把握と分析を
行い、受診率は昨年度より増加して
います。
さらに2歳児健診において、問診項目
を追加し、発達に偏りのある児の早
期発見に努めています。

A ③

167 20
養育支援訪問
事業

日常生活を営む上
で支援や養育を必
要とする妊娠中及び
出産後の妊産婦

養育支援ヘルパーを派遣し、妊産婦
及び乳児の生活支援・養育支援を行
なうことで、安心とゆとりのある子育
てができる。

養育支援ヘルパーの派遣：妊娠中は
5回、出産後2カ月までは15回、さら
に体調不良で日常生活に支障を来
たす場合は3カ月まで5回を追加でき
る。双子以上の場合は、出産後1年
以内に35回を限度としている。 47

・利用者数（実績5人）
・利用日数（延べ）
（実績19日）

事業の周知は、妊娠届出時に行い、
保健師のアセスメントにより、必要性
がある方には、出産後早期に利用で
きるように申請等の支援も行いまし
た。利用するにあたり、担当になるヘ
ルパーとの情報共有や実施後の経
過の把握も行い、29年度からは、利
用者支援専門員による乳児訪問時
にファミリーサポート事業及び本事業
の紹介を行いました。

B ③

168 21
乳児全戸訪問
事業

生後4カ月までの乳
児のいるすべての
家庭

訪問により、児の疾病の早期発見早
期治療に結びつける。産婦等の心身
の状況や家庭環境を把握し、育児・
日常生活全般にわたる指導・助言を
行うことで、母子の健康の保持増進
を図る。

保健師による家庭訪問を実施し、①
乳児の身体計測、問診・観察、②育
児に関する不安や悩みの相談、③母
子保健事業や子育て支援に関する
サービスの説明、④支援の必要な家
庭には、提供するサービスの検討や
関係機関との連絡調整を行う。

12

・訪問実施率
（目標100%：実績99%）
・訪問件数
（目標200件
：実績198件）

母子健康手帳発行時から保健師に
よる面接を行い、対象者の生活状況
や育児への考え方を把握し、妊娠中
の電話連絡などに出産後の家庭訪
問の必要性を伝えました。訪問拒否
が2件ありましたが、99.0％は達成で
きました。（拒否の理由は、①すべて
の行政サービスは受けない。②理由
は不明。訪問は拒否だがセンター来
所はしている。）

A ③

169 22
親子のびのび
教室事業

・幼児健診等におい
て親子のかかわり
（生活習慣、遊び方
など）について気に
なる親子
・育児不安や子育て
に自信のなさを訴え
ている親子

保護者が子どもとの遊びや教室を通
じ、子どもとの接し方を知ることで、
安心して子育てができる。

月1回開催。スタッフは保健師、臨床
心理士、保育士。身体全体を使った
遊びを通して交流を行う。コミュニ
ケーションの取り方、遊ばせ方、親子
の接し方を実際に学ぶ。子どもの発
育発達を促すため、心理士を中心に
保護者同士の情報交換を行う。

65

・対象となる親子の参加
者数（延べ）
（実績192人）

心理士による保護者同士の交流を
通じ、保護者が児の成長発達を確認
できる場になり、事業の満足度が高
くなりました。

A ②

この事業は、健診結果からの二次相談に
なるので、児の特性を保護者と共通認識
した中での対応や、他機関への紹介を適
切に行えるように取り組みます。

対象家庭について支援対象になるかの
判断を、早期に地区担当保健師がアセス
メントを行い、要支援家庭は、要保護児
童対策協議会の支援対象者にもなること
から、連携して支援します。

対象児の全戸訪問をするためにも、妊娠
時から保健師による面接を行い出産後に
も継続支援をしていく旨を説明します。ま
た安否が確認できないケースに対して
は、出来る限り電話・訪問での対応と、子
ども医療の利用状況なども確認をし安否
確認をします。

発達に課題がある子どもや親子の関わり
方に課題がある保護者も増加しているこ
とから、市として発達支援のあり方を検討
します。就学してからの支援も継続するこ
とから、関係機関と連携をとりながら事業
内容を新規に立ち上げていきます。

発育発達や生活リズムの確認や子育て
に関する悩みの解消ができるよう健診ス
タッフが共通理解をし保護者への支援を
強化していきます。集団健診については
個別健診の受診勧奨をし効果的な健診
の内容・回数について検討します。



課別事務事業評価一覧
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事業内容
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価

課
別
№
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方
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性

改革案と実行計画

170 23
５歳児相談事
業

5歳児 (保育園年中
児)とその保護者

発達特性のある児に関し、保護者と
その特性を共通認識しながら、ス
ムーズに就学に結びつけられる様に
方向性を見出し支援する。
生活習慣の見直しや子育ての振り返
りを行い心配や不安を解消しなが
ら、自信をもって子育て出来る様に
支援する。

・16カ所の保育園(公立14・私立2)を
巡回して実施。また、市外の保育
園、幼稚園に通園している児につい
ては市保健センターで実施。
・保健師、栄養士、臨床心理士、保
育士、教育委員会で情報共有しなが
ら問診、集団あそび、講話(食育、就
学に向けて)、心理相談等行い、就学
に向けての方向性を見出す。

163

・相談参加率
（目標100%：実績95.6%）

家庭での教育方針や子育ての価値
観が多様化していることに関しては、
保護者の考えを受容していくように
努めました。保護者の考えに寄り添
いながら、年中児として就学に向け
ての生活の質の確保や、愛着、認め
る、ほめる等の関わり方への提案も
行いました。通園の有無に関係なく、
対象の親子には案内を行いました。
臨床心理士には、相談も含め毎回1
日対応をしてもらいました。ほくとっこ
元気課だけでなく、保育園、教育委
員会、子育て応援課等とも連携を図
り、スムーズな就学へ向けて支援し
ました。

A ③

171 24

小児慢性特定
疾患児日常生
活用具給付事
業

小児慢性特定疾患
児

小児慢性特定疾患児に対し、日常生
活用具を給付することにより、日常
生活の便宜を図る。

小児慢性特定疾患にかかっているこ
とにより、長期にわたり療養を必要と
する児童等が在宅で生活していくた
めの日常生活用具を給付する。

0

- 平成26年度以降利用者はありませ
ん。対象児が制度を利用できるよう
周知しました。

A ③

172 25
愛育班組織育
成事業

5町（須玉・高根・長
坂・大泉・武川）9班
の愛育会員及び休
会地区を含めた市
民

声かけ見守りを通じ、地域の母と子
を見守り、主体的な組織として活動
できるように支援する。

理事会、各班の分班長会議、研修会
を通して地域の母と子の健康問題に
ついて情報提供し、それについて住
民が問題解決の方向性を見出して
いけるよう組織の育成支援をする。

667

・組織化されている町
（目標8町：実績5町）
・班員数（実績338人）

現在活動中の愛育組織については、
保健師から地域の母子の健康状況
や班員自身の健康づくりの意識付け
に繋がるような研修を行いました。市
民主体の自主組織活動の地域づくり
は必要です。各班とも声かけ見守り
を行いつつ、地域の実情に合った子
育て支援事業を行いました。
市内で愛育が未組織の3町につい
て、立ち上げのために、地域の組織
や実情などの特色を確認し1地区選
定をしました。

A ③

173 26
思春期教育事
業

中学3年生とその保
護者

講話と赤ちゃん抱っこ体験を通して
命の大切さ、命の尊さを実感してもら
う。また、自分や他人を大切にするこ
と、思いやりの気持ちを持つことを学
ぶ機会とする。

外部講師や保健師が中学校に出向
き、生徒や保護者を対象に、命の誕
生・子育ての様子等を通して大切に
見守られ育ってきたことを話す。ま
た、赤ちゃんとお母さんに協力しても
らい、赤ちゃん抱っこ体験等を行う。

204

・思春期教育の実施学
校数
（目標9校：実績9校）
・生徒・保護者の参加者
数
（実績557人）

平成29年度から、重点的に中学生の
みの実施としました。感想から、生徒
は、親への感謝と同時に命の尊さが
理解できました。また親からは、あら
ためて命について子どもと一緒に聞
けて良かったという声もありました。

A ③

174 27
母子相談員事
業

ひとり親家庭等

ひとり親家庭について、心配事や生
活面の不安を解消し、生活意欲の向
上を図り、その福祉の増進に努め
る。

ひとり親家庭を対象に身上相談に応
じ、その自立に必要な指導を行い、
生活意欲の向上を図る。

80

- 母子相談員がより身近な地域の相
談者としての機能を強化し、相談支
援業務を充実させるため、検討を行
いました。 A ②

母子相談員の研修や連絡会議を実施
し、活性化を図ります。

教育委員会との連携強化をしていきま
す。

休会地区の立ち上げについて、小淵沢地
区が理事会で選定され取り組んでいきま
す。

ホームページ・広報等での周知を行いま
す。

教育委員会との連携を強化していきま
す。
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175 28
北杜市母子父
子寡婦福祉連
合会助成事業

北杜市母子父子寡
婦福祉連合会

母子父子寡婦福祉法の規定による
母子父子寡婦家庭への支援施策と
して、北杜市母子父子寡婦福祉連合
会の活動を助成する。

北杜市母子父子寡婦福祉連合会の
活動に対し、補助金を交付する。

611

- 母子父子寡婦福祉連合会事業の実
績書等を基に、助成事業の必要性
等について検討を行いました。

Ｂ ③

① 0 ⑤ 0

② 3 ⑥ 2

③ 23 ⑦ 0

④ 0 合計 28

① 0 ⑤ 0

② 6 ⑥ 2

③ 59 ⑦ 0

④ 1 合計 68

今後の方向性についての集計（ほくとっこ元気課）　　　　単位：件

今後の方向性についての集計（福祉部）　　　　単位：件

母子・父子自立支援員及び母子相談員
への研修を実施し、母子、父子及び寡婦
への支援の充実を図ります。



課別事務事業評価一覧

176 1
北 部 ふ る さ と
公苑一般管理
事業

北杜市北部ふるさと
公苑

し尿汚泥の適正処理と効率的な施設
運営を図る。

し尿処理業務については指定管理
業者により行われており、協定に基
づく施設の一般管理部分（汚泥・焼
却灰の搬出、地域対策補償料、火災
保険料等）に関しての業務を行う。 7,223

・し尿浄化槽汚泥処理
量
（目標6,480t
：実績6,748t）

指定管理業者と連携して適正な維持
管理につとめた。

A ③

177 2
北 部 ふ る さ と
公 苑 施 設 点
検・修繕事業

北杜市北部ふるさと
公苑

し尿汚泥の適正処理と効率的な施設
運営を図る。

し尿処理業務については指定管理
業者により行われており、協定に基
づき施設の点検を行い、必要に応じ
て修繕する。

8,085

・し尿浄化槽汚泥処理
量
（目標6,480t
：実績6,748t）

中央監視装置の更新を行い、適正
管理に努めました。

A ③

178 3
河川等水質調
査事業

市内の河川等

市内を流れる河川45カ所、須玉町内
産業廃棄物処理場、長坂町内工場
排水の水質調査を行うなど、公共水
域の現状を把握することにより、水
質汚濁現象や水環境改善対策立案
のための基礎情報に活用する。

専門機関に水質調査を依頼・実施。
継続調査を行うことで監視の強化を
図り、水質管理を行う。

6,097

・市内河川調査箇所数
（水質調査）
（目標66箇所
：実績45箇所）

市内の河川状況を把握し、水質調査
のあり方を再検討し、６６箇所から４
５箇所に変更しました。

A ③

179 4
地域環境美化
活動推進事業

市民

地域における環境行政を円滑に推
進することによる環境や自然の保全
向上を図る。

地域環境委員会を各町にて開催。環
境関連について、行政との連絡調整
やごみ減量化の推進、ごみ及び資源
物収集所の管理などの依頼、指導を
行うことで、市民への環境に対する
理解を深めてもらい、より一層自然
環境を創造する活動を推進する。

2,000

・地域環境委員会開催
回数
（目標8回：実績8回）

地域環境委員の適正な配置につい
て、各総合支所地域振興課職員が
検討しておりますが、結論にまで至り
ませんでした。

A ③

180 5
環境 パト ロー
ル実施事業

市内で発生する不
法投棄

不法投棄による環境汚染の拡大等
を防止するとともに、投棄物の撤去
を行い、生活環境の保全や美化を図
る。

峡北シルバー人材センター及び中北
地域廃棄物対策連絡協議会監視パ
トロール員による監視活動、不法投
棄物の撤去処理を併せて実施する。

6,370

・不法投棄監視パトロー
ル実施日数
（目標696日
：実績657日）
・不法投棄監視パトロー
ル実施日数（武川）
（目標135日
：実績135日）
・不法投棄物撤去処理
量
（実績11t）

各総合支所職員の協力により、巡回
しているスタッフとの連携を密にし、
巡回する区域、日程等を的確に判断
することで、不法投棄の抑制に繋
がっています。また、必要に応じて看
板掲示等により、不法投棄の抑止に
努めています。 A ③

対象
（誰を 何を）

必要に応じて精密機能調査を行い、不具
合箇所の早期発見に努めます。

環境課

地域環境委員の適正な配置等につきま
しては、今後も各総合支所と連携し検討
します。

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

施設管理の適正化を図ります。

評
価

改革案と実行計画

実際に巡回しているスタッフへの聞き込
みや核総合支所職員の意見を取り入
れ、パトロール方法について改善してい
きます。

No. 事務事業名
目的

（どういう状態にしたいのか）
事業内容

（どのような方法で 何を行うのか)

課
別
№

より目的の内容に即した数値を得るた
め、調査方法等を工夫します。
今後も水環境改善策や地域住民の生活
環境向上策の基礎資料となるべく、検査
内容等を工夫します。

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）
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181 6
適正処理困難
物等収集事業

通常収集出来ない
一般廃棄物（適正処
理困難廃棄物）

年1回、各町に回収場所を設定して、
有料収集を実施することにより、不
法投棄の抑制に繋がることを目的と
する。

一般廃棄物は、市町村に処理義務
があるが、広域処理施設で処理出来
ない廃棄物（タイヤ、農機具、バッテ
リー 、ス プリング入りマ ット 、ボイ
ラー、温水器等）及び1辺が1.5ｍを超
える大型粗大ごみについては、年1
回、町ごとに有料収集を実施し、市
で一括処理する。

1,527

・収集運搬箇所数
（目標8箇所
：実績8箇所）
・適正困難廃棄物収集
運搬量
（実績13.6ｔ）

通常の搬出方法では回収不可能な
廃棄物の搬出及び処理を、救済措
置として、市内8箇所（各総合支所）
で収集場所を設けて収集しました。

A ③

182 7
環境活動推進
事業

市民・事業者

環境保全に関する施策を計画的に
推進する。

市民・事業者・市それぞれの役割、
責任、環境への取組を確認しつつ、
社会環境、自然環境、生活環境、地
球環境、環境行政についての施策を
確認しながら環境保全への取り組み
を進める。

8,317

・環境審議会開催回数
（目標2回：実績5回）

北杜市の環境像実現のために５つ
の基本方針を設定し、その進捗を管
理するために目標数値及び指標を
定めた、第２次北杜市環境基本計画
を策定しました。

A ③

183 8
北杜市名水の
里保全連絡協
議会補助金

名水

水質、水量、周辺環境等の保護及び
育成に努める。

市内の名水（八ヶ岳南麓高原湧水
群、白州・尾白川、金峰山・みずがき
山源流）の保全のための調査、資料
収集及び研修会等、協議会が組織
的に行う活動に対し補助金を交付す
る。

176

・水質調査及び簡易水
質検査に関する研修会
（実績1回）
・水に関する環境教育
事業（実績1回）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となるため、該当なし。

A ③

184 9
オオムラサキ
センター管理
事業

オ オ ム ラ サ キ セ ン
ター

オオムラサキが生育する自然環境を
保全する活動を通して、市民の知識
及び教養の向上を図り、もって市の
有する文化、自然資源を活用した地
域づくりを行う。

オオムラサキセンターを環境教育施
設として各種イベントの実施や、ホー
ムページを活用した情報発信を行
う。 21,326

・来館者数
（目標34,200人
：実績36,817人）

施設の年間利用者数は、前年度比
6％増となりました。また、劣化した展
示物、標本等につきましては、計画
的に更新しました。 A ③

185 10
動物愛護対策
事業

動物の飼い主等

動物愛護の意識高揚や動物による
人の生命や財産に対する侵害を防
止し、人と動物が調和共生する社会
づくりに努める。

犬猫の飼養に関する情報を広報や
ホームページで紹介。犬の登録及び
狂犬病予防注射事務。犬・猫による
苦情処理及び飼育マナーの啓発。 573

・犬の保護件数
（実績44件）
・狂犬病予防注射済票
交付数
（実績3,009個）

年に２回山梨県、韮崎市及び南アル
プス市の動物愛護担当者間で意見
交換会を行いました。

A ③

186 11
動物愛護対策
助成金

動物の飼い主等

捨て犬、捨て猫の増加及び被害の防
止

捨て犬猫の増加及び被害を防止す
るため、不妊去勢手術費補助金を交
付する。
補助金内訳 犬：メス7,000円 オス
5,000円 猫：メス5,000円 オス4,000
円

2,132

・犬猫不妊去勢手術費
補助件数
（実績443件）

犬猫の不妊去勢手術の補助事業に
ついては、山梨県内２７市町村の
内、９市町で実施しており。去勢手術
で３，０００円～８，０００円、不妊手術
で４，０００円～１２，０００円の補助を
行いました。

A ③

187 12
一般廃棄物収
集・運搬事業

住民が排出する生
活系一般廃棄物

北杜市一般廃棄物処理基本計画に
従って、生活環境の保全上支障が生
じないように収集・運搬を行い、処分
する。

生活系一般廃棄物について、リサイ
クル推進事業との連携により減量化
を推進するとともに、確実な収集運
搬処理を実施する。 123,257

・生活系一般廃棄物収
集運搬量（可燃・不燃）
（目標5,800t
：実績7,265t）

集合住宅のごみ収集所の新設、別
荘からのごみ収集等により、結果的
に一般廃棄物の年間排出量が増加
しました。 A ③

委託先協同組合と協議しながら、より安
全・効率を高め、ごみ排出量の減少に繋
がるよう検討します。

目標達成に向け、施策を推進します。

広報や市ホームページなどで動物愛護
に関する情報を提供していきます。

今後も引き続き各町ごと、年１回は実施
します。

今後も施設の特性を最大限に活用し、
様々な体験プログラム等を実践して、自
然にふれ合う機会の少ない現代の子供
たちの心豊かな人格形成を促す環境教
育施設となるよう、創意工夫します。

広報や市ホームページなどで動物愛護
に関する情報を提供していきます。

今後も、会員自身の技能の向上に努め、
北杜市の水資源の保全について、次世
代につなげられるよう、活動への支援を
継続します。
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188 13

生 ご み 処 理
機 、 ご み ス
テ ー シ ョ ン 設
置費補助金

市民・行政区等

生ごみを堆肥化する処理機購入者
への補助金交付や行政区等で管理
するごみ収集施設の整備に係る補
助金交付により、生活環境の保全、
環境衛生の向上を図る。

生ごみの発生源における発生抑制
や資源化を促進することで、ごみの
減量化・資源化に繋がることから、処
理機や処理容器の購入に補助金を
交付する。また、行政区等で管理す
ることとなっているごみ及び資源物
収集所の新設、補修等について、生
活環境の保全という観点から積極的
に整備していただけるよう補助金を
交付する。

1,292

・生ごみ処理機購入補
助台数
（目標59台：実績53台）
・ごみ及び資源物収集
所補助件数
（目標6件：実績7件）

平成29年度11月に北杜市高根総合
体育館において開催されました「子
ども環境フェスタ」で、生ごみ処理機
と処理容器のプレゼンテーション等を
実施し、補助金に関するチラシを配
布しました。また、ごみ収集所の補助
金制度につきましては、地域環境委
員を通じて各行政区に周知しまし
た。

A ③

189 14
リ サ イ ク ル 推
進事業

一般廃棄物の総排
出量に対する資源
物 の 割合 （資 源化
率）

資源化率を向上させることにより、処
理経費の軽減を図る。

一般廃棄物の分別排出の徹底を推
進し、適正な資源分別収集・運搬・処
理により資源化率の向上を図る。

70,321

・資源化率
（目標24%：実績19%）

ごみ・資源物分別マニュアルの周
知、地域環境委員の協力により、ご
みのリサイクル化に努めています
が、現時点では、資源化率は減少傾
向にあります。

A ③

190 15

分 別 収 集 マ
ニ ュ ア ル 、 収
集袋等作成事
業

市民

ごみ収集及び分別マニュアルによ
り、ごみ及び資源物の適正な分別を
行い、資源化を推進するとともにご
みの減量化を図る。

ごみの適正な分別の徹底や減量化・
資源化を図る。

12,894

・分別収集マニュアルの
印刷（実績3,000冊）
・ごみ及び資源物収集
袋
（実績2,670千枚）

ごみ分別収集マニュアルを、ごみ処
理施設の分別内容に則したものに刷
新しました。これにより、ごみ搬出に
ついての苦情等が減りました。 A ③

191 16
再生可能エネ
ルギー設備設
置費補助金

北杜市に住所があ
り、自ら所有居住す
る住宅に再生可能
エネルギー設備を
設置した市民

再生可能エネルギー設備設置費に
対し補助金を交付し、自己負担の軽
減を図り市内の再生可能エネルギー
設備導入を促進し、地球温暖化防止
及び環境保全意識の高揚を図る。

住宅用太陽光発電システム：最大出
力1kWあたり25,000円の補助金（上
限20万円）
強制循環型太陽熱利用システム：1
システム50,000円
二酸化炭素冷媒ヒートポンプ給湯
器：1基50,000円
定 置 用 リ チ ウ ム イ オ ン 蓄 電 池 ：
100,000円
木質ペレットストーブ：1基30,000円

6,458

・補助金交付件数
（目標200件：実績67件）
・導入(設置)容量数
（目標800ｋｗ
：実績207kw）
・CO₂削減効果
（目標550t：実績146.5t）

補助金申請内容から新規住宅建設
に伴う申請が多く占めており、既設
住宅の太陽光発電システム設置が
一巡したことにより減少となりまし
た。このことから、再生可能エネル
ギーを取り巻く社会情勢等の変化に
より、新たな再生可能エネルギー・省
エネルギー設備導入を推進するため
新エネルギー推進機構で協議し検討
した結果、再生可能エネルギー設備
設置費補助金交付要綱を改定し、平
成29年度から補助対象機器を拡充し
ました。

A ③

192 17
六ヶ村堰水力
発電所管理・
運営事業

北杜市村山六ヶ村
堰水力発電(愛称：ク
リーンでんでん)

年間発電量224万kWhを達成するた
め、適正な維持管理に努め、安定し
た運転を継続する。

発電方法は、用水路の上流部で最
大 0.5 ㎥ /s の 取 水 を 行 い 、 延 長
1.27km、総落差85ｍの流水を利用し
て最大出力320kWの発電を行ってい
る。年間では、約224万kWhの発電量
が確保でき、大門浄水場の年間電力
として送電を行っている。また、月次・
年次点検、遠方監視システムにより
24時間体制で管理を行っている。

14,118

・年間発電量
（目標224万kwｈ
：実績189.9万kwh）
・視察者数
（目標240人：実績62人）

北杜市村山六ヶ村堰ウォーター
ファーム連絡調整会議で緊急連絡体
制・管理運営の確認と農業水路の維
持管理について協議いたしました。
※連絡調整会議【北杜市・土地改良
区・峡北地域広域水道企業団・三峰
川電力㈱・日本小水力発電㈱・関東
電気保安協会】
年次点検により発電機軸受け保持
器の破損脱落、軸受ベアリング内輪
の割れ、転動面の荒損等が見受けら
れ発電設備の故障を確認しました。
平成28年11月から平成29年5月まで
発電を停止し発電機の修繕を実施し
ました。

A ③

今後も経年劣化による故障や消耗品等
の交換を実施し、安定的な発電を目指し
ます。また気象情報や発電状況等的確
に把握し、関係者間の連携を強化するこ
とによってより迅速な対応を行い、ランニ
ングコストの削減を図ります。発電開始よ
り11年が経過しており機器の更新及び修
繕を実施しました。今後も安定的な発電
を目指せるように保守点検を実施してい
きます。

CO2削減と合わせて補助対象機器拡充
再生可能エネルギー設備設置費補助金
の活用を、市民へ周知する。

各総合支所、各町地域環境委員等の意
見を集約しながら、使う方に分りやすいマ
ニュアルを作ります。

地域環境委員の会議、広報等を通じて市
民への周知を図ります。

引き続き、ごみ・資源物収集マニュアル
の活用及び地域環境委員の協力により、
市民への周知を図ります。
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193 18
小水力発電普
及拡大事業

小水力発電事業(北
杜市村山六ヶ村堰
水力発電等)

本市には、小水力発電の適地が存
在することから地球温暖化・エネル
ギー問題に寄与する。また、パート
ナーシップで建設された3つの水力
発電所から得られる年間推定発電
量は約4,600MWhで年間約1,932ｔの
CO₂削減効果が期待できる。

官民パートナーシップによる小水力
発電共同導入事業により平成24年3
月に新たに3カ所の小水力発電が竣
工、運転開始したことから、事業概
要・施設紹介等を含む小水力発電の
普及啓発を実施する。共同事業は、
全国でも珍しい先進的事例として注
目を集めており、広くＰＲすることで北
杜市の環境分野でのブランドイメー
ジアップを図る。

306

・視察者数
（目標240人：実績62人）
・小水力発電所設置数
（実績3箇所）

クリーンエネルギーをより効果的に
推進するため、北杜市水道施設小水
力発電地点調査業務を実施しまし
た。

A ③

194 19
新エネルギー
推進等事業

新エネルギー推進
機構(新エネルギー
政策・事業)

後世に持続可能となる社会の実現 北杜市新エネルギー推進機構理事
会・総会開催
再生可能エネルギーの普及促進や
クリーンエネルギー利活用の検討な
ど、新エネルギーに関する検討・推
進 2,095

・新エネルギー推進機
構開催回数
（目標2回：実績2回）

住宅用太陽光発電システム設備設
置費補助金の経過を踏まえ、新たな
再生可能エネルギー及び省エネル
ギー機器導入の補助金拡充につい
て検討し、補助金交付要綱を改正し
補助対象機器の拡充を実施しまし
た。また、今後の再生可能エネル
ギー導入について小水力発電地点
調査業務の提言がなされました。

A ①

195 20
再生可能エネ
ルギー導入促
進事業

市内公共施設等

再生可能エネルギーを取り巻く社会
情勢等の変化により、新たな施策が
要求されています。そこで、官民パー
トナーシップによる再生可能エネル
ギー発電の取り組みや、新たな再生
可能エネルギー事業への取り組みを
実施します。

本市のシンボルである太陽光（発電）
を市全域にバランス良く設置すること
により、地域間の整備割合のバラツ
キを是正し、より効果的に個性を最
大限に発揮した活力ある太陽のよう
なふるさとづくりを目指す。計４メガ
ワットの太陽光発電の導入を目標と
している。
また、急速充電器の保守や動植物
の生態系調査を実施する。

40,245

・地域防災計画避難所
ｿｰﾗｰLED街路灯設置
（目標15基：実績15基）
・動植物相調査
（目標1箇所
：実績1箇所）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ②

196 21
北杜 サイ ト施
設管理・運営
事業

北杜サイト太陽光発
電所

適正な維持管理に努め、安定した運
営を行う。また、大規模太陽光発電
システムの普及拡大に向け、視察等
の受け入れを行うとともに、様々な実
証研究の継続を行う。

平成23年度から市営の発電所となっ
た。収入となる売電については、電
力会社と売電契約を締結し買取期間
終了時まで自動更新している。
保守管理については、第2種電気主
任技術者を選任できる業者に委託
し、維持・管理に努め、必要に応じて
設備の更新を図り、実証研究も行っ
ている。

48,100

・年間発電量
（目標245万kwh
：実績264万kwh）

北杜サイト太陽光発電所は12年目を
迎えることとなり、平成29年度から平
成33年度の５箇年で監視システム・
パワーコンディショナー等の更新を
実施します。
平成２９年度は経年劣化による避雷
針及び太陽光パネルの交換及びモ
ジュールとコネクターの交換を実施し
ました。

A ③

197 22
環境教育普及
啓発事業

保育園、学校、子ど
も団体等

環境問題に関心を持ち、環境に対す
る人間の責任と役割を理解し、環境
保全に参加する態度と環境問題解
決のための能力を身につけることに
より、行動に結びつく人材の育成を
目指す。

市、グリーン北杜、キープ協会等が
連携し、教室内学習、屋外体験など
の学習会を実施する。メニューは、エ
ネルギー、地球温暖化、廃棄物、自
然保護、消費生活等日常的な内容
で構成し、体験型授業を中心とした
学習会となっている。 3,651

・事業実施回数
（目標26回：実績30回）
・受講、参加人数（延
べ）
（目標1,350人
：実績1,582人）

保育園児を対象とした環境教育事業
プログラムを取り組みやすく修正した
結果、実施回数が増えました。

A ②

地域に存するエネルギーを活かした新エ
ネルギーの更なる普及促進に積極的に
取り組み、本市の恵まれた自然に配慮
し、後世に持続可能となる社会の実現を
図りながら、第2次総合計画環境保全対
策の推進及び再生可能エネルギービジョ
ンについて、新エネルギー推進機構から
助言及び提案をしていただきます。

財政負担の軽減を図りながら小水力発
電に取り組む方法として、平成30年度に
おいて水道施設マイクロ水力発電所建設
工事に着手する計画です。また、平成26
年4月に設立した北杜市新エネルギー推
進機構とも連携し、水道施設マイクロ水
力発電所建設工事も含めたＰＲをしてい
きます。

参加者の増加を図るため、広報誌やホー
ムページを活用して広く情報を発信し、事
業啓発を強化します。また、教育委員会
と連携した環境教育の在り方について検
討を行い、日々変化する環境問題と対策
について最新の情報を提供できるよう、
プログラム内容の見直し・拡充を図りま
す。さらには、地域に根ざした環境学習
指導者の育成・掘り起こしを行い、地域
資材を積極的に活用した学習会を推進し
ていきます。

実証研究開始から10年以上が経過して
いるため、設備機器の更新(パワーコン
ディショナー・監視装置)を平成29年度か
ら平成33年度までに実施します。

今後は有効な補助事業や、新エネル
ギー事業特別会計繰入金を活用します。
再生可能エネルギー電源は防災に役立
つものであることから、公共施設等設置
箇所を精査する中で避難所等防災拠点
に順次ソーラーLED街路灯を設置しま
す。
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198 23
地球温暖化防
止推進事業費
補助金

北杜市地球温暖化
対策・クリーンエネ
ルギー推進協議会

地域に根ざした活動を展開している
協議会を支援することで、事業の発
展的展開を促し、地球温暖化問題等
を地域から考え行動する力の育成を
図る。

北杜市地球温暖化対策・クリーンエ
ネルギー推進協議会活動補助金交
付要綱に基づき、事業活動費に対し
て補助金を交付している。

255

・活動件数
（目標10件：実績10件）
・イベント等開催件数
（目標7件：実績5件）

北杜市の外来種の現状を知ってもら
い、拡散を防ぐ活動として、特定外来
種の１つである「オオキンケイギク」
の駆除作業を実施しました。
子ども環境フェスタには900名の参加
がありました。今後も事業の推進を
図っていくため、協議会と協力してい
きます。

A ③

199 24

地球温暖化対
策地方公共団
体実行計画実
施推進事業

市が設置している事
業所（公共施設）

前年度対比で年1％以上のエネル
ギー消費単位の低減に努める。

14

・エネルギー消費削減
量（原油換算）
（目標6,583ＫＬ
：実績6,694ＫＬ）
・エネルギー消費量削
減率（原油換算）
（目標△1%：実績＋1%）

クールビズ・ウォームビズ・グリーン
カーテン・省エネ機器等の導入を行
いましたが、冬季の気温が低かった
こともありエネルギー消費量は前年
度対比で1％上昇しました。 A ③

200 25
緑のカーテン
推進事業

市民

身近で取り組みやすい地球温暖化
対策の一つとして「緑のカーテン」の
推進を図る。

本庁舎に「緑のカーテン実証展示」を
設置し、北杜市民や来庁者に対して
「緑のカーテン」の取組を見せる場の
提供を行う。さらに、「緑のカーテン」
から収穫できる野菜を使用した「緑
のカーテンエコクッキング講座」を開
催し、より身近に「緑のカーテン」の
魅力を伝える。

336

・実証展示
（目標1箇所：実績1箇
所）
・エコクッキング講座開
催回数
（目標2回：実績2回）
・公共施設設置数
（目標15箇所
：実績17箇所）

6月～10月に本庁舎に緑のカーテン
実証展示を設置し、地球温暖化防止
対策の一環として来庁者等に啓発を
行いました。また、緑のカーテンから
収穫した野菜を使用したエコクッキン
グ講座を2回開催し、28名の方に参
加していただきました。
取組内容：実証展示・エコクッキン
グ・収穫物の無料配布

A ③

① 1 ⑤ 0

② 2 ⑥ 0

③ 22 ⑦ 0

④ 0 合計 25

今後の方向性についての集計（環境課）　　　　単位：件

今後もより多くの市民の地球温暖化防止
対策活動参加への動機づけに繋がるよ
うに、事業展開に連携を図ります。

地球温暖化防止対策の一環として実証
展示については継続して、広報やホーム
ページ等を活用しながら普及啓発を図っ
ていきます。

削減率の取組状況などを検証し、対策を
検討します。



課別事務事業評価一覧

対象
（誰を 何を）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

評
価

改革案と実行計画No. 事務事業名
目的

（どういう状態にしたいのか）
事業内容

（どのような方法で 何を行うのか)

課
別
№

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

201 1
公営企業法適
用事業（簡易
水道事業）

地方公営企業法の
財務規定等を適用
していない公営企業
（上下水道事業）

永続的かつ健全な事業経営を持続
するため、上下水道事業を地方公営
企業法の全部を適用し、公営企業会
計に移行する。

適切かつ円滑な地方公営企業会計
移行を行うにあたり、公営企業会計
システムの構築、固定資産台帳の整
備、例規整備等を実施する。

31,256

・地方公営企業会計移
行業務
（目標30%：実績30%）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ⑤

202 2
公営企業法適
用事業（下水
道事業）

地方公営企業法の
財務規定等を適用
していない公営企業
（上下水道事業）

永続的かつ健全な事業経営を持続
するため、上下水道事業を地方公営
企業法の全部を適用し、公営企業会
計に移行する。

適正かつ円滑な地方公営企業会計
移行を行うにあたり、公営企業会計
システム構築、固定資産台帳の整
備、例規整備等を実施する。

6,318

・地方公営企業会計移
行業務
（目標30%：実績30%）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ⑤

203 3

公営企業法適
用事業（農業
集 落 排 水 事
業）

地方公営企業法の
財務規定等を適用
していない公営企業
（上下水道事業）

永続的かつ健全な事業経営を持続
するため、上下水道事業を地方公営
企業法の全部を適用し、公営企業会
計に移行する。

適正かつ円滑な地方公営企業会計
移行を行うにあたり、公営企業会計
システムの構築、固定資産台帳の整
備、例規整備等を実施する。

1,026

・地方公営企業会計移
行業務
（目標30%：実績30%）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ⑤

204 4
公金徴収事業
（簡易水道事
業）

公金徴収に係る業
務

業務の効率化及び専任性の向上を
図り、上下水道事業の収入の確保や
水道使用者等の便益を増進する。

上下水道事業の検針及び徴収に係
る業務や窓口業務を包括的に民間
事業者に委託するとともに、その後
の滞納整理についても連携して徴収
率の向上を図る。 41,268

・臨戸訪問徴収
（実績28件）
・使用料徴収率（現年
分）
（目標98.5%：実績99.1%）
・使用料徴収率（過年
分）
（目標11.6%：実績13.2%）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ②

205 5
公金徴収事業
（下水道事業）

公金徴収に係る業
務

業務の効率化及び専任性の向上を
図り、上下水道事業の収入の確保や
水道使用者等の便益を増進する。

上下水道事業の検針及び公金の徴
収に係る業務及び窓口業務を包括
的に民間業者に委託するとともに、
その後の滞納整理についても連携し
て徴収率の向上を図る。 21,656

・臨戸訪問徴収
（実績28件）
・使用料徴収率（現年
分）
（目標98.5%：実績99.5%）
・使用料徴収率（過年
分）
（目標11.6%：実績14.4%）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ②

206 6
公金徴収事業
（農業集落排
水事業）

公金徴収に係る業
務

業務の効率化及び専任性の向上を
図り、上下水道事業の収入確保や水
道使用者等の便益を増進する。

上下水道事業の検針及び公金の徴
収に係る業務及び窓口業務を包括
的に民間業者に委託するとともに、
その後の滞納整理についても連携し
て徴収率の向上を図る。 19,619

・臨戸訪問徴収
（実績28件）
・使用料徴収率（現年
分）
（目標98.5%：実績98.2%）
・使用料徴収率（過年
分）
（目標11.6%：実績16.0%）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ②

207 7
合併浄化槽設
置費補助金

合併浄化槽の設置・
入替えを行う者

下水道と同等の役割を果たす合併
浄化槽の設置を推進し、生活環境の
保全と公衆衛生の向上を図る。

「北杜市戸別浄化槽設置費補助金
交付要綱」に基づき、補助金交付申
請の内容を審査の上、要綱で規定す
る額を予算の範囲内で交付し、合併
浄化槽の設置を推進する。

50,703

・補助金交付設置件数
（目標184件：実績137
件）
・合併浄化槽普及率
（実績10.8%）

広報等を活用し浄化槽設置補助金
のＰＲを行った結果、概ね計画に沿っ
た補助金交付に繋がりました。

A ③

① 0 ⑤ 3

② 3 ⑥ 0

③ 1 ⑦ 0

④ 0 合計 7

例規整備にあたっては、組織や人事、財
務等に関する様々な関係部局との協議
が必要ですので、庁内調整を早期に実施
します。

これまで、一括納付が困難な一部の滞納
者に対して分割納付を認めてきました
が、分納遅滞も多々ある状況です。
よって、今後は滞納者から財産調査の同
意書を積極的に徴取し、収納課等と情報
交換しながら短期間での滞納解消を可能
にする体制づくりを目指します。

例規整備にあたっては、組織や人事、財
務等に関する様々な関係部局との協議
が必要ですので、庁内調整を早期に実施
します。

上下水道総務課

浄化槽の人槽算定は、建築基準法との
関連から山梨県が人槽を決定しているた
め、県と緊密に連携しながら、使用実態
に即した設置指導を図っていきます。

これまで、一括納付が困難な一部の滞納
者に対して分割納付を認めてきました
が、分納遅滞も多々ある状況です。
よって、今後は滞納者から財産調査の同
意書を積極的に徴取し、収納課等と情報
交換しながら、短期間での滞納解消を可
能にする体制づくりを目指します。

これまで、一括納付が困難な一部の滞納
者に対して分割納付を認めてきました
が、分納遅滞も多々ある状況です。
よって、今後は滞納者から財産調査の同
意書を積極的に徴取し、収納課等とも情
報交換しながら短期間での滞納解消を可
能にする体制づくりを目指します。

今後の方向性についての集計（上下水道総務課）　　　　単位：件

例規整備にあたっては、組織や人事、財
務等に関する様々な関係部局との協議
が必要ですので、庁内調整を早期に実施
します。



課別事務事業評価一覧

対象
（誰を 何を）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

評
価

改革案と実行計画No. 事務事業名
目的

（どういう状態にしたいのか）
事業内容

（どのような方法で 何を行うのか)

課
別
№

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

208 1
施設維持管理
事業（簡易水
道事業）

北杜市簡易水道事
業に加入する水道
水受給者

安全で安定した水道水の確実な供
給を図る。

各上下水道センターを拠点として、
以下の業務を実施する。①簡易水道
施設の恒常的な運営及び維持管理
（一部委託）、②簡易水道施設の修
繕、③末端における水質検査（委
託）、④水道原水の水質検査（委
託）、⑤水源の確保（使用料負担）、
⑥水源の保全（協議会加盟）

900,675

・給水区域内における
供給率
（目標100%：実績100%）
・漏水修繕
（実績384件）

平成２９年度の組織再編に伴い、上
下水道センターを２箇所に統合した
ことにより、業務の集約による効率化
及び水道事業における統一的な運
営を進めることに繋がりました。 A ③

209 2
施設整備事業
（簡易水道事
業）

北杜市内水道施設

水道施設の整備を計画的に実施し、
水道水の安定供給を図る。

水の確保による普及整備効果のた
め、簡易水道統合整備事業を活用
し、水道施設（水源・浄水場・配水池）
の新設、導水管・配水管の布設及び
水道施設遠隔監システム整備を実
施し、水道水の安定供給を図る。 227,172

・計画における進捗状
況
（目標77%：実績66%）

簡易水道統合整備（国庫補助）事業
を活用し、水道水の安定供給を目的
に取水・配水管の布設を２３０ｍ実施
し、減水・断水の被害軽減及び漏水
量の縮減に努めました。また、一部
の水道施設では詳細な運転状況が
把握できない状態でしたが、平成２
７・２８年度において水道施設遠隔監
視システム整備を行い、データが一
元的に収集可能となりました。

A ③

210 3
施設維持管理
事業（下水道
事業）

特定環境保全公共
下水道施設の保守
及び維持管理であ
る。

汚水を適切に処理するとともに、継
続的に効率的な稼働をさせるため、
処理場の統廃合も視野に入れ、日々
の保守及び維持管理に万全を期す
るものである。

処理場の稼働率に余裕があるため、
最良の状態で稼働させ、維持管理の
軽減に取り組む。

340,626

・接続率（水洗化率）
（目標79%：実績79%）

処理施設における維持管理費の削
減に向け、更新工事及び統廃合に向
けた増設設計を実施しました。

A ⑤

211 4

社会資本整備
総合交付金・
汚水処理交付
金事業

公共下水道整備区
域の住民

住民の生活環境の向上及び公共用
水域の水質保全を図る。

処理施設の長寿命化を図るための
更新工事及び統廃合に向けた増設
工事の実施。
し尿と生活雑排水を汚水処理場で処
理するため、排水管渠を新設し、各
戸に公共桝を設置する。

265,012

・下水道普及率
（目標64%：実績64%）

下水道の未整備区域の管路工事
や、処理場の更新工事及び統廃合
に向けた増設設計を実施しました。

A ②

212 5
施設維持管理
事業（農業集
落排水事業）

農業集落排水施設
の保守及び維持管
理

汚水を適切に処理するとともに、継
続的に効率的な稼働をさせるため、
日々の保守及び維持管理に万全を
期するものである。

農業集落排水施設を最良の状態で
稼働させるため、現在稼働率に余裕
がある処理場の統廃合を計画する。
また、処理方法等に熟知している民
間専門業者と業務委託契約を締結
し、放流水質の向上及びランニング
コストの軽減を図るため、日々の保
守及び維持管理を行わさせるもので
ある。

165,362

・接続率（水洗化率）
（目標79%：実績79%）

処理施設における維持管理費の削
減に向け、更新工事及び統廃合に向
けた増設設計の実施しました。

A ③

213 6
施設整備事業
（農業集落排
水事業）

農業集落排水整備
区域の住民

住民の生活環境の向上及び公共用
水域の水質保全を図る。

し尿と生活雑排水を汚水処理場で処
理するため、各戸に公共桝を設置す
る。

10,514

・接続率（水洗化率）
（目標79%：実績79%）

下水道の未整備区域の管路工事
や、処理場の更新工事及び統廃合
に向けた増設設計を実施しました。

A ③

① 0 ⑤ 1

② 1 ⑥ 0

③ 4 ⑦ 0

④ 0 合計 6

処理場の更新工事及び統廃合による処
理施設の集約と、維持管理費の縮減を
進めます。

今後の方向性についての集計（上下水道施設課）　　　　単位：件

処理場の更新工事及び統廃合による処
理施設の集約を進めます。

安定した水道を供給するために、水道施
設の点検・維持管理を行うとともに、公営
企業会計移行に向け、システムを利用し
た適正な物品管理を行います。また、水
源・配水池の運転状況や水需要を把握
し、効率的かつ有効的に運転を行い、経
費縮減に繋げます。

平成２８年度から平成３０年度の３ヵ年の
継続委託で、北杜市水道事業中長期整
備計画及びアセットマネジメント策定業務
を行っています。今後、計画的な施設更
新、統廃合、資金確保の長期的な見直し
を立て、安定した持続可能な水道事業の
運営を進めます。

処理場の更新工事及び統廃合による処
理施設の集約と、維持管理費の縮減を
進めます。

上下水道施設課

処理区の広域化・共同化における処理施
設の集約及び事業費の平準化とライフサ
イクルコストの縮減を図ります。



課別事務事業評価一覧

対象
（誰を 何を）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

評
価

改革案と実行計画No. 事務事業名
目的

（どういう状態にしたいのか）
事業内容

（どのような方法で 何を行うのか)

課
別
№

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

① 1 ⑤ 4

② 6 ⑥ 0

③ 27 ⑦ 0

④ 0 合計 38

今後の方向性についての集計（生活環境部）　　　　単位：件



課別事務事業評価一覧

214 1
北杜市農業振
興公社委託事
業

（公財）北杜市農業
振興公社

農地の流動化を促進し、担い手農業
者への農地集積を図る。

地域の実情に合った農地の流動化
や集団化を円滑に行い、農地の有効
利用を推進している。優良農地確保
のため、農地中間管理機構の事業を
活用しながら、耕作放棄地の解消事
業や面的集積を行い、市と県と連携
し、圃場整備事業の推進、大規模野
菜生産企業の参入推進を図ってい
る。

5,336

・農地中間管理事業
（目標100ha
：実績132ha）
・新規就農希望者等の
相談件数
（目標50件：実績117件）
・農地の流動化
（目標239ha
：実績239ha）

新規就農者や農業参入企業等へ
135ha（市と県中間管理機構合計）の
集積を行い、農業の担い手の確保や
耕作放棄地の発生防止に繋げまし
た。また、地域での集積を進めたこと
で、担い手の効率的で安定的な農業
経営に繋がりました。

Ａ ③

215 2
多面的機能支
払交付金

農業者、行政区、土
地改良区、地域の
関係団体から構成さ
れる組織

農用地、水路等の地域資源の適切
な保全管理に資する活動を継続させ
る。

地域が行う農用地、水路等の地域資
源の日常の保全管理活動に加え、
老朽化が進む農業用排水路等の長
寿命化のための補修等を行う活動を
支援する。

200,571

・活動組織
(目標100組織
：実績93組織)

本事業は、中山間地域直接支払交
付金事業と合わせ、農地維持、耕作
放棄地の防止、農業施設の修繕等
において、市単土地改良事業を使用
せず実施するなど効果的な事業で
す。活動組織は増減があり昨年度と
同じ93組織となりましたが、農道や農
業用水路の補修、植栽による景観形
成等が実施され、地域資源の適切な
保全管理が行われました。

Ａ ②

216 3
農業生産基盤
施設管理事業

農業者、農政課所
管24施設

整備された農業関係施設を有効活
用し、地域の活性化を図る。

農業施設の利用状況を高め、地域
の活性化を促すことで、農業振興を
図る。

53,172

・堆肥生産数量
（実績3,900t）
・施設利用数
（実績62,707人）
・育苗施設利用数
（実績44,621枚）

農業関係施設は24施設あり、現在10
施設(内4施設は1施設として)指定管
理者にて有効活用され、地域の活性
化が図られています。

Ｄ ③

217 4
営農指導事業
費補助金

市内農家

農協・行政が連携し、地域の特性を
活かした営農指導を行い、効率的な
農産物の栽培を行う

北杜市の農業振興を図るため、梨北
農業協同組合の営農指導員と連携
し、農業経営指導を行うものである。
また、高品質の農産物の生産と販路
拡大にむけて開拓を行い、市の特産
品としての位置づけと生産振興を併
せて行うため、梨北農業協同組合の
営農指導活動に対して助成するもの
である。

4,800

・営農指導員
（目標8人：実績8人）
・特別栽培米の生産拡
大
（目標500t：実績333t）
・高品質大豆の生産振
興
（目標200t：実績138ｔ）

JA梨北の営農指導員及び補助職員
が、年間240回巡回指導を行い、生
産活動の拡大、技術の習得及び販
売高の向上が図られました。

Ａ ②

218 5
環境保全型農
業直接支払交
付金

・農業者
・共同経理・販売活
動を行っている集落
営農組織

地球温暖化防止や生物多様性保全
に効果の高い営農活動に対する取
組を支援することにより、農業の多
面的機能を維持していく。

農業者が地球温暖化防止を目的とし
た、農地土壌への炭素貯蔵に効果
の高い営農活動や生物多様性保全
に効果の高い営農活動に取り組む
場合に支援を行う事業である。 5,681

・取組面積
（目標70ha：実績65ha）
・取組人数
（実績47人）

平成29年度の本事業では、昨年の
対象団体・人数が15組織44人であっ
たのに対して、16組織47人と増加し
ており、本事業が拡散しているととも
に、農業の多面的機能の維持が図ら
れました。

Ａ ③

対象
（誰を 何を）

目的
（どういう状態にしたいのか）

農政課

課
別
№

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

事務事業名
方
向
性

改革案と実行計画

交付金が減少傾向であることから、事業
計画の変更及び実施期間の延長を検討
します。
地域資源の保全管理を促進するため、中
山間地域直接支払交付金事業のヒアリ
ング等において、当事業を実施していな
い組織に対し事業の概要説明を実施し
活動組織の増加を図ります。

環境の保全・向上を図るために、取組団
体及び取組面積の拡大を図るとともに、
補助対象となる栽培品目の増加を県へ
依頼し専門的見地を受け、年間を通じて
販売が行える品目の導入を検討します。
また販売活動においても、有機野菜を取
り扱う販路の拡大を検討します。

新規就農者の増加、農地の貸借相談の
増加に対応できるよう検討を進めます。
中間管理事業を活用し、農地の貸し手、
借り手の双方が有効的に事業を推進す
るため、県単事業を活用し、農地の整備
を進めます。

No.

譲渡に必要な修繕箇所を整理し、譲渡前
の準備を進めます。
民間への譲渡及び財産処分を視野に入
れ、事業を進めていきます。
また、今後5～10年以内に耐用年数を迎
える施設については、国への財産処分の
申請が不要となるため、施設の耐用年数
の経過を待ち処分を進めます。

有機農業、減農薬農業の取り組みや少
量多品目栽培に対応するため、専門的な
知識の向上及び販路の拡大を図ります。

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等



課別事務事業評価一覧

対象
（誰を 何を）

目的
（どういう状態にしたいのか）

課
別
№

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

事務事業名
方
向
性

改革案と実行計画No.
事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

219 6
地域おこし協
力隊支援事業

政令指定都市等に
生活拠点を置く住民

地域おこし協力隊員が委嘱終了後に
地域に定住し、地域の新たな担い手
として活性化を図る。

3大都市圏をはじめとする政令指定
都市等に生活の拠点を置く住民を概
ね1～3年間農村に居住させ、農業技
術の習得と地域活動等の行事に参
加することを通じて、本市農業の新
たな担い手として育成するとともに、
地域に定着させることを目的としてい
る。

40,899

・地域おこし協力隊員数
（目標15人：実績13人）
・定着率
（目標100%：実績47%）

平成29年度に地域おこし協力隊実施
要綱を改正し、協力隊員への支援体
制の強化及び担い手を育成しまし
た。また、活動終了後の定住・就農
に関する支援についても強化を図り
ました。 Ａ ②

220 7
農業振興推進
事業

農業者及び農業関
係組織

農業の近代化と経営の合理化を推
進し、生産性の高い農業経営の確保
と中核的担い手農業者の育成を図る
ため、農業施設の基盤整備を行う。

農業振興の推進を図る活動及び電
気柵等の農業施設を整備することに
より、農業経営基盤の強化を図る。

12,006

・鳥獣害対策延長
（実績15.8km）
・農作物被害面積
（実績1,998a）

14組織からの補助申請があり、総延
長15.8km（電気柵10.3km、獣害防止
ネット5.5km）の獣害対策を行いまし
た。獣害対策エリアが拡張されたこと
により、獣害被害に強い農業づくりが
なされ、農業者の営農意欲の維持が
図られております。また、平成28年11
月に「世界かんがい施設遺産」に登
録された村山六ヶ村堰疎水を次世代
に継承するための記念事業を実施
し、農業振興による地域の活性化が
図られました。

Ａ ③

221 8
農村地域新エ
ネルギー利活
用推進事業

誘致企業のランニン
グコスト削減と農地
法面の有効活用

太陽光発電システムにより発電した
電気を使用し、配水ポンプ等を稼働
させ、誘致企業のランニングコストを
抑制するため、配水料金を低く抑え
る。

農山漁村活性化プロジェクト支援交
付金事業により設置した太陽光発電
設備を、誘致企業が利用しづらい農
地法面に設置することにより土地の
有効活用を行い、商用電源利用に比
べ、低炭素社会実現のために活用
が望まれる新エネルギー（太陽光発
電）を使用し、地球温暖化防止に貢
献を行う。

20,984

・太陽光発電施設によ
る発電量
（目標750,000kwh
：実績779,408kwh）

平成29年度は、売電収入が33,670千
円、経常経費が20,984千円となりまし
た。

Ｂ ②

222 9
中山間地域等
直接支払交付
金

北杜市内の集落協
定

農業生産の維持を図りながら、農地
の多面的機能を確保する。

交付金を活用し、農業施設等の維持
管理を行う。

392,200

・協定農用地面積
（目標2,599ha
：実績2,605ha）
・協定組織数
（目標161協定
：実績162協定）

協定農用地面積の増加に伴い、耕
作放棄地の発生防止に繋がるととも
に、活動範囲が増加したことにより、
営農環境の更なる向上に繋がりまし
た。

Ａ ③

223 10
環境循環型農
業推進事業

市内で耕作をしてい
る農家

食の安全・安心が求められる時代背
景に即応し、農産物の生産振興を図
る

市内畜産農家で排出された家畜糞
尿を主原料とした堆肥購入助成金(1
㎥2,000円・1袋あたり(16㎏)70円予算
の範囲内で交付)

6,860

・堆肥使用量
（目標2,500ｔ
：実績2,052t）

堆肥を利用する有機農業の需要が
あり、受益者319人、販売金額13,350
千円となりました。

Ａ ③

管理を業者へ委託することにより、故障
個所を最小限に抑え、修繕に対し迅速に
対応を行います。

遊休農地の解消には、中間管理機構を
通じた借り手の確保を推進し、補助事業
の活用を検討します。電気柵等の設置に
ついては、県事業との併用を行い、より
広域的な対策を実施し農業者の営農意
欲の維持を図ります。

農業従事者の高齢化が進む中、新規就
農者の確保や集落営農の法人化など、
方法改善を指導し、体制の維持を図りま
す。

地域の担い手としての育成を推進するた
め、新規就農者指導員を配置し、隊員に
対する就農指導等を行い定着率を上げ
ます。
協力隊員の定例会、窓口相談を実施し
中途解職の防止を図ります。また、支援
機関には、事業の趣旨を説明し隊員の活
動終了後の定着率向上に努めるよう指
導を行います。

北杜市内において、より食の安全・安心
に即した農産物の生産を活発化させるた
めに、多くの生産農家への普及を行うと
ともに、減農薬農産物の多品目化や出荷
量の増加を図ります。
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224 11
優良家畜育成
事業

牛飼育農家

優良品種の導入等を行うことにより、
畜産農家の経営基盤の安定を図る

優良品種（人工受精用精液）の導入
や伝染病予防注射は、生産量の増
加及び品質の向上を図るとともに、
家畜伝染病の発生予防と蔓延防止
を図る点においても必要なものであ
ることから、優良品種導入等への助
成を行う。

1,788

・優良品種導入数
（目標300本：実績348
本）
・家畜予防接種数
（目標1,500頭
：実績2,060頭）

市内の牛畜産農家に事業が広く周
知されたことにより、優良品種導入
数の増加（２３０本から３４８本）が図
られました。
また、牛アカバネ病の予防接種にお
ける、摂取頭数の増加（４０８頭から
４３１頭）が図られました。

Ａ ③

225 12
茅ヶ岳土地改
良区運営費補
助金

茅ヶ岳土地改良区

合併前より茅ヶ岳土地改良区による
農業施設維持及び更新等に関わる
事務について助成を行っている。施
設の整備・維持を図り、もって農業の
生産性の向上、農業生産の選択的
拡大及び農業構造の改善を図る。

茅ヶ岳土地改良区が事業主体とな
り、茅ヶ岳地域の畑地におけるかん
がい・排水施設、圃場整理、農道等
の農業用施設の新設及び施設の維
持管理、県営土地改良事業による事
務委託等、改良区の運営に対して助
成を行う。

3,100

・維持管理施設（畑地帯
かんがい排水管）
（実績33km）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ⑤

226 13
農業施設維持
管理事業

行政区または農業
者団体、農業用施
設

維持管理を行うことにより、安定した
市民生活及び農業経営を図り、農村
地域の活力を向上させる

市が事業主体となり、農道等の管理
を適切に行う。特に冬期について
は、市民のライフラインの役割を果た
している主要農道の除雪を作業委託
で行っていく。 43,951

・除雪延長
（目標54.9km
：実績54.9km）

市民のライフラインとしての役割を担
う主要農道の除雪作業を迅速に実
施し、安全性を確保しました。また、
原材料支給により、地域で維持管理
している農道等の修繕を行い、地域
の課題解決をサポートしました。

Ａ ③

227 14
市単土地改良
事業費補助金

行政区または農業
者団体、農業用施
設

農業用施設の整備を行うことにより、
安定した農業経営を図り、農村地域
の活力を向上させる。

農業者団体等が事業主体となり、小
規模な農業生産基盤の整備に要す
る経費に対して補助金を交付する。

19,784

・整備箇所(水路)
（実績33箇所）
・整備箇所(農道、ため
池等)
（実績9箇所）

小規模な農業生産基盤の整備に係
る事業の目的及び予算規模から見
ると、今後も本事業（市単独土地改
良事業）の取り組みが有効でありま
す。また、多面的機能支払い交付金
事業が継続され、施設の長寿命化に
取り組めるようになりましたので、本
事業と多面的機能支払い交付金事
業を効果的に組み合せ、市全体で老
朽化しつつある農業施設の整備・更
新を引き続き行っていく必要がありま
す。

Ａ ③

228 15
担い手農業者
育成事業

市の農業を担う意欲
ある担い手農業者

新規就農者等の担い手農家の育成
と定着率向上を図る。

育成支援金（農業教育研修助成金、
農地集積助成金）を交付するもので
ある。

92

・農業教育研修助成金
（目標2件、実績0件）
・農地集積助成金
（目標5ha：実績3ha）

農地集積助成金を、担い手農業者2
名に対して、交付し支援を行いまし
た。

Ｂ ③

229 16
農産物高付加
価値化推進事
業

市内の販売農業者

北杜市での米や野菜の栽培環境に
ついて、評価を行い、販売の際に有
利な価格での取引が可能になるよう
な認証の取得を行います。

認証団体環境王国での認定、水田
環境鑑定士養成の補助

0

・登録機関への申請と
登録
（目標1回：実績0回）
・鑑定士要請講習会へ
の参加助成
（目標1回：実績0回）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ｂ ③

要望の内容について、緊急性や危険性
等を十分考慮した事業執行を目指すと共
に、地域で取り組むことができる多面的
機能支払交付金制度や中山間地域等直
接支払制度での対応及び加入の促進を
図ることで、課題の改善を図っていきま
す。

支所と連携し、行政区等と除雪箇所の確
認等を行い、緊急性や危険性等を考慮し
た迅速な対応を除雪業者と連携して行う
ことで、課題改善を図ります。

生産者の農業所得の維持を図るために
は、質の安定と優良品種の生産をするこ
とが必要であり、ＪＡ梨北を通じ周知を強
化していきます。

梨北農協等の関係機関と情報の共有を
行い、事業の実施に向け取り組みを進め
ます。

ホームページ等を活用し周知を行い、研
修受け入れ農家と連携します。

突発的な事故対応については、市及び
関係機関と連携を図り、早急に対応しま
す。
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230 17
担い手農業者
農作業機械修
繕費支援事業

集落営農組織

大型農業機械を長寿命化することに
より、営農組織の経営基盤の安定を
図る

中核的担い手農業者の経営基盤強
化を図るため、農作業機械の修繕を
行う営農組織に対して補助金交付を
行う事業である。 2,030

・営農組織数
（目標40組織
：実績27組織）

担い手組織の農業機械修繕に対し
て、5件の支援を行いました。

Ａ ②

231 18
八ヶ岳定住自
立圏就農支援
連絡協議会

就農希望者

広域連携に基づき、就農支援のノウ
ハウを共有し、新規就農者・担い手
の移住定住を促進します。

就農支援について蓄積したノウハウ
を共有するため、就農支援連絡協議
会を開催する。

28

・就農支援協議会の開
催
（実績1回）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ｂ ③

232 19
制度資金等利
子補給事業

・農業制度資金借入
者
・認定農業者

制度資金活用者が農業経営を継続
して安定的に行えるよう支援する。

農業者及び法人農業者が、その農
業経営に必要な農地・機械・設備等
の取得や、経営改善計画の達成に
必要な運転資金の融資を受けるにあ
たり農業制度資金を借り入れた場
合、または指定災害における被害の
復旧にあたり災害復旧資金を利用し
た場合、農家の負担軽減のため、そ
の利子の補給を行うものである。

1,869

・災害復旧資金
（実績41件）
・農業経営近代化資金
（実績15件）
・農業経営基盤強化資
金
（実績15件）

認定農業者の更新、新規就農の相
談の際に事業について説明を行い、
制度資金の有効活用を図りました。

Ａ ③

233 20
産 地 づ く り 対
策市単事業

市内農家（転作作物
生産者）

水稲作付配分面積を達成し、併せて
農産物の自給率の増加を図る。

産地化を目指す転作作物の生産出
荷を行うため、品質検査等を受けた
場合に助成金を交付することにより、
農業経営の基盤強化を図っていく。

47,900

・そば作付け面積
（目標135ha：実績
114ha）
・大豆作付面積
（目標80ha：実績82ha）
・水稲作付面積
（目標1,889ha
：実績1,842ha）

経営所得安定対策と水田構造改革
を推進するために、担い手組織への
農地集積を積極的に行い、JA梨北
などの関係機関と連携する中で、水
田における米から転作作物への転
換を図り、水稲の作付け配分目標面
積を達成しました。

Ａ ③

① 0 ⑤ 1

② 5 ⑥ 0

③ 14 ⑦ 0

④ 0 合計 20

今後の方向性についての集計（農政課）　　　　単位：件

利用者には、中北普及センター等とも連
携をはかり、経営改善につなげ安定的に
営農が図れるように進めて生きます

JA梨北などの関係機関と連携し、転作作
物の定着や受給に応じた作物の作付け、
食料自給率の向上につながるように作付
けの拡大を進めます。

各地域の就農条件、営農実態の状況整
理を行った上で、就農希望者への情報提
供、支援につなげていきます。

経営安定化を図るために機械の修繕に
対する支援を継続的に行います。
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234 1

鳥獣害に強い
地 域 づ く り 支
援事業費補助
金

市民
農業被害

野生鳥獣による農林産物及び人畜
等への被害防止の普及と活動の支
援並びに有害鳥獣による被害の縮
小のため様々な対策を講じ有害鳥獣
等の被害軽減に努める。

地域で取り組む追払い等の防除活
動に対し補助金を交付し、鳥獣害に
強い地域を創出する。追払いは地域
主体の獣害対策であることから、集
落ぐるみで獣害対策を行う地域に経
費の補助を行う。 804

・鳥獣害に強い地域づく
り支援時等補助団体数
（実績29団体）
・農業被害額（シカ、イノ
シシ、サル）
（目標26,463千円
：実績29,080千円）
・農業被害面積（シカ、
イノシシ、サル）
（目標18ha：実績18ha）

地域住民が一丸となって行う野生鳥
獣の追払い等に対して、補助金を交
付し、地元の負担軽減を図りました。
有害鳥獣の捕獲のために狩猟免許
取得者も増加しました。更に、要綱の
改正を行うことにより鳥獣対策の拡
充に努めました。

Ａ ③

235 2
鳥獣害対策事
業

市民
農業被害

野生鳥獣による農林産物及び人畜
等への被害の防止、および被害の軽
減に努める。

先進地視察を生かし、説明会を実施
し、自主防除の取組を中心とした意
識啓発と知識の普及を図る。

7

・説明会開催数
（実績1回）
・視察数
（実績2回）
・農業被害額（シカ、イノ
シシ、サル）
（目標26,463千円
：実績29,080千円）
・農業被害面積（シカ、
イノシシ、サル）
（目標18ha：実績18ha）

先進地視察により鳥獣被害担当者
の知識が向上し、地域での説明会に
おいての指導力の強化につながりま
した。

Ａ ③

236 3
鳥獣被害対策
実施隊事業

市民
農業被害

野生鳥獣による農林産物及び人畜
等への被害防止の普及と活動の支
援並びに有害鳥獣による被害の縮
小のため様々な対策を講じ有害鳥獣
等の被害軽減に努める。

鳥獣害対策を推進するため各猟友
会から推薦してもらい、有害鳥獣駆
除や管理捕獲事業など有資格による
捕獲活動を実施する。

384

・実施隊登録人数（猟友
会からの申請）
（目標164人：実績192
人）
・農業被害額（シカ、イノ
シシ、サル）
（目標26,463千円
：実績29,080千円）
・農業被害面積（シカ、
イノシシ、サル）
（目標18ha：実績18ha）

有害鳥獣や管理捕獲事業に従事し
農作物被害対策を行いました。ま
た、被害のある地域からの通報に対
し駆除作業を実施し被害防除を行い
ました。

Ａ ③

237 4
北杜市野生鳥
獣害対策協議
会補助金

市民
農業被害

野生鳥獣による農林産物及び人畜
等への被害防止と活動の支援並び
に有害鳥獣による被害縮小のため
様々な対策を講じ有害鳥獣等の被
害軽減に努める。

野生鳥獣による農林産物等への被
害が増加している事態に対処するた
め、捕獲等の体制を確立する。北杜
市野生鳥獣害対策協議会を設置し、
防除対策、駆除方法の研究、検証に
より鳥獣害対策に役立てる。

220

・煙火講習手帳保有者
数（実績161人）
・リーダー講習参加者
数（実績12人）
・農業被害額（シカ、イノ
シシ、サル）
（目標26,463千円
：実績29,080千円）
・農業被害面積（シカ、
イノシシ、サル）
（目標18ha：実績18ha）

協議会事業として煙火消費保安手帳
講習会の開催や、生息状況調査（テ
レメトリーの活用）市内加害サル群の
行動域を把握し、追い払い活動に活
かすために発信器を取付けました。
平成29年度は3頭に装着し、地域で
の追い払い活動に活かせるよう、希
望地区には受信機器の貸出も併せ
て実施しました。

Ａ ③

野生鳥獣に農林産物被害は今後も増加
する恐れがあり、被害防止対策を行うた
めにも事業の継続が必要です。要綱改
正により5年間の限度は変わらないが、
費用負担割合の増加により地域ぐるみの
獣害対策に対する住民意識向上を推進
していきます。

ホームページを活用し、生息域調査の情
報発信により地域の被害防除に役立て
る仕組みを構築します。

猟友会への新規会員の確保と講習会に
よる知識の向上を行います。

地域で開催する会議を利用し有害獣防
除等に対する説明会で意識の向上を図
ります。

林政課
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238 5
野生鳥獣共同
捕獲事業

市民
農業被害

野生鳥獣（ニホンザル）による農林産
物及び人畜等への被害防止の普及
と活動の支援並びに有害鳥獣による
被害縮小のため様々な対策を講じ有
害鳥獣等の被害軽減に努める。

効果的な捕獲檻（縦8ｍ横8ｍ高さ4
ｍ）を設置し、ニホンザルを適正な生
息数に調整し、生活被害・農林業被
害の軽減を図る。

3,000

・大型捕獲檻の整備
（目標4箇所：実績4箇
所）
・檻での捕獲数（単年）
（目標180頭：実績63頭）
・農業被害額（シカ、イノ
シシ、サル）
（目標26,463千円
：実績29,080千円）
・農業被害面積（シカ、
イノシシ、サル）
（目標18ha：実績18ha）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

239 6
野生鳥獣被害
防除事業

市民
農業被害

野生鳥獣による農林産物及び人畜
等への被害防止と活動の支援並び
に有害鳥獣による被害縮小のため
様々な対策を講じ有害鳥獣等の被
害軽減に努める。

有資格の臨時職員による巡回により
追払い作業やニホンザルの生息状
況の確認、また、野生鳥獣による農
林産物や生活への被害に迅速に対
応する。 5,128

・農業被害額（シカ、イノ
シシ、サル）
（目標26,463千円
：実績29,080千円）
・農業被害面積（シカ、
イノシシ、サル）
（目標18ha：実績18ha）

臨時職員による巡回パトロールを実
施し、パトロール中に発見した有害
獣の位置の把握や追払い、駆除を
行っています。また、サルの行動域
調査のための発信機の位置確認も
行いました。

Ａ ③

240 7
有害鳥獣捕獲
活動支援事業

市民
農業被害

野生鳥獣による農林産物及び人畜
等への被害防止の普及と活動の支
援並びに有害鳥獣による被害の縮
小のため様々な対策を講じ有害鳥獣
等の被害軽減に努める。

野生鳥獣による農林産物及び人畜
等への被害防止を図るため、野生鳥
獣の捕獲等を行う猟友会に対し、有
害鳥獣捕獲報償金、有害鳥獣捕獲
活動等支援交付金を交付する。

3,961

・有害鳥獣の捕獲実績
（大型獣）（実績81頭）
・有害鳥獣の捕獲実績
(小型獣)（実績2頭）
・農業被害額（シカ、イノ
シシ、サル）
（目標26,463千円
：実績29,080千円）
・農業被害面積（シカ、
イノシシ、サル）
（目標18ha：実績18ha）

農林産物や生活被害にあった住民
や実施隊（猟友会）によって駆除を行
いました。

Ａ ③

241 8
特定鳥獣適正
管理事業

山梨県で指定する
第2種特定鳥獣（ニ
ホンジカ・イノシシ・
ニホンザル）

適正な個体数に調整する。山梨県の
捕獲目標 ニホンジカ推定生息数
71,146頭を平成35年までに半減す
る。

鳥獣害対策を推進するため、山梨県
の第2種特定鳥獣の個体数調整を地
域猟友会に依頼しニホンジカ・イノシ
シ・ニホンザルの個体数を適正数に
なるよう、捕獲活動を行います。 28,815

・管理捕獲目標（シカ・イ
ノシシ・サル）
（目標1,870頭
：実績1,766頭）

成果指標の内訳の目標と捕獲数は
ニホンジカ1500頭→1396頭、イノシシ
140頭→140頭、ニホンザル230頭→
230頭の捕獲の成果がありました。

Ａ ③

242 9
北杜モデル林
整備事業

明野町小笠原地内
の2.37ha

荒廃した市有林を針広混交林の森
林として、森林環境教育・保健休養
の場及び林業技術等を広く市民に周
知するための森林を整備する。

荒廃した市有林へ、環境保全協力金
や造林補助事業等を活用し、植栽、
下刈り、補植等の施業により森林整
備・保全を図り、森林環境教育の場、
保健休養の場としての価値を高め、
広く市民に周知する。また、講座の
開催場所として林業就労者の育成場
所として活用する。

43

・植栽本数
（目標550本：実績600
本）
・環境整備(下刈面積)
（目標2.4ha：実績2.4ha）

樹木のシカ等による獣害防止対策の
ため獣害ネットの整備と下草刈り整
備を行いました。

Ａ ③

地域の意識向上のために、追払い用エア
ガンや捕獲檻の貸出資材を広く周知し防
除、追払いの取り組みに役立てます。

鳥獣の追払い、捕獲ができる資格を保有
する者を臨時職員の後継者として確保し
てまいります。蓄積した生息域調査結果
をホームページなどで周知し、被害防除
のための情報発信を行います。

行動域調査を参考に設置場所を確保す
るため、管理する猟友会と協議し場所の
選定を行ない設置場所所有者との交渉
を行います。

市民の利用を促進するため、平成３１年
度開催の県植樹祭の候補地として提案し
ＰＲするとともに、植樹祭や林業研修など
森林活用ができる場所にしていきます。
音事協の森を管理します。

他の部局の事業と連携した耕作放棄地
の整備や、住宅地付近の罠による捕獲
数について県と協議していきます。
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243 10
里山整備事業
費補助金

森林所有者（森林施
業を行う者）

森林整備には多額の費用がかかる
こと、また森林所有者の高齢化等に
より市内の森林が荒廃している状況
にある。このため、水源かん養、国土
保全、二酸化炭素削減、生物多様性
保全などの森林の有する様々な機
能を発揮させるため森林整備の促進
を図るものである。

「植林、下刈り、枝打ち、間伐等」一
連の森林整備の施業に対し、北杜市
里山整備事業費補助金交付要綱に
基づき補助する。

21,619

・整備面積（整備全体）
（目標200ha
：実績139ha）
・整備のうち植栽面積
（実績10.2ha）

環境保全基金を活用し、一連の森林
施業のため整備を実施しました。活
用報告の際にPRを行った結果、事業
を実施する業者が増加しました。施
行実績は総面積：138.84ha、緑化で
は、植林：10.21ha、天然更新補助：
0.99ha育成では下刈り：67.03ha、枝
打ち：1.74ha、除間伐：4.43ha、改良：
0.6ha、衛生伐：0.6ha、獣害防除：
53.24haに活用されました。

Ａ ③

244 11
林道維持管理
事業

北杜市営林道（66路
線、136.763km）

安全に通行できるように維持管理に
努め、林業振興の発展に寄与する。

定期的に林道パトロールを実施し、
安全に通行できるよう維持管理に努
める。

32,668

・パトロール実施回数
（目標2回：実績5回）
・林道修繕箇所数
（実績26箇所）

例年にない降雨によって通常行うべ
き維持管理に加え、災害復旧にかか
る工事が増加しました。林道維持管
理工事１１件　林道災害復旧工事１４
件　法面改修工事１件を行いました。 Ａ ③

245 12
松くい虫防除
対策事業

地区保全林及び地
区被害拡大防止森
林

森林病害虫を早期に駆除し、蔓延を
防止することにより、森林の保全を
図りながら未被害地への拡大を防
ぐ。

伐倒くん蒸処理及び伐倒薬剤処理
等により、森林病害虫の予防及び駆
除を実施する。防除の方法として、標
高800ｍ（先端地域）の地区被害防止
森林の防除事業、対象地域は北杜
市全域で、伐倒処理のみ行う、枯損
木除去事業、守るべき松林の保全の
ための衛生伐事業などを行う。

22,648

・被害木処理(材積量)
（目標1,460㎥
：実績1,354㎥）

松くい虫発生場所の事業エリアは計
画範囲のみであり被害地が山林以
外にも増加しているため、枯損木事
業や市単独事業も活用し、発生場所
の道路や住宅地付近を重点的に駆
除を実施しました。 Ａ ②

246 14
北 の 杜 づ く り
講座開催事業

市民

健全な森林を育成するため、森林整
備を推進し、森林づくりに欠かすこと
のできない森林・林業に関する知識・
技術などを分かりやすく伝えることを
目的とする。

森林育成のための講座や、体験型
の講座を開き、森林整備の重要性を
認識し、同時に森林・林業について
の知識や技術を学ぶ。

46

・講座参加者数（延べ）
（目標50人：実績46人）

講座への参加者が受講後ボランティ
ア活動や地域山林の管理に興味を
持ち、施業活動につながるツールと
なります。

Ａ ③

247 15 緑化推進事業 市民

森林・みどりを守り育てていく取り組
みを強化し、地域の森林整備や緑化
推進を推進する。

みどりの募金（家庭・職場募金）や、
緑の少年少女隊育成事業を行いま
す。緑の募金を財源とした公募によ
り募った市町村緑化推進事業を実施
します。 160

・緑の募金事業（市町村
緑化）実施団体数
（目標8団体
：実績8団体）
・募金額
（実績3,741千円）

緑の募金事業実施要領に基づき、緑
の少年少女隊による自主的な緑化
維持活動等のほか、森林学習等の
育成活動を行いました。

Ａ ③

248 16
「音事協の森」
整備事業

明野町小笠原地内
の 1.5haの 「音 事協
の森」

(社)日本音楽事業者協会の共同によ
り日本第1号の「音事協の森」として
森づくりを実施する。

企業や市民からの協力金を用い、
「音事協の森」を憩いの場として活用
し、地球温暖化防止の啓発を図る。

1,085

・イベントの実施
（目標1回：実績1回）

音事協の事業として最終年度とな
り、2号箇所である千葉県君津市との
友好植樹も実施しました。

Ａ ⑦

大規模修繕や排水対策の計画を作り、
支所と連携したパトロールを実施します。

施業面積を増やすため、要綱の改正も検
討します。

広報、リーフレットを活用し活動の趣旨を
広く周知します。

県植樹祭の候補地として県に提案しＰＲ
するとともに、モデル林事業と統合し引き
続き森林の維持に努めます。

広報やホームページ等を活用し参加者を
広く募集し、より多数参加していただける
機会を作るとともに、参加者数に応じた
開催を行います。

樹種転換事業を積極的に進めるともに、
土地所有者における管理のための啓発
活動に努めます。また、先端地域の標高
８００ｍ以上に被害が発生してきているた
め県に対し先端標高の拡大を要望しま
す。
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249 17
水資源保全管
理事業

水源域の森林

北杜市内の森の水源涵養機能の保
全のために、森林施業等を委託し、
水源保全と環境意識の向上を図る。

水源地域へ還元するための事業を
実施する。

1,800

・森林保全面積（除間
伐）
（実績4ha）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ｂ ③

250 18
森林整備地域
活動支援交付
金事業

森林所有者（森林施
業を行う者）

森林整備には多額の費用がかかり、
森林所有者の高齢化等により市内
の森林が荒廃している状況にある。
森林整備の促進を図るため森林施
業者による作業効率の向上のため
の計画作成に補助する。

森林施業を行う者が行う森林の情報
収集や所有者の合意形成に対する
支援を行う。森林所有者と林業事業
体との契約により森林経営計画を作
成することにより30haの集積と長期
間の整備を行う。

0

・森林整備地域活動支
援金交付件数
（目標1件：実績0件）

平成29年度の、利用者はありません
でした。

Ｄ ⑦

251 19
みずがき山自
然公園管理事
業

みずがき山自然公
園利用者

来園者にみずがき山の自然を満喫し
ていただくとともに、地元農産物・食
材を提供するため、適切な施設の維
持管理を行う。

みずがき山自然公園の管理を行う。

2,703

・利用人数
（目標25,000人
：実績41,238人）

指定管理制度を活用し施設の適正
な管理が図られました。また、施設で
の対応は利用者からも評価を受けて
おり、自主事業として自動販売機の
設置や、AEDの設置などサービスの
向上に努めました。

Ａ ③

252 20
山梨県全国植
樹祭跡地管理
事業

みずがき山自然公
園（利用者）

トイレや水源の維持管理を行う。 山梨県で管理する公園敷地内のトイ
レ清掃や電気柵の維持管理を行う。

912

- 今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

① 0 ⑤ 0

② 1 ⑥ 0

③ 16 ⑦ 2

④ 0 合計 19

今後の方向性についての集計（林政課）　　　　単位：件

活用事業体へのPR活動の充実を目指し
ます。

冬季閉鎖期間の定期的な維持管理を実
施します。

水源涵養など森林保全のために土地の
集約を行い、実施状況の周知を行いま
す。

駐車場の確保について県に要望します。
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253 1
観光施設管理
事業

観光施設

観光客及び利用者が安全安心かつ
好感を持てるよう日々の管理を行う
中で、問題箇所については修繕を実
施し、維持管理及び施設の長寿命化
に努める。

危険箇所、苦情が発生しそうな事項
が即把握できるよう地元の方々に清
掃又は管理を委託し、事故等が発生
しないよう努めるとともに、利用者の
満足度向上に努める。また利用者か
ら要望があった際は早急に現地を確
認し、出来る限り低コストで長寿命と
なるよう工法・方法を検討し、慎重に
修繕等を実施する。

126,726

・観光施設の適正な整
備及び維持管理
（目標100%：実績80%）
・観光客入込客数
（目標4,200千人
：実績3,980千人）

誘客活動の取り組みにより観光客が
増加しているなかで、主要な観光地
の公衆トイレ改築及び登山道、遊歩
道の安全施設の整備を実施し、受入
体制の充実を図ることができました。

Ａ ③

254 2
指定管理施設
事業

温泉施設（10施設）
観光施設

観光客及び利用者が安全安心かつ
好感を持てるよう適切な施設の維持
管理と運営に努める。

指定管理者制度により、適切な団
体、法人等と協定を結び管理運営を
委託する。また、観光客及び利用者
が安全安心して利用できるよう指定
管理者と協議し、出来る限り低コスト
で長寿命となるよう工法・方法を検討
し、必要な修繕等を実施する。

172,660

・温泉施設利用者数
（目標1,000,000人
：実績871,619人）
・観光施設利用者数
（目標500,000人
：実績480,000人）

施設の老朽化に伴い、さらなるサー
ビスの向上が必要不可欠となる中
で、指定管理者による自主事業の促
進など利用者のニーズに応えられる
よう、臨機応変な改善に取り組みま
した。

Ｃ ⑤

255 3 観光PR事業 観光客

観光事業等の振興を図り、市内への
誘客の推進等を行い、市内の観光
業の発展を図る。

市が行う観光パンフレットの作成、観
光誘客キャンペーン・観光イベント参
加など、観光案内等を通して北杜市
の魅力を発信し、観光客の誘客を図
る。

10,810

・観光キャンペーン
（目標20回：実績14回）
・パンフレット配布数
（目標170,000部
：実績165,250部）
・観光客入込客数
（目標4,200千人
：実績3,980千人）
・宿泊者数（峡北圏域）
（目標990千人
：実績839千人）

観光パンフレット用の写真を新たに
収集するため、平成29年度には業者
の選定を行いました。北杜市の魅力
を適切に伝えることにより、新たな誘
客を推進できます。

Ａ ③

256 4 情報発信事業 観光客

観光事業等の振興を図り、市内への
誘客の推進等を行い、市内の観光
業の発展を図る。

観光協会が行う観光パンフレットの
作成、観光誘客キャンペーン・観光イ
ベントの実施、専門的なノウハウをい
かした複合的な観光案内等を通して
北杜市の魅力を発信し、観光客の誘
客を図る。

1,998

・観光客入込客数
（目標4,200千人
：実績3,980千人）
・宿泊者数（峡北圏域）
（目標990千人
：実績839千人）

（一社）北杜市観光協会が主体とな
り、組織の会員である観光事業者等
から情報を収集し、観光協会ホーム
ページの更新や、観光キャンペーン
などを行いました。SNSへの投稿な
ど、行政では行き届かない専門的な
手法により誘客に取り組むことがで
きました。

Ａ ③

257 5
八ヶ岳観光圏
支援事業

観光客（来訪者）

観光客の来訪及び滞在の促進を図
る。

観光誘客のために実施している八ヶ
岳観光圏の各種事業（小淵沢ホース
ショー、明野サンフラワーフェス等）を
支援する。

20,915

・合意形成を図った回
数
（目標10回：実績10回）
・観光客入込客数
（目標4,200千人
：実績3,980千人）
・宿泊者数（峡北圏域）
（目標990千人
：実績839千人）

平成29年度、観光圏整備法の新た
な基本方針に基づき、訪日外国人旅
行者に対し、2泊3日の周遊滞在プロ
グラムの造成、磨き上げ、効果測定
等、国内外の来訪者への更なる受入
が可能となりました。これにより、圏
域の取り組みの基本方針を定める
「八ヶ岳観光圏整備計画（平成30年
～34年度）」を作成し国土交通大臣
に申請を行いました。

Ａ ②

八ヶ岳観光圏整備計画に基づき、実施主
体（一社）八ヶ岳ツーリズムマネジメント
のノウハウを活かし、インバウンド対策に
取り組むことにより、観光客の増加に繋
げます。

観光キャンペーンを行う際、アンケート調
査を行い、北杜市の認知度やキャンペー
ンの効果を図り、アンケートをもとに次回
のキャンペーン実施を行います。また観
光協会と連携するために定期的に情報
交換を行います。

観光客及び供給側のニーズを把握して
いる(一社）北杜市観光協会と役割分担
するために、今後、定期的な情報交換を
行います。

観光課

施設の老朽化に伴い、より一層のサービ
ス向上が必要となります。利用者の幅広
いニーズに応えられるよう指定管理者と
協議を行い、改善を図ります。

利用者が少しでも安全安心な思いで登山
を満喫することができること及び観光地と
しての誘客を目的としてＰＲしていきたい
中で、登山道や遊歩道における危険箇
所の整備を有識者や専門家等の意見を
取り入れ、利用者の安全が確保できる施
設整備を行っていきます。
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258 6

南アルプスユ
ネ ス コ エ コ
パーク推進事
業

・南アルプス (動植
物)
・市民(県民、国民)

南アルプスユネスコエコパークにお
いて、自然環境と社会経済とが共生
できる地域づくりを推進する。

南アルプスは、平成26年6月にユネ
スコエコパークに登録され、「北杜市
南アルプスユネスコエコパーク地域
連絡会」を設立し、環境、文化・教
育、ブランド、ツーリズムの4部会で
組織している。地域連絡会が主体と
なって事業を実施し、自然環境を保
全、利活用し、自然との共生を図り
「魅力あるまちづくり」を目指す。

8,490

・地域連絡会の会議出
席者数
（目標20人：実績17人）
・地域連絡会の実施事
業数
（目標8事業
：実績15事業）

北杜市南アルプスユネスコエコパー
ク地域連絡会の中で構成している４
つの部会が互いに連携を取りながら
事業の立案、展開ができるよう調整
を図りました。市民向けアンケートを
実施したことにより、市民の認知度
や興味を知ることが出来ました。結
果を精査し、以後の活動の指標とし
ます。

Ａ ②

259 7

世 界 に 誇 る
「水の山」北杜
ブ ラ ン ド 推 進
事業

市民（県民、国民）

水資源のブランド化を図り、本市の
水資源の優位性とその価値を高める
ことにより、観光入込客の増加を促
し、地域経済の活性化を図る。

次世代を担う子どもたちを記者とし
て、北杜市の観光スポットやそこに
住む方たちを取材し、水の山の優位
性や価値を学び、新聞等を通じて県
内外に情報を発信するほか、水の山
ウィーク企業連携事業、シナリオコン
クール実施事業、北杜「水の山」映像
祭事業などにより市内外に「水の山」
北杜をPRする。

16,333

・観光客入込客数
（目標4,200千人
：実績3,980千人）
・市民の認知度
（目標35%：実績33%）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

260 8
観 光 イ ベ ン ト
支援事業

市民及び観光客

観光客の誘客を図り、地域の活性化
につなげる。

ポールラッシュ祭、八ケ岳フェスティ
バル、稲絵アートフェスティバルなど
各実行委員会等に負担金等を支出
して、事業の支援を行う。

8,068

・参加者数
（目標285千人
：実績185千人）

一部イベントを八ヶ岳観光圏の広域
周遊観光促進のための新たな観光
地域支援事業として実施しました。

Ａ ⑤

261 9
北杜市観光協
会補助金

北杜市観光協会

市内に訪れる観光客のため観光協
会の受入体制を整備し、市内の観光
業の発展を図る。

観光協会の運営費を支援する。

4,000

・観光客入込客数
（目標4,200千人
：実績3,980千人）
・宿泊者数（峡北圏域）
（目標990千人
：実績839千人）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

262 10
観光地域おこ
し協力隊事業

隊員、北杜市

隊員本人が市に定住、定着し、隊員
には市の観光振興の推進と地域の
魅力発信につながるための企画提
案をしてもらう。

市の観光関連団体（北杜市観光協
会・八ヶ岳観光圏・南アルプスユネス
コエコパーク地域連絡会・清里観光
振興）への事務や事業を支援しなが
ら、地域住民との交流を深め、地域
の活性化や情報発信などに企画提
案を行ってもらう。

12,219

・地域おこし協力隊員数
（目標5人：実績4人）
・協力隊終了後の定着
者数（実績1人）

地域おこし協力隊員の技術や見識を
活かし、市内に登山口がある山岳
ルートマップを作成し、登山愛好家へ
の紹介や問合せ対応に活用しまし
た。また、地域の方々と資源を有効
利用するための環境保全及び啓発
活動、登山道の整備を行いました。

Ａ ③

① 0 ⑤ 2

② 2 ⑥ 0

③ 6 ⑦ 0

④ 0 合計 10

関係10市町村と連携して、ユネスコエコ
パークの理念に基づく活動を推進してい
きます。また、受け入れ体制や観光施設
の整備を計画的に実施します。
なお、環境省や文部科学省、山梨県など
の関係機関からの支援、協力体制の強
化を働きかけていきます。

定期的な打ち合わせ会を計画し、実施し
ます。

地域おこし協力隊員に対して、セミナーな
どスキルアップを図れる機会を設けま
す。
任期終了に際し、北杜市雇用創造協議
会と連携を図り就業・定住につなげます。
また、隊員が気軽に相談できる機会及び
相互に情報共有できる機会を作っていき
ます。

引き続き、水の山ブランドの推進に向け、
情報発信、コンクールグランプリ作品の
映像化とその映像を活用したPR、さらに
は小中学生を記者として「水の山」の魅
力を発信する新聞等を制作・発行しま
す。
市民の目に留まる機会が多い、交通安
全の反射材やランドセルカバーなどへ
「水の山」キャラクターを活用し認知度を
高めます。

自主財源の確保と補助金に頼らない運
営を検討していきます。

今後の方向性についての集計（観光課）　　　　単位：件
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263 1

八ヶ岳リゾート
ア ウ ト レ ッ ト
モール施設管
理事業

地元地権者
八ヶ岳リゾートアウト
レット

地元地権者から借り受けている土地
及び市有財産建物をアウトレットに
貸し付け、当施設への買物客・観光
客の誘客により地域活性化を図る。

地元地権者から借り受けている土地
について、土地賃貸借契約書に基づ
きアウトレットに貸し付ける。また市
有建物について、市有財産賃貸借契
約に基づきアウトレットに貸し付ける
とともに、必要に応じ修繕を行う。

14,144

・年間来場者数
（目標1,000千人
：実績1,082千人）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

264 2
経営改善普及
指導事業費補
助金

市内商工業者

商工業者の経営、技術等の改善を
指導することにより、市内商工業者
の経営安定を図るとともに地域産業
の振興を図る。

経営指導員による経営改善普及指
導事業を支援するため、北杜市商工
会に補助金を交付する。

26,474

・経営指導事業所数(巡
回)
（目標800件
：実績1,034件）
・経営指導事業所数(窓
口)
（目標1,200件
：実績1,451件）
・創業指導事業所数
（目標20件：実績70件）

小規模事業者は経済情勢の影響を
受けやすく、様々な経営的課題に直
面するため、課題解決には商工会の
経営指導員による経営相談や経営
指導が有効であるため、商工会へ補
助金を交付し、窓口・巡回指導等を
行いました。 Ａ ③

265 3
商工業振興支
援事業費補助
金

市内商工業者（小規
模事業者）

商工業者の振興と活性化を図ること
を目的に、地域商工業の総合的改
善を図る事業を支援する。

市内商工業者向けに商工振興事業
を実施している北杜市商工会及び商
工団体等に助成する。

5,012

・研修・講習会の参加者
数
（目標100人：実績428
人）
・専門家等による個別
指導事業所数
（目標20件：実績35件）
・産業展等への参加事
業所数
（目標15件：実績10件）

小規模事業者の従業員の知識やス
キルの向上により事業者の発展を図
るため、人材育成ニーズを把握し、
研修・資格取得受講費用を助成しま
した。

Ａ ③

266 4

小規模企業者
経営改善利子
補給事業費補
助金

市内小規模商工業
者

市内小規模商工業者の経営安定を
図る

小規模商工業者の経営安定のため
に特定の融資を受けた場合に、市の
利子補給制度により利子の一部を補
助する。

18,566

・小規模商工業者経営
改善利子補給額
（目標22,350千円
：実績18,566千円）

小規模企業者（常時雇用する従業員
の数が20人以下（商業又はサービス
業を主たる事業とする事業者にあっ
ては、5人以下））を支援対象としてい
た制度を見直し、29年10月から、小
規模商工業者（常時雇用する従業員
の数が50人以下（商業又はサービス
業を主たる事業とする事業者にあっ
ては、20人以下））に拡充して支援す
る制度に改正しました。

Ａ ③

財政基盤が脆弱な小規模商工業者を支
援する有効な制度でありますが、多額の
財政負担を伴う事業であるため、商工業
者にとってより有益な制度となるよう努め
ます。

多様化する経営課題等に直面している小
規模事業者に対し、的確な経営指導等を
行うため、商工会とともに支援ニーズの
把握に努めます。

買物客の安全を確保するためには、老朽
化した施設の安全点検を行うとともに、修
繕などの維持管理に努めます。

商工・食農課

小規模企業者が競争力向上と経営基盤
の強化を目的に取り組む人材育成事業
などの中には、雇用創造協議会が行う各
種セミナーなどで支援できる事業もあるこ
とから、小規模事業者のニーズを踏ま
え、雇用創造協議会と連携して支援して
いきます。
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267 5
商店街活性化
事業費補助金

施設利用者

商店街にある施設を適正に管理する
ことによって、施設利用者の利便性
の確保と商店街への誘客を図る。

長坂商店街活性化施設である「おい
でや」について、施設利用者が安全
に利用できるよう管理するとともに、
施設が有効に活用されるよう商工会
に運営費を補助する。
長坂商店街内の多目的広場である
「まちなか公園」について、施設利用
者が安全に利用できるよう管理を行
う。

3,879

・長坂商店街活性化施
設の催事回数
（目標300回
：実績341回）
・長坂まちなか公園の
催事回数
（目標5回：実績6回）
・長坂商店街活性化施
設の施設利用者数
（目標5,300人
：実績5,705人）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

268 6
販路開拓支援
事業費補助金

市内商工業者

市内商工業者が行う販路拡大事業
を支援することで、商工業者の経営
基盤の強化を図る。

商工業者等が技術や製品を展示し、
又は商談を行う展示会等に出展する
経費の一部を補助する。

1,885

・展示商談会への出展
企業件数
（目標10件：実績12件）
・海外展示商談会への
出展による商談件数
（目標150件
：実績190件）
・海外展示商談会への
出展による契約成立件
数
（目標5件：実績7件）

今年度から事務事業評価の対象事
業となったため、該当ありません。

Ａ ③

269 7
創業促進支援
事業

市内で創業する者

本市における創業を促進し、雇用の
創出、移住定住人口の増加及び地
域経済の活性化を図る。

市内で創業する事業者の事業拠点
費など初期投資費用の一部を補助
することで、本市における創業を促
進する。

7,115

・創業希望者の相談件
数
（目標20件：実績21件）
・市単独補助金制度に
よる支援者数
（目標9人：実績9人）
・創業件数
（目標16件：実績18件）

今年度から事務事業評価の対象事
業となったため、該当ありません。

Ａ ②

270 8
企業誘致・立
地活動推進事
業

・市内で新たな企業
投資を行う企業
・製造業等の立地事
業を行う者

企業立地を促進し、雇用機会の拡大
を図ることにより、地域産業の振興
及び市民生活の安定を図る。

・市内で新たに設備投資を行う企業
に対し、固定資産税の課税免除措置
を講ずる。
・企業立地、企業投資を実施する際
の手続き等について、企業負担の軽
減を図るために支援する。
・企業動向や事業用地などについ
て、情報の取得や発信に努める。
・産業立地事業費助成金交付要綱に
より、県の補助制度と併せて市内に
立地した企業へ助成する。

10,652

・指定事業所の件数
（目標1件：実績4件）
・助成金の交付件数
（目標1件：実績1件）

企業ニーズに適合する立地用地の
情報を早く提供できるよう用地情報
の収集を積極的に行いました。ま
た、企業動向に関する情報をいち早
く取得するため、企業誘致イベント等
へ参加しました。

Ａ ③

271 9
高齢者雇用対
策事業

地域高齢者

地域高齢者の雇用機会の拡大と安
定を図る。

地域高齢者の就労を斡旋する公益
社団法人峡北広域シルバー人材セ
ンターの運営を支援する。

9,023

・シルバー人材センター
登録者数
（目標500人
：実績508人）
・シルバｰ人材センター
受託件数
（目標3,360件
：実績3,472件）

団塊世代の高齢者や移住者など豊
富な経験を持った高齢者が増加して
いるため、国の実践型地域雇用創造
事業と連携し、シニア世代の人材の
活躍支援に取り組みました。

Ａ ③

長坂商店街活性化施設「おいでや」につ
いては、老朽化しているため計画的な管
理を行います。

中小企業者の海外展開を促進するため、
ジェトロ等と連携して相談会を開催し、支
援対象となる中小企業者の掘り起こしを
行います。

北杜市商工会や各金融機関などで構成
している「北杜市創業支援ネットワーク」
により、創業後の経営状況等に関するモ
ニタリングなどを実施し、伴走型で支援し
ます。

企業立地用地基礎調査を行い、市内に
立地しようとする企業に対し、企業立地
用地の基礎情報を提供することにより、
本市への企業立地を促進します。

高齢者の働く場を安定的に提供できるよ
うな体制づくりをシルバー人材センターに
求めていきます。多様化するニーズに対
応し、かつ高齢者のノウハウを活用でき
るような機会の創出に努めます。
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272 10
定住促進就職
祝金支給事業
費補助金

北杜市に居住する
市内就職者

市内への若者の定住を促すととも
に、市内商工業の雇用の安定と活性
化を図る。

市内に定住することを前提に、市内
企業に就職した若者に祝金を支給す
る。 130

・就職祝金の支給人数
（目標14人：実績5人）

移住・定住人口の増加を図るため、
市ホームページや県Ｕ・Ｉターンポー
タルサイト等を活用して制度をＰＲし
ました。

Ｃ ③

273 11

就労支援賃貸
住宅等建設促
進事業費補助
金

賃貸住宅等建設事
業者

就労者が入居するための賃貸住宅
等の建設を促進することで、就労者
等の住環境の向上及び移住定住人
口の増加を図る。

市内に就労者が入居するための賃
貸住宅や社員寮を建設する者に対し
て、建設費の一部を補助する。 20,100

・賃貸住宅等建設戸数
（目標40戸：実績47戸）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

274 12
企業と求職者
の マ ッ チ ン グ
機会創出事業

・求職者
・求人を行う市内事
業者等

・新規学卒者等求職者の市内事業
所への就業を促進する。
・市内事業所等において優秀な人材
を採用する場を提供する。

就業機会の創出及び雇用のマッチン
グを図るため、「北杜市就職ガイダン
ス」を開催する。

2,610

・就職ガイダンスの参加
求職者数
（目標170人：実績210
人）
・就職ガイダンスの参加
事業所数
（目標80社：実績95社）
・採用内定者数
（目標20人：実績26人）

市内企業の人手不足を解消するた
め、北杜市内で２回実施するほか、
甲府や東京においても実施した。ま
た、女性の活躍を支援するため「就
活女子会」を開催し、北杜で働く魅力
を発信し、女性の活躍を支援する事
業に取り組みました。

Ａ ③

275 13
教育ファーム
事業

保育園児、小学生

作物を育てるところから食べるところ
まで一貫した農業体験によって、自
然への恩恵や食に係る人々への感
謝の念を深め、また、農産物の「旬」
や季節の移り変わりなどを感じること
などにより、食や農への関心を高
め、健康で、心豊かな子どもの成長
につなげる。

生産者の指導を受けながら、水稲・
野菜・大豆の栽培から収穫までの作
業及び調理を行う。
○小学生教育ファーム：日本一おい
しいお米づくり事業、すがたをかえる
大豆づくり(希望校との原っぱ教育連
携事業)
○保育園教育ファーム：市立保育園
内の畑等で地元の農家の指導により
野菜づくりなどを行う。

2,036

・小学生対象教育ファー
ム(お米づくり)参加者数
（目標30人：実績16人）
・小学生対象教育ファー
ム(大豆づくり)実施校数
（目標11校：実績11校）
・保育園対象教育ファー
ム実施園数
（目標14園：実績14園）

保育園教育ファームについては、よ
り効率的な実施体制による食育事業
となるよう、保育園や保育士、指導農
家と役割や関わり方などの検討並び
に見直しを行いました。
小学校教育ファームについては、事
業が効率的に進められるよう学校や
指導農家、市が連携して取り組みま
した。

Ａ ③

276 14
地産地消推進
事業

・北杜市内に住所を
有する店舗等
・学校給食

北杜市産品の生産振興・消費拡大を
図るとともに、学校給食等における
地産地消の促進に向けて、関係者等
との連携した取り組みを推進する。

○エコひいき地産地消協力店登録事
業：北杜市産品を取扱い、環境に配
慮した店舗を登録し市内外にPRし、
市産品の生産振興・消費拡大を図
る。○地域に根ざした学校給食：学
校給食課と連携し、積極的に北杜市
産食材を使用する。関係者と交流を
図る。○地産地消商品棚設置事業：
エコひいき店に棚を貸出し、北杜市
産品の消費拡大を図る。

2,446

・エコひいき地産地消協
力店登録店舗数
（目標85件：実績56件）
・地産地消棚設置台数
(累計)
（目標28台：実績29台）
・学校給食における地
元食材を使用する割合
（目標45.0%：実績40.5%）

関係機関や団体などとの連携を深
め、制度の周知や広域的なPRを行う
とともに、登録店についての情報発
信を強化するため、市の広報を活用
してPRを行いました。

Ａ ③

277 15
八ヶ岳定住自
立圏農林産物
販売連携会議

北杜市・富士見町・
原村の農産物直売
所

圏域の特産品やイベント情報の共同
発信により、集客を図るとともに販売
促進に繋げる。

圏域に所在する道の駅・直売所及び
圏域市町村で構成する連携会議を
開催し、特産品情報の共有・発信や
食のイベントの共同開催を通じて、
相互連携を深める。

6

・連絡会開催数
（目標1回：実績2回）

今年度から、事務事業の評価対象と
なったため、該当はありません。

Ａ ③

他の制度と併せて、総合的な検討を行い
ます。

保育園教育ファームの実施については、
指導農家並びに保育園との協議を進め、
平成30年度より保育園と指導農家が主
体となって事業を実施します。
小学校教育ファームにおいても、学校と
指導農家が主体となって実施できないか
検討します。

圏域市町村の職員と施設管理者による
打合せを開催し、互いに情報を共有して
いきます。

就職ガイダンスをよりマッチングの効果が
高い事業とするため、これまでに開催し
た就職ガイダンスのアンケート結果によ
り、ニーズを把握するとともに、より効果
的な開催時期と開催場所を検討します。

賃貸住宅等の建設をさらに促進するた
め、住宅メーカーや金融機関などと連携
し、補助制度の周知に努めます。

制度や事業の認知度を上げるため、市
ホームページ、CATV並びに広報紙等に
より積極的に情報を発信するとともに、補
助制度を活用して地産地消店を紹介する
リーフレットを作成し周知していきます。
また、学校給食については、フードバレー
事業により、学校給食の地元産農産物の
使用率が向上するよう協議会と連携して
取組んでいきます。



課別事務事業評価一覧

対象
（誰を 何を）

目的
（どういう状態にしたいのか）

課
別
№

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

事務事業名
方
向
性

改革案と実行計画No.
事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

278 16
地産地消関連
施設管理事業

道の駅、直売所

北杜市産の農産物等の直売を通し
て、消費者と地域農業者との交流を
深めるとともに、地域に密着した農業
振興、農家活性化及び地産地消の
推進を図る。

○北杜市産農産物等の提供
○施設利用者からの苦情対応と改
善指導、施設修繕等の計画と実施
○普通財産化への移行施設の見極
めと今後の対応
○老朽化施設の方向性の検討

29,742

・道の駅及び直売所施
設の利用者数
（目標1,150,000人
：実績1,130,855人）

道の駅こぶちさわにおける売場面積
の拡充を図るため、施設新設等の検
討を行いました。平成30年度で新築
工事を実施する予定です。 Ａ ③

279 17
北の 杜フード
バレープロジェ
クト事業

個人農家、農業法
人、新規就農者、集
落営農組織、観光
所事業者など、「農」
と「食」に携わる市内
関係者

「農」と「食」に携わる市内関係者によ
る地域運営ネットワークを構築し、農
観連携等新たな事業展開により、地
域産業の振興を図る。

○市内の「食」と「農」に携わる関係
者による横断的な地域運営ネット
ワーク（協働体制）を構築することに
より、販路の拡大や新産業の創出、
都市と農村の交流促進等、新しい事
業展開への取組を市全体で推進して
いく。
○地域再生計画の認定により事業
費は、地方創生応援税制を活用して
実施する。

1,937

・参加会員数
（目標100人
：実績105人）

今年度から、事務事業の評価対象と
なったため、該当はありません。

Ａ ③

280 18 キッチン事業
公立14保育園・私立
2保育園の年長児親
子、市内小・中学生

五感を使った食事作りを体験し、食
への関心を培う。心身の発達には食
事が必要不可欠であることを知って
もらう。保護者には普段何気なく食べ
ている食事の大切さを改めて感じて
もらい、家族の健康を振り返るきっか
けにしてもらう。

◯保育園親子食育
食生活改善推進員の協力のもと、地
産地消を基本に食材を利用し、子ど
もが主体となり調理実習を行う。
◯おはよう朝ごはんコンテスト
小・中学生に朝ごはんを毎日欠かさ
ず食べることの啓発活動として料理
コンテストを実施する。
○一般向け食育・地産地消
日本の伝統文化の普及と継承、地元
の農産物のPRと地産地消の推進を
図る。

548

・実施保育園数
（目標16園：実績14園）
・「手前みそづくり教室」
参加者数
（目標32人：実績32人）
・年長児親子の参加率
（目標97%：実績90.9%）
・おはよう朝ごはんコン
テスト応募者数
（目標351人：実績240
人）

親子食育教室は、時間内に調理が
実施できるよう備品等を色分けし、子
どもにも分かりやすい工夫をしまし
た。朝ごはんコンテストは、食の大切
さを知ってもらうため、参加対象を中
学生から小学校5・6年生にまで拡大
し事業を実施しました。

Ａ ③

① 0 ⑤ 0

② 1 ⑥ 0

③ 17 ⑦ 0

④ 0 合計 18

① 0 ⑤ 3

② 9 ⑥ 0

③ 53 ⑦ 2

④ 0 合計 67

今後の方向性についての集計（商工・食農課）　　　　単位：件

今後の方向性についての集計（産業観光部）　　　　単位：件

施設や備品の状況を確認し、老朽化によ
り更新が必要な場合は計画的に入替を
行います。
当初の設置目的を達成した施設につい
ては、民間への譲渡などが可能であるか
検討を行っていきます。

親子食育教室の取組を家庭でも継続的
に実施できるよう、献立や調理法を見直
し、よりニーズにあった事業となるよう配
慮します。
朝ごはんコンテストにおいては、応募者
が増えるよう校長会を通じて事業を周知
していきます。

市内の農業や観光事業者等会員が積極
的に参加できるよう情報の共有に努め、
連携して取組める体制づくりを進めてい
きます。



課別事務事業評価一覧

281 1
土地利用審議
会開催事業

市内で、主に建築物
を建設する目的で行
う土地の区画形質
の変更を行おうとし
ている行為を対象と
する。

法令等により、適正な工事を施工さ
せ、周辺地域における災害等の抑止
と安全安心な生活環境を保全する。

3000㎡以上の開発行為について、周
辺地域に影響を及ぼさないよう適正
な工事を施工させるため土地利用審
議会委員が、審議を行い市長に答申
する。

281

・土地利用審議会開催
数
（実績4件）

不動産業者だけでなく、建築を予定
している方など、北杜市に土地を所
有している市内外の方から、土地の
転売や活用について問合せが多数
ある中で、実際にまちづくり条例に該
当する案件について条例にのっとり
審査を行いました。

Ａ ③

282 2
地下水観測第
三者評価事業

白州地内で地下水
を採取する企業及
び北杜市で組織す
る北杜市白州町地
下水保全・利用対策
協議会

同協議会が共同管理する地下水観
測井戸の継続的なモニタリング事業
の信頼性を高めることを目的とする。

南アルプスユネスコエコパーク推進
事業の一環として、地質学の専門的
な知識がある方にモニタリング事業
で得られた地下水観測データを調べ
ていただき、内容の妥当性について
評価いただき報告会を実施する。 350

・市民への周知
（目標1回：実績1回）

年度終了後に各企業からいただく揚
水量データ、観測井戸データ、気象
データを総合的に判断し報告しまし
た。
市民への周知については、南アルプ
スユネスコエコパークの取組と連携
して市民へ地下水の仕組み等を分
かりやすい方法で紹介することを検
討しました。

Ａ ③

283 3
み ず き タ ウ ン
分譲事業

市内に生活拠点を
求めている方

宅地分譲を実施する中で、安心安全
の生活環境を提供することにより、
定住人口の増加と地域の活性化を
図ることを目的とする。

募集区画の管理と継続的な周知に
よって、販売を促進する。また、地価
の動向を鑑み、必要に応じて不動産
鑑定を実施し、販売価格の適正化を
図る。

5,485

・分譲地販売区画
（目標2区画
：実績1区画）

販促活動として、市内と近隣市外の
集合住宅へのポスティングを行い、
子育て支援課、地域課とも連携し、
子育て世代への周知を継続的に行
いました。その結果、市外からの子
育て世代が分譲地を購入いたしまし
た。継続的な販促活動が効果があっ
たものと思われます。
残り１区画についても売却予定で
す。

Ａ ⑦

284 4
まちづくり計画
推進事業

北杜市全域

北杜市が安全で、美しく、心豊かに
暮らせる場となることを確保するた
め、市民、事業者、行政の協働によ
るまちづくりを推進する。

市民、事業者及び行政の相互の信
頼、理解及び協力の下、公正で透明
な手続きの中で情報を共有し、良識
に基づいてそれぞれの責任を担いな
がら土地利用の形成を図るため、北
杜市まちづくり条例に基づき、建築行
為等の規制・誘導を行う。

5,841

・建築物の形態等の基
準への適合率
（目標100%：実績100%）
・建築計画届出等審査
（実績612件）

まちづくり条例の施行後、建築行為
に関する業務は適正に実施されてお
り、健全な土地利用が進められてき
ています。

Ａ ③

285 5
小淵沢駅舎駅
前広場管理事
業

小淵沢合築駅舎（交
流施設等）及び駅前
広場利用者

小淵沢駅を利用する市民、観光客等
の利便性の向上及び小淵沢駅前の
安全かつ円滑な交通の確保を図る。

小淵沢駅を利用する市民、観光客等
の利便性の向上及び小淵沢駅前の
安全かつ円滑な交通の確保を図る
ため、小淵沢合築駅舎（交流施設等)
及び駅前広場の維持管理を行う。 2,839

・駅前広場交通警備業
務実施回数（実績18回）
・駅舎清掃・除草業務実
施回数（実績266日）
・維持管理に対する要
望件数（実績3件）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

利用者からの意見などを参考に、より安
全かつ円滑に、また利用しやすい駅とな
るよう対応していきます。

課
別
№

目的
（どういう状態にしたいのか）

No.
事業費
（千円）

対象
（誰を 何を）

まちづくり推進課

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

北杜市発展のため、有効的に土地利用
ができるよう慎重に審議を行います。

評
価

事業で得られた成果を周知する機会を作
ることと、周知の方法を検討していきま
す。

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

改革案と実行計画

分譲した宅地は全て売却済となったた
め、事業を終了します。

事務事業名

まちづくり計画及びまちづくり条例の周知
徹底と適切な指導を行っていきます。

指標
（活動指標・成果指標）



課別事務事業評価一覧

課
別
№

目的
（どういう状態にしたいのか）

No.
事業費
（千円）

対象
（誰を 何を）

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

改革案と実行計画事務事業名
指標

（活動指標・成果指標）

286 6
景観計画推進
事業

北杜市全域

行政と市民の協働によるまちづくりを
推進し、本市のかけがえのない美し
い風景に誇りと愛着をもち、次代に
引き継ぐ。

山岳・眺望景観の形成、自然景観の
形成、里山・農村景観の形成、歴史・
文化的景観の形成、観光リゾート地
域の景観形成、暮らしの景観の形成
等の良好な景観形成を推進するた
め、一定のルールを定め、建築物及
び工作物等の新築等の行為を規制・
誘導する。 57

・景観区域内行為届出
審査（全数）
（実績250件）
・景観区域内行為届出
審査（事業用太陽光発
電施設）（実績64件）
・景観条例景観形成基
準への適合率（全数）
（目標100%：実績100%）
・景観条例景観形成基
準への適合率（事業用
太陽光発電施設）
（目標100%：実績100%）

平成28年2月に北杜市景観計画を変
更、平成28年6月1日から北杜市景
観条例を一部改正したことから、10
キロワット以上の事業用太陽光発電
施設（建築物へ設置するものは除く）
を届出対象行為として追加し、太陽
光発電設備の新設時には景観形成
基準を遵守するよう指導を行いまし
た。

Ａ ③

287 7
屋外広告物対
策事業

民間事業者、個人
等が設置又は表示
する屋外広告物

屋外広告物の設置又は表示につい
て規制を行い、良好な景観を形成
し、若しくは風致を維持し、又は公衆
に対する危害を防止する。

山梨県から事務移譲を受けた山梨
県屋外広告物条例に基づく屋外広
告物対策事業の実施及び巡回監視
業務（シルバー人材センターに委託）
により違反広告物の監視、指導及び
簡易な物件の除去等を行う。 691

・違反屋外広告物の是
正指導件数（実績444
件）
・巡回監視（延べ人数）
（目標90人：実績90人）
・違反広告物適正化率
（目標60%：実績56%）

山梨県屋外広告物条例の周知のた
め、広報紙に記事を掲載するととも
に、屋外広告の日には周知用チラシ
を配布しました。また、まちづくり条例
又は景観条例に基づく届出等の機
会を捉えて、パンフレットの配布及び
説明を行いました。

Ａ ③

288 8
空き家等対策
事業

空き家等（建築物又
はこれに附属する工
作物であって居住そ
の他の使用がなさ
れていないことが常
態であるもの及びそ
の敷地（立木その他
の土地に定着するも
のを含む））

適切に管理されていない空き家等
が、防災、衛生、景観等の地域住民
の生活環境に深刻な影響を及ぼさな
いようにする。

北杜市空き家等対策計画に基づく空
き家等に関する対策の実施その他
の空き家等に関する必要な措置を適
切に講ずる。

7,373

・苦情に対する対応割
合
（目標100%：実績100%）
・空き家所有者等への
指導数（実績13件）
・空き家数（Ｄランクに該
当する空き家）
（目標80件：実績80件）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

① 0 ⑤ 0

② 0 ⑥ 0

③ 7 ⑦ 1

④ 0 合計 8

今後の方向性についての集計（まちづくり推進課）　　　　単位：件

空き家所有者等の管理意識の醸成や相
続登記の重要性を認知してもらうため、
あらゆる機会を通じて周知活動を進めま
す。
また、制度上の課題は、空家等対策の推
進に関する特別措置法に施行５年経過
後に検討する旨の規定があることから、
国等へ改善の要望を行います。

山梨県屋外広告物条例の認知向上をさ
せるため、引き続き、あらゆる機会を通じ
た周知活動を進めます。
また、確認作業を引き続き行い、これまで
実施してきた口頭指導、文書指導を継続
的に進め、県と連携を図りながら違反
シールの貼付を検討するなど、指導を強
化します。

引き続き、届出書類と施工結果に相違が
ないか確認を行うとともに、太陽光発電
設備の新設時には景観形成基準を遵守
するよう周知に努めます。
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課
別
№

目的
（どういう状態にしたいのか）

No.
事業費
（千円）

対象
（誰を 何を）

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
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性

改革案と実行計画事務事業名
指標

（活動指標・成果指標）

289 1
市営住宅維持
管理事業

低額所得者、高齢
者及び障害者等の
住宅に困窮している
者。また、共稼ぎ世
帯などの中堅所得
者や子育て世帯及
び市内事業所に勤
務し、住宅に困窮し
ている者

健康で文化的な生活を営むに足りる
住宅を整備し、これを真に住宅に困
窮している者に対して低廉な家賃で
賃貸し、生活の安定と社会福祉の増
進に寄与する。

市営住宅の維持管理を適正かつ合
理的に実施するため次の事務を行
う。①計画的に修繕、環境整備をし
て居住の安定を図る。②空室の状況
をＨＰに掲載して入居率の向上に努
める。③住宅使用料の滞納者への
取組を更に強化し収納率の向上に
努める。④収入申告を適切に実施
し、家賃を適正に設定する。収入超
過者、高額所得者への対応を適切
に行う。

70,714

・公営住宅入居戸数
（目標691戸
：実績680戸）
・公営住宅以外の入居
戸数
（目標520戸
：実績499戸）
・政策空き家戸数
（目標184戸
：実績184戸）

設備等の小規模修繕を通報後速や
かに対応し良質な住宅の供給に努
めました。これらの費用は住宅使用
料を充当することから、公平性の面
を高めるため収納率向上に向けた事
務に努めました。その効果が収納率
98.1％と前年度比0.8ポイントの向上
へ繋がりました。 Ａ ③

290 2
移住促進お試
し住宅事業

市に移住定住を検
討し、本市総合戦略
及び定住促進計画
に掲げる移住定住
施策等に参加する
者。

市の魅力を体験、体感する機会を提
供することで、移住定住を促進させ
る。

定住促進を図るため、移住希望者
に、お試し住宅として市営住宅を短
期間使用できるように提供する。

200

・利用件数（延べ）
（実績59世帯）
・利用日数（延べ）
（実績334日）
・利用者の移住世帯数
（延べ）
（実績18世帯）

今年度より、事務事業評価の対象事
業となったため、該当ありません。

Ａ ③

291 3
市営住宅等改
修事業

市営住宅等

建物の耐震化などの改修工事を行
い、建物の長寿命化を図る。

「市営住宅総合活用計画・長寿命化
計画」に基づき、市営住宅の改修を
実施している。
定期的な点検を実施して適切な時期
に予防保全的な改修及び耐久性の
向上を実施することで、施設・建物の
長寿命化が図られ入居者の安全性
確保及びコストの削減が可能とな
る。

20,854

・市営住宅改修事業
（目標2棟：実績2棟）

北杜市営住宅総合活用計画・長寿
命化計画に基づく整備順位により、
下笹尾団地の改修を実施しました。

Ａ ③

292 4
市営住宅解体
事業

「北杜市営住宅総合
活用計画・長寿命化
計画」で用途廃止と
位置づけ、その後に
入居者が、移転もし
くは退去した市営住
宅

用途廃止後に解体を行う。 対象となる木造戸建住宅において、
入居者の退去後直ちに解体を行う。

6,570

・市営住宅解体数
（目標10戸：実績7戸）

入居者が退去した市営住宅につい
て、平成29年度は、木造戸建て住宅
3戸、簡易耐火平屋住宅4戸の解体
を実施しました。

Ａ ③

293 5
木造住宅耐震
化支援事業

建築基準法(耐震関
係)が改正された昭
和56年5月31日以前
に着工、市内に住所
を有する個人が所
有する木造在来軸
組工法の住宅

地震発生時における木造住宅の倒
壊等による災害を防止するため、住
宅の所有者に対して耐震基準を満た
すための改修を促進する。

住宅の所有者に対して、市が実施す
る耐震診断を受診し、耐震性の有無
を確認していただく。診断の結果、耐
震性が不足している場合（総合評点
0.7未満）は、耐震改修を行うよう促
す。

495

・耐震診断事業
（目標55戸：実績11戸）

耐震診断の受診率向上のために
は、周知活動が重要であるため、
県、建築士協会とともに耐震啓発
ローラー作戦を実施し、40件を戸別
訪問しました。
また、あわせて市の広報においても
周知を行いました。

Ａ ③

ホームページの修正・入退去事務の改善
や効率化を行い、更なる利用者の増加に
努めます。また、職員の負担となる清掃
等の業務を、利用者に実施していただく
よう徹底させます。

良質な市営住宅の供給を行うため、施設
の老朽化に対応した計画的な修繕・環境
整備を実施します。また、残高不足など
により住宅使用料の口座振替ができな
かった場合の再振替、納付書によるコン
ビニ納付を実施して、納入者の利便性を
図り、収納率の向上に努めます。
小規模修繕などは入居者からの通報後
速やかに対応し良質な住宅の供給に努
めた。財源となる住宅使用料(家賃)の収
納率向上のための業務をきめ細かく行
い、これまで以上に収納課等との庁内の
情報連携を高め収納率の向上に努めま
す。

すべての入居者が期限までに退去するこ
とは、住み替え等の事情により困難であ
るため、個別訪問を行い可能な限り意向
に添った入居替えに繋げていきます。

これまでと同様に、広報などによる周知
活動や関係機関との連携による戸別訪
問を実施していきます。

国の補助制度や起債等を有効的に活用
し、計画に沿った事業を行います。また、
建物の劣化状況に応じた改修方法や施
工範囲の検討を行い、それぞれの住宅
に適した改修内容を具体的に決定してい
きます。日頃から、それぞれの住宅を目
視により確認し、入居者の安全の確保に
努めます。また、所要額の適正確保のた
め、安定した国庫支出金の交付を行って
もらえるように要望を行っていきます。

住宅課
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294 6
木造住宅耐震
化支援事業費
補助金

建築基準法（耐震関
係）が改正された昭
和56年5月31日以前
に着工、市内に住所
を有する個人が所
有する木造在来軸
組工法の住宅

地震発生時における木造住宅の倒
壊等による災害を防止するため、住
宅の所有者に対して耐震基準を満た
すための改修を促進する。

耐震診断の結果、耐震性が不足して
いる住宅の耐震化を促進するため、
耐震設計、耐震改修に係る費用の
一部を助成することにより、耐震基
準を満たすための改修を促す。

3,300

・耐震設計実施家屋（木
造）
（目標5戸：実績3戸）
・耐震改修実施家屋（木
造）
（目標6戸：実績3戸）

耐震設計、耐震改修の補助制度を
利用して改修を行っていただくよう広
報等を用いての周知や、県、建築士
協会とともに耐震啓発ローラー作戦
を実施し、40件を戸別訪問しました。
また、耐震改修に係る補助金交付額
の引き上げを行い、これまでの要件
に合わせて「未就学児子育て世帯」
を追加しました。

Ａ ③

① 0 ⑤ 0

② 0 ⑥ 0

③ 6 ⑦ 0

④ 0 合計 6

今後の方向性についての集計（住宅課）　　　　単位：件

今後も、継続的に広報等を活用して周知
を行い、耐震改修の促進を図ります。
また、過去の耐震診断の受診者に対して
計画的に戸別訪問を実施していきます。
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295 1 河川改修事業 準用河川

河川の氾濫等の可能性がある危険
箇所の改修を実施し、住民の生命や
財産を守る。

土砂災害の原因となる河川への氾
濫に影響のある未整備箇所の改修
事業を行うことにより、甚大な災害を
未然に防止する。

4,419

・補修延長
（実績0m）

河川の機能を維持するため、改修工
事や自主的な地区の河川清掃等の
協力もいただきながら必要箇所の整
備を実施しました。

Ａ ③

296 2
市単道路新設
改良事業

市道

利便性及び安全性の向上を図る。 砂利道や幅員の狭い道路を拡幅改
良・舗装・側溝整備等を実施すること
により、安全な車両等の通行を確保
する。

118,433

・整備延長
（実績281ｍ）

北杜市道路整備基本計画に基づき、
優先的に整備する路線の明確化を
図り、整備を段階的に行いました。

Ａ ③

297 3

防災・安全社
会資本整備交
付金事業（交
安）

市道

通学路の合同点検を受け、危険と位
置づけられた箇所を中心に、歩道並
びに交通安全施設を整備し、児童が
安心して通学できる環境づくりを目標
とする。

国の社会資本整備総合交付金（国
庫補助率60％）を活用し、通学路等
の整備を行う。

130,426

・整備延長
（目標300m：実績422m）

設計段階において改良の規模や工
法の更なる精査を行い、コスト低減
に努力するほか、補助金の要望額満
額確保のため県道路整備課と調整
を図りました。 Ａ ③

298 4

防災・安全社
会資本整備交
付金事業（修
繕）

市道

今後、老朽化が予想される道路ス
トック（橋梁・舗装等）を計画的に修
繕し、信頼性の高い道路ネットワーク
を確保する。また、従来の対処療法
的な管理から予防保全的な管理を
行うことで将来の維持管理コストの
縮減を図り、次世代へ引き継ぐ道路
を目的とする。

橋梁長寿命化修繕計画に位置づけ
た橋梁のうち、緊急的に修繕が必要
な橋梁の安全性を確保するととも
に、長寿命化を考慮した修繕の実施
と、安心な道路ネットワークを確保す
るため、道路ストック点検に基づき、
計画的かつ予防的修繕を実施する。

326,612

・修繕延長
（目標600m：実績737m）
・橋梁点検
（目標127件：実績123
件）

有利な補助事業の活用や道路ストッ
ク点検の充実を図り、コスト縮減と安
全性・信頼性・耐震性・長寿命化に努
めました。また、高速道路・ＪＲ管理
者と協議を行い、同一の交通規制下
での点検実施を依頼するなどの効率
的で合理的な事業実施に努めまし
た。

Ａ ③

299 5
社会資本整備
総合交付金事
業（改築）

市道

インターチェンジへのアクセス並びに
地域間を結ぶ道路の連絡強化を図
り、利便性の高い居住空間の整備に
よる人口流出の抑制、アクセス性が
高く渋滞のない観光地までの道路整
備による観光客数の増加や商工業
施設の誘致を促進し、活力のあるま
ちづくりを図る。

中央自動車道にかかる須玉IC、長坂
IC並びに小淵沢ICへのアクセス道路
及び関連道路の整備を行う。

130,124

・整備延長
（目標600m：実績127m）

設計段階において、各種工法により
経済比較を行い、コスト縮減に向け
て努力しました。事業の優先度を精
査し効率良く事業の執行を行い、補
助金の要望額満額確保のために県
道路整備課と調整を図りました。

Ａ ③

300 6
河川維持管理
事業

準用河川

河川の氾濫等の可能性がある危険
個所の補修と河川美化を実施し、住
民の生命や財産を守る。

土砂災害の原因となる河川への土
砂や樹木等の撤去など、河川の管理
事業を行うことにより、甚大な被害を
未然に防止する。

770

・準用河川地区要望件
数
（実績1件）

河川内の草刈やゴミ拾いなどの地区
活動については、富士川流域連絡協
議会が実施する富士川流域河川一
斉清掃で提供される資材支給を活用
し、河川機能を維持することができま
した。

Ａ ③

設計委託段階での低コスト化を図り、計
画的に事業を遂行します。

設計委託段階での低コスト化を図り、計
画的に事業を遂行します。

道路河川課

気象状況の変化に伴うゲリラ豪雨や台風
等により、全国的に河川の氾濫が多く
なっています。特に台風シーズンにおい
ては、市民からの情報提供もお願いしな
がら連絡体制を強化し、必要箇所につい
ては土砂や樹木等の撤去を計画的に行
います。

道路構造物の老朽化に伴い修繕コストへ
の対応が迫られているため、県道路整備
課と協議し、新規事業への移行及び補助
金の確保に努めます。

補助金充当の満額確保に努め、実施期
間内での完了を目指します。

補助金充当の要望額満額確保のため、
必要性及び早期完了に伴う低コスト化を
県道路整備課に進言し予算の確保に努
めます。



課別事務事業評価一覧

課
別
№

目的
（どういう状態にしたいのか）

No.
事業費
（千円）

対象
（誰を 何を）

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

改革案と実行計画事務事業名
指標

（活動指標・成果指標）

301 7
中部横断自動
車道推進事業

中部横断自動車道

基本計画路線から整備計画路線に
格上げし、早期着工を目指す。また、
地域住民が主体となって、整備を見
据えたまちづくりを行う。

中部横断自動車道の早期着工を目
指して、国等関係機関への陳情、女
性みちの会による女性の観点から
「みちづくり」についての情報交換や
意識啓発を行う。また、中部横断自
動車道の整備を見据え、北杜市の恵
まれた地域特性を踏まえながら、地
域の活性化に結びつける取り組み等
を主体的かつ計画的に推進するた
めのまちづくりの構想を検討する。

4,783

・女性みちの会の活動
（目標2回：実績2回）

昨年度、当市で「2017ROUTE日本
海ー太平洋シンポジウム」を「地域を
つなぐ生命（いのち）の道」というテー
マのもと開催しました。女性みちの会
交流会・シンポジウム・4県交流会を
行い、沿線自治体や関係団体と情報
交換等を行い、事業の推進に向け意
識向上を図りました。

Ａ ③

302 8 市道管理事業 市道

交通の安全と良好な道路機能の確
保

道路管理システムを有効に利用し、
適正な市道の維持補修や改良を実
施し、道路施設の瑕疵による交通事
故の防止に努めながら、通行の安全
確保を図る。

6,447

・道路瑕疵による保険
適用数
（目標0件：実績3件）

道路管理システム等の情報を活用
し、道路施設の破損個所や倒木の恐
れのある箇所を把握し、迅速に対応
することで道路瑕疵による事故を未
然に防ぐことができました。

Ａ ③

303 9
市道維持管理
事業

市道

機能維持を図る。 安全な通行を確保するため市道の
照明等の点検及び補修を行い、主要
市道の除草及び側溝清掃をシル
バー人材センターに委託して施設の
機能を回復させる。また、豪雨等で
砕石が流れた通行が困難な箇所を
復旧させるため砕石を支給する。

9,975

・道路瑕疵による保険
適用数
（目標0件：実績3件）

主要市道を中心に、地域からの情報
提供や要望等を考慮しながら、シル
バー人材センターと連携し効率的か
つ効果的な除草及び側溝清掃を実
施しました。台風等により、砕石の流
出が多く発生しましたが、緊急性・重
要性を考慮しながら迅速に対応しま
した。

Ａ ③

304 10 市道補修事業 市道、橋梁

交通の安全と良好な道路機能の確
保

支所単位で維持管理を行うことによ
り、小規模な補修について迅速な対
応ができる。

77,912

・補修箇所数
（実績285箇所）

各総合支所職員で舗装の穴埋め、
支障木や倒木撤去などはできる限り
処理し、要望等を受けて補修工事等
を行う場合は、緊急性・重要性を考
慮しながら工法等を工夫し、工事発
注を行いました。

Ａ ③

305 11 市道除雪事業
市道(指定路線)及び
集落内道路

降雪時及び路面凍結時に、通行の
安全確保のための除雪や融雪剤の
散布を行う。また、地域に融雪剤を
配布し、集落内道路の除雪業務に協
力を得る。

路面が凍結する恐れのある時や除
雪後の路面凍結防止のために、各
総合支所の職員が専用の機械を使
用し融雪剤の散布を行う。また、地
域に融雪剤を配布し、指定路線以外
の集落内道路について、除雪業務へ
の協力を得る。

10,287

・塩カル購入実績
（実績93,700kg）

融雪剤散布については、機械の更新
が計画的に行えたことにより、作業
の効率化を図ることができました。

Ａ ③

306 12
主要市道除雪
作業委託事業

市道(指定路線)

降雪時、通行の安全確保のための
除雪を実施する。

道路の積雪が10cmに達した場合、
市が委託する業者が除雪作業を行
う。

48,349

・除雪延長
（実績2,774km）

平成29年度は12月1日に雪氷対策会
議を開催し、各支所を中心として委
託業者との調整を行うことにより、降
雪時に迅速な対応を行うことができ
ました。これも、従来から継続してき
た雪氷対策の成果と認識していま
す。また、平成２６年度に各地域に配
置された除雪機の活用については、
通学路や歩道等の除雪作業におい
て、地域の自主的な判断と活動が定
着してきました。

Ａ ③

① 0 ⑤ 0

② 0 ⑥ 0

③ 12 ⑦ 0

④ 0 合計 12

道路事故を未然に防ぐため、老朽箇所や
倒木の恐れのある箇所の早期発見・早
期対応を行い、利用者の安全確保に努
めていきます。

除雪機械の維持管理費を考慮した固定
費の設定や適正な委託料の検討を行っ
ていきます。
排雪場所については、事前の調査・確保
を行い、除雪委託業者の母体である北杜
市建設安全協議会との協議により効率
的な除雪体制を作ります。

破損箇所の早期発見に努め、早期補修
を行います。また通常の維持補修では対
応できない大きな改修・補修事業につい
ては、計画的に実施していきます。

舗装道路の経年劣化が著しく、穴が開く
などの欠損が多発していることから、道
路パトロールと緊急補修を専属して行う
ための、道路監視員を配置します。
集落内等の生活道路については、地域
住民の皆様に継続して協力を求めていき
ます。

支所職員の減員により、融雪剤散布の作
業については、路線を指定した中で業者
に作業を委託します。
集落内の市道の融雪剤散布について
は、各行政区単位での協力について要
請していきます。

今後の方向性についての集計（道路河川課）　　　　単位：件

女性みちの会による長野県と山梨県との
交流を通じて、継続した情報交換と意識
啓発を図るとともに、「まちづくりビジョン」
及び「道路プラン」を基本に、「市民の取
組みプラン」を作成し、国に市の意向を提
示しながら、最善の道路建設が行われる
よう要望します。



課別事務事業評価一覧

課
別
№

目的
（どういう状態にしたいのか）

No.
事業費
（千円）

対象
（誰を 何を）

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

改革案と実行計画事務事業名
指標

（活動指標・成果指標）

307 1
国土調査修正
事業

国土調査時の錯誤
に対する地籍調査
成果図の修正。

土地所有者の申出の上、修正を行う
ことにより、地権者の財産・権利を確
保する。

地図訂正、地積更正等について、地
方税法第381条第7項の規定に準じ
た修正の申し出や地籍調査関係通
達等による地籍調査の成果の処理
規定により修正を行う。 3,015

・申出・相談件数
（実績14件）
・修正件数
（実績10件）

地図訂正の申請が提出された際、国
土調査の成果や現地の確認を行
い、法務局と協議の上、修正を行い
ました。隣接地権者の同意が得られ
ないため未完了となる箇所もありま
すが、概ね達成しています。

Ａ ③

308 2
土地情報シス
テム保守管理
事業

北杜市内の地籍図

地籍図の電子化により、多目的な活
用を図る。

土地情報システムの万全を期すため
保守管理を委託している。法務局で
の所有権移転や分筆登記について、
定期的なシステムの更新を図り、法
務局図面との相互性を図る。 1,681

・システム更新件数
（実績15,443件）
・集成図の交付
（実績1,675件）

法務局から税務課に送付される資料
に基づき、更新作業を随時実施し、
法務局データとの相互性を図りまし
た。

Ａ ③

309 3
土地情報シス
テムデータ更
新事業

北杜市内の地籍図

地籍図の電子化により、多目的な活
用を図る。

農政課の圃場整備区域等大規模な
更新については、土地情報システム
の万全を期すため保守管理を業者
に委託し相互性を図っている。 693

・システム更新件数
（実績2工区）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ③

310 4
法定外公共物
維持事業

住生活に密着した
公共性のある法定
外公共物

法定外公共物の整備に対し補助等
を行い、利用者の安全確保を図る。

法定外公共物の管理は、利用者、地
域による共同作業等を基本としてお
り、市では、区長又は利用者を代表
する者からの申請に基づき、原材料
の支給や原材料相当額の補助金交
付などを行っている。

7,063

・原材料支給件数
（実績72件）
・補助金交付件数
（実績1件）

申請については、内容や数量が適正
かどうか確認を行い、一部の地区に
集中することなく広く対応ができるよ
う効果的な支給を行っています。

Ａ ③

311 5
未登記用地解
消事業

道路改良事業等に
より整備した道路用
地等において、不動
産登記法第14条地
図と現状の形状の
整合が図られていな
い土地

分筆・所有権移転登記をすることで、
登記台帳面積と市土地課税台帳面
積の整合性を図り、公租公課等国民
負担の公平化、土地に関する紛争の
防止、地権者の財産・権利を確保す
る。

地権者等の現状を把握し、関係者か
ら事業実施の理解と協力を得たうえ
で用地測量の業務委託を行う。これ
により、確定した潰れ地について、市
への所有権移転の承諾を得て、分
筆、所有権移転登記を管轄法務局
に嘱託する。また、これらに関わる相
続、抵当権抹消等についても併せて
嘱託登記を行う。

12,224

・未登記処理件数
（目標2,900件
：実績2,686件）

未登記処理件数につきましては、平
成２８年度は２，９２２件でありました
が、平成２９年度は２，６８６件と約２
４０件の減少となりました。

Ａ ③

① 0 ⑤ 0

② 0 ⑥ 0

③ 5 ⑦ 0

④ 0 合計 5

① 0 ⑤ 0

② 0 ⑥ 0

③ 30 ⑦ 1

④ 0 合計 31

今後の方向性についての集計（用地課）　　　　単位：件

引き続き適切な事務処理に努め、できる
だけ多くの地域を整備できるよう努めま
す。また、総合支所と連携する中で、現
地確認を行うと同時に総合支所間でも情
報共有しながら効果的な支給を行いま
す。

法務局の情報と相互性を図り、情報を更
新するとともに、地図上の不整合等につ
いては必要に応じて地図訂正を行うな
ど、より的確な対応を行います。

申請があった際は、適切な対応を心が
け、市民サービス向上のため迅速な対応
をします。

未登記台帳や土地所有者からの情報を
基に、毎年用地測量を行います。
相続人と根気よく交渉します。
未登記台帳や土地所有者からの情報を
基に、北杜市地理情報システムにより土
地の確認を行います。

今後の方向性についての集計（建設部）　　　　単位：件

法務局の情報との相互性を図り、情報を
更新するとともに、地図上の不整合等に
ついては必要に応じて地図訂正を行うな
ど、より的確な対応を行い市民サービス
の向上に努めます。

用地課



課別事務事業評価一覧

312 1
中学生海外交
流事業

本市に住所を有す
る市立中学校の生
徒

北杜市の次代を担う中学生に対し、
語学力の更なる向上を目的として、
生きた英語に触れる機会を与えると
ともに、異文化のなかで日常生活を
体験することで、国際感覚を養い、豊
かな表現力を身につけ、自ら考え行
動できる人材を育成する。

中学生に生きた英語に触れる機会を
与えるため、市立中学校生徒２、３年
生をカナダに隔年派遣し、現地で英
語学習、異文化交流を行う。

0

・カナダ派遣参加生徒
数
（隔年実施のため、
H28年度実績14人）

より教育的効果を望むことができる
よう、英語学力向上を目指すことを
事業目的に設定しました。また、目的
意識を明確に持っている生徒を派遣
できるよう募集時に作文を提出する
こととし、さらに波及効果を高めるた
めに報告会の手法について検討しま
した。

A ③

313 2
原っぱ教育創
生事業

市立小・中学校の児
童・生徒

夢を持ち、未来を切り拓く心身とも
に、たくましい北杜の子どもづくりを
目的とする。

既存の特別活動や総合的な学習時
間を利用して、指導目標に沿ってそ
れぞれの学校が工夫を凝らしなが
ら、体力づくり、自然、文化や歴史を
学習する。
また、「たくましい北杜っ子育成事業」
として、豊かな発想と指導項目及び
実践内容を基に、各小・中学校の自
由な実践活動に対し補助金を交付す
る。

41,559

・(小学校)地域への関
心度(全国学習状況調
査)
（目標60.3%：実績67.6%）
・(中学校)地域への関
心度(全国学習状況調
査)
（目標62.1%：実績72.5%）

「不屈の精神と大志を持った人材の
育成」を教育目標に、「夢を持ち未来
を切り拓く心身ともにたくましい北杜
の子ども」をめざし、各学校において
３つの基本目標「社会を生き抜く力の
育成」「郷土を愛し、未来を切り拓く
人材の育成」「地域に根ざした信頼さ
れる学校づくり」に沿った特色ある事
業を実施しました。

A ③

314 3
小中学校単独
補助教員等配
置事業

市立小・中学校の児
童・生徒

単独補助教員等を配置することによ
り、学習環境を整える。

通常学級に在籍する障害を持った児
童・生徒に対し、特性に応じたきめ細
かな指導を実施する。また、図書館
司書及び業務員を配置することによ
り、学習環境を整備する。 134,306

・補助教員等の配置
（実績35人）
・司書の配置
（実績14人）

各学校の状況に応じ、支援を必要と
する児童生徒に対し、単独補助教員
や支援員を適正に配置することに努
めました。

A ③

315 4
小中学校教育
振興事業

市立小・中学校の児
童・生徒

地域に根ざした、心身ともにたくまし
い教育の実践をはじめ、基礎学力の
向上や心身の健康づくりなど教育内
容の充実を図るため、教材等を整備
する。

各小中学校の教材備品、消耗品、図
書等を購入する。

87,872

・小学校児童数
（実績2,009人）
・中学校生徒数
（実績1,168人）

各学校からの要望により、ニーズに
合った環境整備に努めました。

A ③

316 5
英語指導助手
招致事業

市立小中学校の児
童・生徒

生きた外国語や外国文化・生活に触
れる機会を提供し、外国語等による
コミュニケーション能力の向上と国際
感覚の養成を図る。また、英語への
関心を高め、学力の向上を図る。

外国語指導助手による中学校での
英語授業の補助。小学校の新学習
指導要領に基づく外国語活動の補
助。

35,004

・外国語指導助手招致
人数
（目標8人：実績8人）
・山梨県学力把握調査
（中2英語）正答率
（目標65.5%：実績70.5%）

民間ＡＬＴの活用について、ＪＥＴプロ
グラムとの比較検討を行いました。ま
た、平成３２年度からの学習指導要
領改訂に伴い、北杜市では平成３０
年度から先行実施を行うことを決定
しました。それに伴いＡＬＴを増員する
配置計画を作成しました。

A ③

各学校の原っぱ教育事業の実施計画
が、原っぱ教育の基本目標の達成に繋
がるよう指導します。

派遣されなかった生徒への波及効果を
高めるために、帰国後、各学校において
派遣生徒に成果発表の機会を設けるな
ど、すべての生徒に対し、英語や海外へ
の興味・関心を持ってもらえるよう努めま
す。

学習支援を行う単独補助教員と、生活支
援を行う支援員の区分けをして配置し、
個に応じた教育が行える体制を検討しま
す。

各学校の教育振興費の内容を精査した
上で、児童生徒の学習環境を整備しま
す。

小学校の英語教科化及びＡＬＴの増員に
伴う技術的な支援及び事務支援、コミュ
ニケーションの向上を図るため、引き続き
ＡＬＴを育てていく環境を整備するため英
語教諭経験者をコーディネーターとして
配置します。

目的
（どういう状態にしたいのか）

教育総務課

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

改革案と実行計画
課
別
№

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

No. 事務事業名
対象

（誰を 何を）
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317 6
安全体制整備
事業

市内小中学校の児
童・生徒

学校の安全管理を充実させ、児童・
生徒が安心して教育が受けられるよ
うにする。

スクールガードリーダーによる学校
の巡回指導やスクールガード養成講
習会等を開催する。また、市内小中
学校にＡＥＤを設置し、安全管理に努
める。

1,352

・スクールガードリー
ダーの活動日数
（目標220日
：実績220日）
・スクールガード養成講
習会の開催回数
（目標1回：実績1回）
・児童・生徒の徒歩登下
校中の事故件数
（目標0件：実績1件）
・スクールガード養成講
習会参加者数
（目標30人：実績37人）

継続してスクールガードリーダー2名
体制で巡回指導や養成講習会を行
いました。

A ③

318 7
小中学校情報
化推進事業

市立小・中学校

情報教育、教科指導におけるICTの
活用、校務の情報化等を図り、教育
の質を向上させる。また、学校間格
差の是正を図る。

学習指導要領を踏まえた情報教育
やICT活用の推進、校務の情報化等
を図るため、教育用パソコンや校務
用パソコン、電子黒板等を整備す
る。

73,274

・タブレットPC（延べ）
（目標549台
：実績524台）
・電子黒板（延べ）
（目標64台：実績64台）
・無線LAN環境整備率
（目標45%：実績45%）
・普通教室電子黒板整
備率
（目標10%：実績10%）

平成28年度に策定した北杜市立小
中学校教育情報化整備計画に基づ
き、小学校の無線ＬＡＮを整備すると
共に小中学校10校にパソコン教室の
パソコンの入替としてタブレット型パ
ソコンを追加導入しました。 A ①

319 8
小中学校就学
援助事業

市内に住所を有す
る要保護・準要保護
児童生徒の保護者

児童生徒の義務教育の円滑な実施 経済的理由によって就学困難と認め
られる児童生徒の保護者に対して、
必要な援助を行う。

24,692

・児童生徒への周知
（目標100%：実績100%）
・要保護児童・生徒
（実績2人）
・準要保護児童・生徒
（実績268人）

北杜市要保護及び準要保護児童等
援助費支給要綱に基づき、経済的理
由によって就学困難と認められる児
童生徒の保護者に対して必要な援
助を行いました。
また、翌年度小中学校の入学予定
者に、新入学児童生徒学用品費等
の支給を3月中に行うことができるよ
う要綱改正し、平成30年度入学予定
者の保護者に対し、同支給項目を入
学前に支給しました。

A ③

320 9
小中学校管理
事業

市立小・中学校

小中学校の管理運営を行い、安全で
衛生的な充実した教育環境を確保し
ます。

施設の適切な維持管理を行います。

171,190

・小学校児童数
（実績2,009人）
・中学校生徒数
（実績1,168人）

各学校からの要望に対して、計画的
に維持管理しています。

A ③

321 10
小 中 学 校 ス
クールバス運
行事業

市内小・中学校に遠
距離通学する児童・
生徒

児童生徒の遠距離通学の緩和や登
下校の安全を確保するためにスクー
ルバスを運行する。

遠距離通学の対象となる地区にス
クールバスを運行し、児童・生徒の
登下校の送迎を行う。

135,843

・小学校スクールバス
利用者数
（実績600人）
・中学校スクールバス
利用者数
（実績210人）

スクールバス車両の更新を行いまし
た。（中型バス４台）
また、運行委託の契約方法を見直
し、１事業者ごとの契約ではなく、運
行事業者の集合体（北杜市地域交
通連絡会）と新たな契約を行い、安
全・安心な登下校の実施に努めまし
た。

A ③

今後は運行管理の方法を検討し、運転
手確保に努めます。

児童生徒数は減少傾向にありますが、ひ
とり親世帯の増加も予想されます。市で
は、この制度の趣旨及び申請手続きの
徹底を図り、認定にあたっては申請書の
経済状況を適切に判断しながら、生活困
窮世帯、低所得世帯の支援を行い、児童
生徒が適切に義務教育を受けることがで
きるよう支援します。

今後も引き続き一括入札を行い、支出を
抑えることで緊急の修繕等に対応できる
ようにします。

平成28年度に策定した北杜市立小中学
校教育情報化整備計画に基づき、毎年
度計画的に整備を進めていきます。
学校現場の教職員の声を聞きながら、現
場に即した情報機器等の整備を進めると
ともに、整備した機器を教職員が積極的
に活用するよう、研修による教職員のス
キルアップを図ります。

スクールガード養成講習会を開催し、学
校に関する事件・事故防止のための人材
育成に努めます。また、スクールガード
リーダーの体制の充実を図るため、適正
配置を検討し、人材確保に努めます。



課別事務事業評価一覧

目的
（どういう状態にしたいのか）

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

改革案と実行計画
課
別
№

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

No. 事務事業名
対象

（誰を 何を）

322 11
公 営 ア カ デ
ミー学習応援
事業

中学校の生徒・小学
校の児童

子どもに自主学習習慣を身につけさ
せ、確かな学力を育む。地域人材を
活用することで、地域ぐるみで子育て
の応援体制を整える。地域と家庭の
関連性を深めることにより、子育て世
代に対し、安心して子育てができる
環境を提供する。

長期休業中の学習の場の提供と主
体的な学習の習慣づくりを目指した
中学生学習応援事業、及び各学校
の放課後学習会などの小学生学習
応援事業。 413

・学習応援事業参加生
徒数（延べ）
（実績305人）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ③

323 12
小中学校施設
等整備事業

市内小中学校の施
設

安全安心な小中学校施設の整備を
行うことにより、児童生徒の安全を図
る。

小中学校施設において必要な修繕、
改修を施し、安全で衛生的な学びや
すい環境整備を行う。

904,210

・改修箇所数
（実績87箇所）

小学校施設については、平成28年度
に策定した中長期保全化計画の結
果をもとに、昨年度は空調機整備工
事７校（明野、高根西、長坂、泉、小
淵沢、白州、武川）とトイレ改修工事6
校（明野、高根西、泉、小淵沢、白
州、武川）について補正予算を行い
ました。また、中学校施設について
は、中長期保全化計画策定業務を
進めています。

A ③

1 ⑤ 0

0 ⑥ 0

11 ⑦ 0

0 合計 12

市内小学校9校（統合の高根北小、高根
清里小は除く）の学校施設を中長期保全
化計画をもとに、H31年度までに集中的
に改修します。また、中学校においては、
本年度策定の中長期保全化計画により、
改修計画を作成します。

学校の学習にも意欲的に取り組む姿勢
を育むとともに、目的を持って学ぶ楽しさ
を感じられるよう指導します。

今後の方向性についての集計（教育総務課）　　　　単位：件
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324 1
生涯学習推進
事業

市民

いつでも、どこでも、だれでも学ぶこ
とができる生涯学習社会の構築を目
的に、市民のニーズに沿った各種講
座の開催案内、学習活動の状況と成
果の発表、PR等をするため、情報誌
を作成し、市民へ情報提供する。

各種講座等の開催案内や活動状況
を報告するための情報誌「まなびの
杜」を年２回発行する。

707

・生涯学習事業啓発情
報誌作成
（目標17,000部
：実績16,500部）

市民が求める情報を、解りやすく、ま
た、参加意欲が高まるようなレイアウ
トにするととともに、設置先を地区公
民館、ホール、図書館、資料館や教
育センターなど、市民が多く立ち寄る
公共機関のほか、道の駅・市内温泉
施設・社会福祉協議会等の施設を新
たに加えました。

A ③

325 2
生涯学習講座
開催事業

市民

市民が生涯にわたって、自主的に学
習意欲を高め、学び続けるための啓
発、推進を図り、ライフステージに応
じた学習機会を提供することで、明る
く健康で生きがいのある「生涯学習
社会」の構築を目指す。

市民が身近で楽しく学ぶことができる
生涯学習事業を行う。

1,613

・学習講座開催事業数
（目標50回：実績49回）
・参加者数（延べ）
（目標3,000人
：実績2,227人）

市民のニーズに即した講座の検討
と、他の部局と連携して社会教育講
座を開催しました（ほくとっこ元気課：
子育てフェスタ）。

A ③

326 3
北杜ふれあい
塾開催事業

市民

人との出会いと学ぶ楽しさを提供し、
生涯学習社会の構築のため、学習
活動の更なる充実を図る。

東京芸術大学との連携などによる著
名な講師を招いた講演会、コンサー
ト、ワークショップなど、市民ニーズを
把握して、学習講座を年間5～8回程
度開催する。 2,380

・年間受講生(実数)
（目標125人
：実績118人）
・年間参加者数(延べ)
（目標700人
：実績591人）

年間受講生募集について施設への
チラシ設置、過去受講者への案内送
付のみで周知する方法から、29年度
において、市内全戸に「年間実施計
画」を回覧した結果、年間受講生の
増加に繋がりました。また、社会教育
委員の意見を聞く中で、講座内容の
検討・講師選定を実施しました。

A ③

327 4
公民館運営推
進事業

公民館

公民館が住民の参画と協働により適
正に運営されている状態を維持でき
るよう、公民館運営審議会で検討す
る。

住民の意見を公民館事業に反映さ
せるため、北杜市公民館運営審議会
委員を委嘱し、審議会を運営する。

570

・研究大会参加回数
（目標1回：実績1回）
・会議数
（目標4回：実績4回）

H29.4月～新たな公民館体制で取り
組みました。年4回の会議で、審議会
を開催し、県外研修等の参加により
資質の向上を図りました。

A ③

328 5
公民館分館管
理事業

・自治公民館（須玉
地区中央分館及び
条例に定める公民
館分館）
・館長並びに主事

地域における公民館活動の推進を
図る。

地域における生涯学習活動（公民館
活動）の拠点たる、地域の自治公民
館（中央分館及び分館）について、地
域における市民の自主的・主体的な
生涯学習活動を牽引している館長・
主事を設置する。

6,856

・館長・主事数
（目標310人
：実績300人）

館長・主事へ、公民館活動がより運
営しやすいよう十分な説明会を実施
しました。

A ③

329 6
公民館分館整
備費補助金

北杜市公民館条例
第3条に掲げる分館
並びに中央分館

分館活動（公民館的活動）の実施場
所となっている公民館類似施設の修
繕に対して費用の一部を助成するこ
とにより、地域の社会教育を振興す
る。

本市においては、各地域のコミュニ
ティ単位で公民館的な事業を実施す
る活動場所を確保するため、北杜市
公民館条例第3条の規定により、分
館並びに中央分館として位置付けて
いる公民館類似施設の修繕等に対
して、事業費の一部を補助する。

2,100

・整備件数
（実績6件）

地域の公民館活動の拠点である分
館の整備を図るため、要綱に基づ
き、公民館分館の修繕等に対して、
事業費の一部の補助を行いました。

A ③

引き続き施設の状況把握に努めます。ま
た、地区からの修繕要望が多いことか
ら、優先順位をつける中で、要綱に基づ
き事業費の一部補助を実施していきま
す。

生涯学習課

生涯学習という観点から、より多くの市民
に参加してもらえるよう、まなびの杜パス
ポート制度も活用し、子育て・健康・介護・
福祉・産業他の分野ごとの講座情報を共
有し、開催については他部署と連携をし
ていきます。

情報内容がよりわかりやすく・親しみやす
い情報誌になるよう、ページ数、発行部
数を検討します。

アンケート結果や、社会教育委員、連携
協定を結んでいる大学との協働について
検討し、バラエティーに富んだ講座を提
供していきます。

地区の公民館分館館長主事会議の折、
意見の聴取等行い現状維持に努めま
す。

公民館事業が円滑に行われるよう、調
査・審議、各会議や大会への参加を継続
していきます。



課別事務事業評価一覧

目的
（どういう状態にしたいのか）

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

改革案と実行計画
課
別
№

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

No. 事務事業名
対象

（誰を 何を）

330 7
公民館分館活
動補助金

北杜市公民館条例
第3条に掲げる分館
並びに中央分館

分館活動（公民館的活動）に対して
活動費を助成し、地域の社会教育を
振興する。

12,291

・事業数
（目標1,000件
：実績1,064件）

要綱に基づく交付方法により、適正
に活動費が交付ができました。

A ③

331 8
青少年カウン
セラー設置事
業

青少年カウンセラー

地域と連携し、青少年の健全育成及
び非行防止を推進する。併せて、青
少年問題に関する相談及び指導を
行い、青少年の安全・見守り活動に
寄与する。

青少年を取り巻く現在の環境や問題
を認識し、青少年育成事業を展開す
る。また、相談業務や巡回指導等を
実施することにより、青少年の健全
育成や非行化の未然防止を図る。 10,729

・設置数
（目標5人：実績5人）
・事業実施数
（目標150人
：実績176人）

青少年カウンセラーとして、事業の企
画・実施の他、相談業務についても、
先進事例を研修し事業に反映させま
した。

A ③

332 9
社会教育推進
事業

社 会 教育 委員 （ 16
名）

社会教育に関し教育委員会へ助言
するため、または諮問に答申するた
め、会議を開催するとともに、必要な
研修を行い、資質の向上を図る。

年4回の定例会議のほか、必要に応
じて臨時会議を開催し、北杜市生涯
学習計画の立案、諮問に対する調査
研究と答申などを行う。
全国、関東、県社会教育研究大会ま
たは研修会に参加し、社会教育につ
いての必要な知識を習得する。

554

・会議開催回数
（目標4回：実績4回）
・研修会参加回数
（目標4回：実績3回）

委員の資質向上のため、全国大会・
関東甲信越静大会等各種研修会等
へ参加しました。

A ③

333 10
青少年育成推
進員事業

・市内に居住する青
少年及び青少年育
成団体
・青少年育成推進員

青少年育成推進員が地域の中心と
なって、青少年の健全育成の推進を
図る。

各地域から推薦された推進員を教育
委員会が委嘱し、市の青少年健全育
成施策を地域の中心となって実施す
る。

370

・推進員数
（目標88人：実績74人）
・参加した青少年事業、
活動数
（目標150件
：実績176件）

パトロール活動や体験活動など、地
域に根ざした活動に積極的に参加し
ました。

A ③

334 11
成人式開催事
業

市民（成人者）

次代を担う新成人を祝福し、成人に
達した誇りと自覚を高める機会する。

新成人を祝福する式典を行う。

1,081

・成人式案内発送数
（実績499通）
・成人式出席率
（目標100%：実績80.4%）

成人式の日程について、早めの周知
を行いました。

A ③

335 12
青少年育成北
杜市民会議補
助金

・市民（青少年）
・青少年育成北杜市
民会議

次代を担う青少年の健全な育成を市
民総ぐるみで推進する。

青少年育成北杜市民会議の運営費
助成及び事業の推進。

3,254

・事業実施数
（目標150件
：実績176件）
・子どもクラブスポーツ
親睦大会参加者数
（実績825人）

市民大会、市民会議の事業を行い、
青少年育成に係る体験や啓発がで
きました。

A ③

県内市町村の状況（式典・アトラクション）
を確認し、より多くの新成人に参加しても
らえるよう、PR方法も含め検討します。

地区民会議間で事業連携するなど事業
費の有効活用方法を検討していきます。

各種研修等で得た知識を活かす活動の
場を創出します。

事務手続きや効率的な運営や補助金の
効果的な活用など、公民館活動への指
導・助言に努めます。

青少年団体との連携が必要なため、地域
において自主的な活動ができるよう働き
かけます。

個人及び青少年団体等の活動について
の相談窓口の周知が必要です。
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336 13
家庭教育推進
事業

小中学生の保護者
及び親子

親が子どもの健全育成を目指して
日々行う教育的働きかけである家庭
教育が、十分に行われるよう支援す
る。

授業参観日及びPTA研修、または学
校教育の授業カリキュラムの道徳の
時間を利用した、小中学生の保護者
及び親子学習講座。

476

・各学校家庭教育事業
開催数
（目標20校：実績18校）
・各学校家庭教育事業
参加者数
（実績1,108人）

年齢に適した講師の選定に取り組み
ました。

A ③

337 14
社会教育施設
管理事業

社会教育施設（10施
設）

施設の維持管理、整備を行い、適正
な環境を保持することにより、市民及
び利用者に最適な学習環境を提供
する。また、市民の自主的･主体的な
生涯学習のために、必要な機会と場
を提供する。

生涯学習のための社会教育施設とし
て、安全且つ快適に使用できるよう、
施設機能の維持管理に努める。

60,853

・維持管理数
（目標10施設
：実績10施設）
・施設修繕件数
（実績44件）
・社会教育施設利用者
数
（実績222,723人）

各設備の定期点検のほか、施設の
利用状況を見て、老朽化・経年劣化
に伴う修繕を実施しました。

A ③

338 15
芸 術 文 化 ス
ポーツ振興基
金活用事業

市民

優れた芸術文化スポーツ事業を行う
団体を支援し、市民が一流の芸術に
触れる機会を創出する。

市民のための芸術文化スポーツ振
興事業を公募し、活用検討委員会に
より認定された有益な振興事業に対
し、芸術文化スポーツ振興基金を活
用して、補助金を交付することによ
り、優れた芸術文化スポーツの鑑賞
機会等を市民へ提供する。

1,410

・協力金件数
（目標5件：実績4件）
・基金活用事業参加者
数
（実績2,525人）

より多くの企業に理解を求めるため
の訪問を行いました。

A ③

339 16
囲碁美術館管
理運営事業

施設利用者及び施
設

日本の伝統文化である囲碁の普及
と継承、及び市民の文化の向上を図
るとともに、美術館的展示施設の適
正管理を行う。

・囲碁美術品等の展示並びに良好な
維持管理
・子供や女性も対象とした囲碁講座、
囲碁交流会及びプロ棋士を招いたス
キルアップ講座の実施
・囲碁普及のため、囲碁サミットの参
加及びサミット加盟自治体との連携

1,796

・来場者数
（目標4,000人
：実績5,977人）
・囲碁教室等の開催数
（目標100回
：実績163回）

第6回名峰と名水の里北杜囲碁祭り
を開催しました。新たに、放課後児童
クラブを活用し、子供向けの囲碁教
室を開催し、7施設で65名の参加が
ありました。また、女性囲碁教室を5
月～12月毎週水曜日開催し、21名の
参加がありました。

A ③

340 17
北杜市文化協
会補助金

・北杜市文化協会
・市民

文化振興を促進を図るため、市文化
協会を支援する。

文化協会自立を図るため体制整備
や仕組みづくりの支援を行う。

3,863

・文化協会会員数
（実績2,519人）

文化協会の運営及び事業を行うとと
もに、効率的な運営に向け、理事会
を開催しました。

A ③

341 18
外郭団体自立
促進事業

・北杜市文化協会
・市民

文化振興を促進させるため、市文化
協会を支援するとともに、市文化協
会が主体的な活動や運営をしていけ
るよう支援する。

平成26年度から文化協会が自主運
営を行っているが、文化協会が自主
財源を確保するまでの当面の間、文
化協会の事務員の賃金を支援する
こと（雇用は平成25年度から） 283

・事務員配置数
（目標1人：実績1人）
・市文化祭出場者数
（目標600人
：実績1,036人）

文化協会の事業が円滑に実施でき
るよう、事務補助員を配置するなど
継続して支援を行いました。

A ③

一流の芸術文化スポーツの鑑賞の機会
を市民に提供できる事業を応募してもら
えるよう、要綱の見直しを実施します。

実施にあたり、より多くの保護者が参加
できる時間帯を設定するために、講師・
学校との調整が必要なため、直接学校で
実施できるよう検討します。

市文化協会が活発に活動できる体制づく
りを図るため、会員の新規加入など、組
織の強化に向けて支援していきます。

囲碁文化の普及を図るため、子どもや女
性など幅広い層が囲碁体験できる機会・
時間の創出を検討します。

老朽化による危険のある施設について
は、日常的に管理を丁寧に行い、計画的
に補修・整備を実施します。

市文化協会の適正な運営確保に向け
て、市の事業の一部委託などについて検
討していきます。
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342 19
県外文化大会
等参加補助金

全国大会等に出場
する市民

市民が県外で行われる文化大会等
に出場し、参加する場合に、その経
費の一部を市が補助することにより
その活動を助長し、文化レベルの向
上と振興を図ることが目的である。

県内大会において予選会を通過し、
県代表として県外の大会に出場する
北杜市文化協会加盟の団体及び市
民で組織された文化的団体に対し
て、交通費、宿泊費、参加料等の補
助対象経費の3分の1以内の額を交
付するものである。

108

・補助金額
（実績108千円）
・補助団体数
（実績1団体）

県外大会に出場する団体は年毎に
違うため、補助金交付等取り扱い方
法の検討を行いました。

A ③

343 20
スポーツ推進
委員活動事業

市民

地域住民が継続的に様々なスポー
ツ活動が行える生涯スポーツ社会を
構築するとともに、自発的な健康づく
りの意識高揚と実施を推進する。

・各種スポーツ行事その他スポーツ
の推進に関する事業の実施
・推進委員の育成を目的とした各種
研修への参加

3,060

・各種研修会数
（目標15回：実績19回）
・各種研修会等参加率
（目標80%：実績69.5%）

地域スポーツのコーディネーター、ア
ドバイザーとしての役割を自覚し企
画・指導を行っています。子どもと高
齢者の交流事業を実施するなど、世
代間交流の機会を提供することで、
高齢者の「生きがい」や「コミュニケー
ション」の創出など、成果が得られて
います。

A ③

344 21
北杜市体育協
会補助金

・北杜市体育協会
・市民

体育協会の自主的な事業の企画運
営と市民の各種大会への積極的な
参加を通じ、スポーツの振興と健康
づくりの促進を図る。

・市体育祭り、スポーツレクリエーショ
ン、駅伝競走大会等の開催
・専門部（３２種目）活動の支援
・市スポーツ少年団指導者の育成事
業
・健康増進事業（８支部におけるレク
リエーション事業など）

23,465

・市体育協会会員数
（実績11,785世帯）

一般社団法人を設立し、体育協会の
運営及び各種スポーツ事業を行うと
ともに、市から補助及び運営指導を
受け、市と一体となって事業を実施し
ました。 A ③

345 22
県外スポーツ
大会等出場参
加補助金

全国大会等に出場
する市民、団体

県外で行われるスポーツ大会等に出
場する団体、個人に対し、その経費
の一部を補助することにより、その活
動を助長し、競技レベルの向上とス
ポーツ振興を図ることを目的とする。

県内予選を勝ち抜いて県代表として
出場する市民、団体に補助対象経費
の３分の１以内を補助する。

956

・補助対象団体・個人数
（延べ）
（実績20件）

県外スポーツ大会等参加補助金の
申請数（団体・個人）は、増加傾向に
あります。県内で優秀な成績を収め
県外大会へ出場するチームが増加し
てきており、市内のスポーツ競技力
の向上が図られています。

A ③

346 23
生涯スポーツ
推進事業

市民

市民の健康を保持・増進の意識を高
め、誰もが気軽に参加できる生涯ス
ポーツの推進を図る。

スポーツ関係団体等との連携によ
り、地域の特性を活かした、各種ス
ポーツイベント及びスポーツ教室を
実施する。

4,825

・各種スポーツ教室等
の開催数
（目標13回：実績13回）
・各種スポーツ教室等
への参加者数
（目標2,000人
：実績1,269人）

一流のスポーツ選手を活用した教室
の開催により、スポーツの素晴らしさ
を学び、体を動かす楽しさを経験す
ることで、子ども達がスポーツを始め
るきっかけ作りにつなげることができ
ました。

A ③

347 24
社会体育施設
管理事業

施設利用者、社会
体育施設

・社会体育施設の整備を促進し、ス
ポーツの円滑な実施及び振興に資
する。
・利用者の安全面を確保し、安心し
て利用できる環境を維持する。
・老朽化した社会体育施設の統廃合
を検討する。

・社会体育施設を安全にの利用でき
るよう施設補修及び整備を行う。
・施設利用者が安心安全に利用する
ための維持管理を行う。
・老朽した施設の存続、廃止を検討
する。

110,859

・指定管理施設利用人
数
（目標305,000人
：実績236,777人）
・直営社会体育施設・学
校体育施設利用人数
（目標115,000人
：実績117,904人）

施設の維持管理・運営については、
各施設の利用状況を踏まえ、効率的
な維持管理とサービスに努めてまし
た。

A ③

県外スポーツ大会等参加補助金の交付
対象及び対象経費の条件等の見直しを
検討していきます。

各事業終了後、参加者にアンケート調査
を実施し、その調査を基にニーズにあっ
た事業を企画して行きます。また、社会
体育施設を夜間開放し、誰もが気軽に運
動できる環境づくりに取り組みます。

指定管理者と連携して計画的な補修、修
繕を実施して行きます。

補助金の対象経費等条件の見直しを検
討していきます。

スポーツ推進委員が事業を行う上で必要
な資格取得の促進を図ります。また、他
団体と連携した事業の実施に取り組みま
す。

市が主催又は共催するスポーツ事業等
を委託するなど、効率的な事業展開を検
討して行きます。
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348 25
子どもの体力
づ く り 等 推 進
事業

・保育園児
・小学校児童

学校、地域、行政が連携して子ども
の体力向上に努める。

体力検定や体力向上の事業など、子
どもの体力づくりに必要な事業にお
いてスポーツ指導を行う。

56

・小学校の体力検定へ
の指導者派遣回数
（実績6回）
・保育園の体力検定へ
の指導者派遣回数
（実績1回）
・児童の運動能力の状
況（男子）
（目標58.3点
：実績58.4点）
・児童の運動能力の状
況（女子）
（目標60.1点
：実績60.4点）

子どもの体力低下が問題視されてい
る中で、幼児期から基本的なスポー
ツ（走る、飛ぶ、投げる）を遊びの中
に取り入れた事業を継続して続けま
した。

A ③

349 26

東京オリンピッ
ク ・ パ ラ リ ン
ピ ッ ク 合 宿 誘
致事業

・市民
・事前合宿を行う相
手国

東京オリンピック・パラリンピック競技
大会での事前合宿のため、国・県や
関係団体などと連携し誘致活動を行
うと伴に、オリンピックを契機としたス
ポーツの振興に努める。

東京オリンピック・パラリンピックの事
前合宿の誘致活動を行います。ま
た、東京オリンピック・パラリンピック
への機運を醸成するホストタウン事
業を行います。 8,375

・事前合宿の誘致活動
（実績2件）
・機運を醸成するホスト
タウン事業の実施
（目標2回：実績2回）
・事前合宿の誘致数
（目標1件：実績1件）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

A ①

350 27
芸 術 文 化 自
主・共催事業

市民

芸術文化事業に親しめる機会や発
表の場を提供することで市民の芸術
文化活動を活発にし、文化を担う市
民の育成を図る。

ホール運営検討委員会の意見等を
反映させる中で、一流の芸術文化事
業を展開する。
芸術鑑賞機会の充実を図るため、民
間や関係団体・機関等と連携し共催
事業等を展開する。
地域のアーティストや文化団体の発
表の場を提供する。

20,664

・自主・共催事業実施回
数
（目標20回：実績20回）
・入場者数
（目標5,300人
：実績8,377人）

ホール運営検討委員会からの意見
や事業実施後のアンケート結果等を
参考にしながら、市民の要望に応え
られる事業を企画しました。自衛隊
音楽隊コンサート等については、入
場整理券の配布を窓口から往復ハ
ガキでの申込み受付に変更し、混雑
の改善と公平性の確保に努めまし
た。また、ホールロビーに飾りつけ等
をし、開場待ちするお客様を楽しませ
る工夫をしました。

A ③

351 28
ホール施設管
理事業

ホール利用者

防災、防犯に関する設備機能を正常
に保ち、また、施設を衛生的に管理
することで、利用満足度の高い施設
環境を提供する。
舞台及び音響機能などの性能を維
持し、施設の利用促進及び芸術文化
の振興を図る。

専門業者による保守点検等を実施
し、施設が安全に利用できるよう維
持管理に努める。
配置スタッフによる日常の設備点検
や、操作確認を行い、利用者の安全
確保に努める。
利用者が利用する場合の設備等の
操作方法を指導し、安全確保に努め
る。

76,704

・施設設備点検
（目標45回：実績48回）
・施設設備改修
（目標45回：実績53回）
・ホール施設利用数
（目標36,000人
：実績39,100人）

各ホールの建物や舞台設備等にお
いて、修繕が必要な箇所を精査し、
優先順位をつけた中で、施設の修繕
を行いました。

A ③

1 ⑤ 0

0 ⑥ 0

27 ⑦ 0

0 合計 28

ホストタウン関連事業としてオリ・パラ教
育、オリンピアンを講師に招いた各種教
室、フランスをテーマにした事業、ビーチ
―バレー関連の事業を実施します。
多様な関係者や団体等で構成した推進
委員会等を立ち上げ、官民一体となった
体制による更なる推進を検討していきま
す。

経年劣化となっている施設設備や舞台設
備等を改修できるよう、大規模改修に向
けた計画を作成します。
指定管理者制度導入については、施設
の利用形態や状況を調査した中で、ホー
ル運営検討委員会で検討していきます。

チラシやポスター、広報をはじめとし、メ
ディア等あらゆるツールを活用した周知
に努めます。

今後の方向性についての集計（生涯学習課）　　　　単位：件

各種事業を行う上で、必要な資格の取得
の促進に取り組みます。
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352 1
地産地消給食
事業

地場農産物を取り入
れ、地域に根ざした
学校給食

「地域に根ざした学校給食」を目指
し、地場産学校給食を推進する。

地元農家や商店との連携を図るた
め、関係機関と打ち合わせを行い、
旬の野菜等の仕入れ体制を推進す
る。

8,740

・地産地消対象数
（目標10品目
：実績10品目）
・給食における地産地
消率
（目標45%：実績41%）

春・秋に集中的に地産品を取り入れ
るように努め、新鮮で安心安全な食
材の提供ができました。広報により
新規食材納入業者の募集を行った
結果15名の希望者があり、12名との
契約につながりました。また、献立の
見直しにより、地産地消率が上がり
ました。

A ②

353 2
小中学校給食
事業

市内小中学校の児
童・生徒及び教職員

児童生徒の心身の健全な発達に資
するため、安全で安心、栄養を考え
た給食を提供する。

給食を提供する上で必要な栄養価
やカロリーを確保し、その食材費の
一部を子育て支援に資するために補
助を行う。

188,116

・一食あたりの単価（小
学校）
（実績264.03円）
・一食あたりの単価（中
学校）
（実績316.87円）

食材費については、子育て支援を目
的として、1食あたり小学校23.05円、
中学校41.07円を市が補助しました。
子どもたちに必要な栄養素の確保に
努めました。 A ③

354 3
学校給食管理
事業

・単独調理場1施設
・給食センター4施設

安全安心な給食を提供するため、適
切な施設の維持管理を行う。

単独調理場1施設、給食センター4施
設の管理・運営を行う。また、必要な
調理員を確保し、安全安心な給食を
提供するため、衛生面の向上など人
材育成に努める。 238,102

・給食施設数
（目標5施設：実績5施
設）
・調理員数
（目標46人：実績44人）
・調理員に対する研修
会の出席率
（実績69.6%）

厨房機器管理計画や厨房機器の保
守点検を行い、厨房機器の修繕、更
新を計画的に行いました。また、調
理員に対し、衛生管理に関する研修
や職場での円滑なコニュニケーショ
ンを図るための研修に参加していた
だき、安全安心な給食提供のための
人材育成に努めました。

A ③

① 0 ⑤ 0

② 1 ⑥ 0

③ 2 ⑦ 0

④ 0 合計 3

今後の方向性についての集計（教育総務課）　　　　単位：件

適正な給食費について、検討を行いま
す。

武川学校給食センターについては、平成
32年4月より北杜南学校給食センターへ
の統合を予定しているため、受け入れ体
制の整備を行っていきます。

学校給食課
地元農家等から年間を通して安定した食
材の確保を図るために、給食の献立を工
夫したり、食農課と連携を取りフードバ
レー御用聞き制度を活用します。また、
冬季の食材確保については、献立を調
整する中でハウス栽培された食材（トマ
ト、レタス等）の活用を検討します。
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355 1
文化財保護・
管理事業

市内に所在する指
定文化財（国指定文
化財10件、県指定
文化財40件、市指
定文化財150件）

保護・保存し後世に伝承するため
に、必要に応じ適切な措置を講じる。

樹勢回復事業を実施した国県指定
の天然記念物について、経過観察
し、異常の早期発見に努める。国県
指定の建造物について、所有者が行
う修理事業を指導し、市補助金を交
付して支援する。市指定文化財につ
いて、所有者が行う病虫害防除、修
繕等に対し、指導助言し、市補助金
を交付して支援する。

4,731

・指定文化財保存管理
応談件数
（実績25件）
・文化財保存管理指導
助言
（実績18件）
・指定文化財保存修理
件数
（目標10件：実績11件）
・指定文化財（史跡等）
の維持管理業務
（目標8件：実績9件）

樹勢回復が完了した国指定天然記
念物「山高神代ザクラ」、「根古屋の
大ケヤキ」、県指定天然記念物「神
田の大糸ザクラ」の経過観察を実施
しました。国指定重要文化財「八代
家住宅」、県指定文化財「北原家住
宅」、「旧津金学校」の保存管理につ
いて、所有者に指導助言し、保存修
理事業を計画し、市補助金を交付し
て支援しました。
その他天然記念物樹木の病虫害防
除等の保存管理事業について指導
助言し、市補助金を交付するなどし
て支援しました。

A ③

356 2
ふ る さ と 歴 史
公園事業

ふるさと歴史公園
(史跡谷戸城跡、史
跡金生遺跡)

適切に維持管理し、活用を図る。 地域住民団体等に委託して史跡公
園の除草管理を実施するとともに、
学校等の団体見学を積極的に受け
入れ、活用を図る。

2,950

・ふるさと歴史公園の維
持管理業務
（目標5件：実績7件）
・ふるさと歴史公園の学
校利用回数
（目標5回：実績5回）
・ふるさと歴史公園の団
体見学回数
（目標5回：実績5回）

史跡谷戸城跡公園と史跡金生遺跡
公園を気持ちよく利用していただくた
め、除草管理作業を定期的に実施し
ました。史跡谷戸城跡公園では、倒
木等による事故を予防するため、マ
ツクイムシに罹患したアカマツ22本を
伐採し、木製階段1ヶ所を修繕しまし
た。史跡金生遺跡公園では、公道に
伸びた支障木を剪定しました。

A ③

357 3
文化財調査事
業

市内の周知の埋蔵
文化財包蔵地(遺跡)

開発行為に際して、適切な調査を行
い、現状保存及び記録保存をする。

周知の埋蔵文化財包蔵地における
土木工事等の開発行為に際し、文化
財保護法にもとづき、試掘調査、発
掘調査等を実施し、埋蔵文化財を記
録保存するほか、可能な場合には現
状保存する。

105,306

・開発行為の照会対応
（実績1,107件）
・文化財保護法の届出
件数
（実績73件）
・試掘調査件数
（実績39件）
・記録保存のための発
掘調査件数（実績7件）

主な調査事業として、以下の遺跡の
発掘調査を実施した。①上原遺跡
（北杜市明野町浅尾・縄文時代～平
安時代の集落跡）②神ノ前B遺跡（北
杜市高根町小池・縄文時代～平安
時代の集落跡）③南沢遺跡（北杜市
白州町鳥原・縄文時代の集落跡）④
堰口遺跡（北杜市白州町白須・縄文
時代～平安時代の集落跡）⑤寺所
遺跡（北杜市大泉町西井出・平安時
代の集落跡）

A ③

358 4
文化財活用推
進事業

市内指定文化財
２００件＋３件（カモ
シカ、ミヤマシロチョ
ウ、ヤマネ）＝計２０
３件

指定文化財の周知、活用を推進す
る。

指定文化財の説明板を更新、設置
し、文化財を周知し、活用を図る。

497

・指定文化財説明板の
設置
（目標6件：実績6件）

国指定文化財「谷戸城跡」２件、県指
定文化財「渋沢のヒイラギモクセ
イ」、「諏訪神社の社叢」、「旧津金学
校校舎」、市指定文化財「城南のツ
バキ」の６件について、説明板・案内
板を更新し設置した。 A ③

史跡谷戸城跡公園の再整備、立木伐採
は緊急性が高いことから、文化庁と協議
し国庫補助事業を導入した事業化に取り
組みます。
史跡金生遺跡の追加指定、史跡公園の
再整備については、史跡谷戸城跡公園
の再整備事業の実施計画を踏まえ、将
来の課題として計画的に検討します。

引き続き、樹勢回復検討委員会、県内樹
木医等の協力を得て、天然記念物の異
常の早期発見に努めます。
建造物については、所有者等と連携し、
老朽化が進む前から予防的な修繕の実
施が可能か、検討します。

市ＨＰ管理者と情報容量の制約について
協議します。また文化財の重要度に応じ
て、情報発信のための調査研究を計画
的に実施します。
文化財所有者・管理者のプライバシー、
文化財立地条件を考慮し、情報発信、観
光的活用の可能性を検討、整理して、計
画的な活用推進につなげます。

学術課

民間開発の動向を早期に把握して事業
者と調整協議するよう努めるとともに、必
要に応じて民間発掘調査機関への委
託、民間発掘調査機関の調査支援業務
の導入を検討します。



課別事務事業評価一覧

目的
（どういう状態にしたいのか）

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等

方
向
性

改革案と実行計画
課
別
№

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

No. 事務事業名
対象

（誰を 何を）

359 5
資料館施設維
持管理事業

資 料 館（ 郷土 資料
館、考古資料館、浅
川伯教・巧兄弟資料
館、平田家住宅、津
金学校）

利用者等が適切、効果的に学習活
動を行えるように施設を適切に管理
する。

資料館施設の維持管理について、北
杜市郷土資料館運営協議会に諮り、
適切かつ効果的な施設の維持管理
に努める。

36,561

・施設周辺環境整備回
数
（目標5回：実績6回）
・年間入館者数
（目標20,000人
：実績23,543人）

浅川兄弟資料館の外壁の補修や考
古資料館の空調機基盤修理、郷土
資料館消防設備修繕、津金学校トイ
レ改修など施設の不具合について適
切に修繕を行ないました。日常的な
館内の清掃や定期的な草刈・除草作
業、花の植栽などを行い、施設の環
境美化に務めました。

A ③

360 6
資料館施設運
営事業

市内資料館（郷土資
料館、考古資料館、
浅川伯教・巧兄弟資
料館、平田家住宅）
施設の運営・教育普
及活動

施設の運営方針を明確にし、より効
果的に資料収集・保管、調査・研究、
教育普及・広報に努める

一般展示や企画展示などの資料館
運営について、北杜市郷土資料館運
営協議会に諮り、適切、かつ効果的
な事業運営に努める。

3,002

・企画展開催数
（目標8回：実績8回）
・講座等開催数
（目標25回：実績27回）
・企画展入場者数
（目標5,000人
：実績5,508人）
・講座等参加者数
（目標400人：実績560
人）

郷土資料館では「神々に捧げる祈り
の舞～北杜の神楽」、考古資料館で
は「21世紀の縄文人展」や「縄文人
の装い～地中から現れた装身具たち
～」、平田家住宅では「平田家のひな
かざり」などの企画展を行ないまし
た。ふるさと民俗塾や夏休みこども
体験教室、各企画展に伴う講座や実
地研修などを行い、教育・普及に努
めました。スパティオ小淵沢ロビー
に、市内の考古資料を展示するブー
スを設け、資料館の周知を行い、来
館者の増加に努めました。

A ③

361 7
浅川兄弟顕彰
事業

浅川伯教・巧兄弟の
事績

浅川兄弟に関する資料の収集・保
管、調査・研究を通して、広く教育・普
及させる。

浅川兄弟に関する出版物の刊行な
どを通じて、浅川兄弟の事績の普及
に努める。

1,022

・市内小中学校の利用
数
（目標10回：実績13回）
・入館者数
（目標2,000人
：実績1,864人）

浅川伯教詩歌集を発刊し、日本・韓
国の関係者や研究者、研究機関など
50件に配布しました。清里銀河塾を
共催で行い、日本や韓国、中国、ベト
ナムなどの若者たちに浅川兄弟の精
神を伝えることができました。

A ③

① 0 ⑤ 0

② 0 ⑥ 0

③ 7 ⑦ 0

④ 0 合計 7

今後の方向性についての集計（学術課）　　　　単位：件

観光事業者やＤＭＯとも連携し、発信力
を高めていくことで、市外・県外からの観
光客を誘導します。学校の授業などで資
料館を活用してもらうように市内小中学
校との連携を深めていきます。地域の方
が講師となり、かつての手作業の技術を
伝え残していく講座を計画していきます。

市内の学校とも連携を図り、次世代の子
どもたちにも浅川兄弟について伝えてい
きます。
偲ぶ会などと連携し、浅川兄弟を顕彰す
るための新たな方策について検討をして
いきます。

個別施設管理計画の策定について準
備、検討を進めていきます。
いち早く故障箇所などを発見し対応でき
るよう、定期的な各施設への巡回を行っ
ていきます。
空き施設等を活用し新たな収蔵スペース
の確保が可能か庁内で検討を進めてい
きます。
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362 1
図書館運営事
業

図書館

市民ニーズを的確に把握し、資料提
供やイベントを行う。

市民のニーズに幅広く対応できる資
料選定やイベントを行い、市内各図
書館が互いに連携を図りながらサー
ビス向上に努め、利用者が必要とす
るサービスを提供する。

89,736

・図書・視聴覚資料蔵書
数
（目標461,000点
：実績450,109点）
・図書資料貸出点数
（目標430,000点
：実績346,345点）
・貸出回転率
（目標1回：実際0.8回）

市民のニーズを的確に把握した図書
資料が提供できるよう、選書会議に
おいてきめ細かな検討を行いまし
た。利用者サービス向上のため、専
門研修（図書の修理、児童図書研修
など）に参加し、また、子どもの読書
活動推進のためのブックトーク研修
会を開催し、職員の意識向上やスキ
ルアップを図りました。北杜署の署員
を講師に招き、利用者及び職員の安
全を確保するための防犯研修会を開
催しました。事業者等との連携によ
り、利用者サービスの向上を図るた
め、雑誌スポンサー制度を導入しま
した。

A ③

363 2
図書館管理事
業

図書館

図書館の効率的な運営を行うため、
施設管理やシステム管理等を行う。

効率的な図書館運営を行うため、施
設状況を把握しながら、よりよい図書
館管理を行う。

48,325

・来館者数
（目標320,000人
：実績310,684人）

例年通りの安全性・利便性が確保で
きるよう、施設・設備管理を行いまし
た。
また、金田一春彦記念図書館におい
て、数年来続いていた天井の雨漏り
に対し、屋根の防水工事を実施し、
図書資料等の汚損、施設や児童館
利用児童を含む利用者や職員への
被害を避け、安全に利用してもらえる
ようにしました。

A ③

364 3
図書館ボラン
ティ ア研 修事
業

図書館ボランティア

図書館ボランティア研修等を実施し、
図書館とボランティアが協力して図
書館運営を進めていく。

読み聞かせ、朗読等のボランティア
研修を実施する。

60

・ボランティア研修の実
施回数
（目標2回：実績2回）
・ボランティア研修の実
施回数
（実績33人）
・ボランティアの活動実
績数
（目標330回
：実績288回）

読み聞かせやおはなし会等で協力
いただいている朗読ボランティアを中
心に、高いスキルを持ったプロの指
導者による「身体表現によりコミュニ
ケーション能力を高めるワークショッ
プ」を開催しました。あらためて言葉
や朗読に向き合い、詩や絵本などの
朗読表現に活かせる内容を体験して
いただくことができました。

A ③

365 4
ブックスタート
事業

7カ月、2歳児、就学
児とその保護者

すべての子どもたちが、あらゆる機
会、あらゆる場所において、読書に
親しむことができる環境を整備する。

ブックスタート（7カ月健診）、セカンド
ブック（2歳児健診）では、読み聞か
せの大切さを伝え、図書館職員やボ
ランティアによる読み聞かせを行い、
ブックスタートでは絵本のプレゼント
を行う。
サードブックでは、4月23日（「こども
読書の日」）におすすめ本リストなど
を配布する。

175

・ブックスタートの実施
（目標12回：実績12回）
・セカンドブックの実施
（目標12回：実績12回）
・0～6歳時の利用率
（目標115%
：実績162.7％）

昨年度に引き続き、ブックスタート、
セカンドブックにおいて、保護者に対
し読み聞かせの大切さを伝え、また
実際に図書館職員やボランティアに
よる読み聞かせを行い、理解を深め
てもらえるよう努めました。

A ③

① 0 ⑤ 0

② 0 ⑥ 0

③ 4 ⑦ 0

④ 0 合計 4

今後の方向性についての集計（中央図書館）　　　　単位：件

Ｗｉ－Ｆi の設置については、利用者から
の要望が高まっているため、併設する他
の公共施設との兼ね合いも含めて、今後
検討を進めます。

社会情勢の変化に伴い、電子書籍の導
入も検討していく必要があります。
利用者サービスの向上や安全性の確
保、増加する高齢（利用）者への理解を
深め、望ましい対応を行うための研修の
開催や、専門研修への参加により、更な
る職員の意識向上、スキルアップを図っ
ていきます。

本の単価が上昇傾向にある中で、プレゼ
ント本の質を落とさないよう工夫していき
ます。公平性を維持しながら、事業に関
わる職員の負担を減らす方法について、
引き続き検討していきます。共働きの保
護者と幼児が図書館を訪れ、おはなし会
等に参加する機会が増えるよう、平日開
催のおはなし会の一部を土日開催に変
更します。
また、障害を持つ子どもや外国籍の子ど
ものための図書資料の充実に努めます。

ボランティアの研修として、高いスキルを
持ったプロの指導者による研修会を開催
します。
ボランティア募集の掲示を他の部署にも
依頼し、より多くの方に周知します。

中央図書館
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対する取組実績や成果等

方
向
性

改革案と実行計画
課
別
№

事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

No. 事務事業名
対象

（誰を 何を）

366 1
甲陵高等学校
管理事業

甲陵高等学校

中・高一貫の特色ある学校として、志
を高く持ち、一貫教育の中で将来を
見据え高い知識と学力を習得できる
教育環境を整備する。

施設の適正な維持・管理・整備を行
う。

75,020

・施設の修繕等箇所
（実績13箇所）

学校施設の維持管理経費における
精査を行い、消防施設等の改善箇
所の整備を行いました。

A ③

367 2
甲陵高等学校
教育振興事業

甲陵高等学校、生
徒

中・高一貫の特色ある学校として、志
を高く持ち、一貫教育の中で将来を
見据え、高い知識と学力を習得でき
る教育環境を整備する。

甲陵高等学校の教材備品、消耗品、
図書等を購入する。

6,230

・図書書籍の充実確保
（目標200冊
：実績284冊）

平成２９年度からSSH事業指定２期
目となり、教育振興費で図書・教材
等の充実を図りました。

A ③

① 0 ⑤ 0

② 0 ⑥ 0

③ 2 ⑦ 0

④ 0 合計 2

① 2 ⑤ 0

② 1 ⑥ 0

③ 53 ⑦ 0

④ 0 合計 56

今後の方向性についての集計（甲陵中・高等学校）　　　　単位：件

今後の方向性についての集計（教育委員会）　　　　単位：件

生徒の学習環境を充実します。

平成３１年度を目標に中長期整備計画の
作成を行い、安全安心な教育環境を確保
します。
職員が対応可能な日常管理を行うことに
より、施設・設備等の機能を保持します。

甲陵中・高等学校



課別事務事業評価一覧

368 1
平成の名水の
里環境保全事
業

増富地域

高齢化が著しく進行する増富地域で
は、生活環境の維持や農地保全等
の担い手が不足し集落崩壊の危機
に瀕している。こうした中、学生等の
ボランティアの力を借り、地域住民と
共同で河川や道路の清掃作業を行
うことにより環境の保全や世代間交
流を図る。

河川及び道路の清掃等を学生ボラン
ティア及び地域住民で行う。

21

・ボランティア・地域住民
参加人数
（目標30人：実績62人）
・実施回数
（目標1回：実績1回）
・実施地区
（目標1地区
：実績1地区）

今年度から、事務事業評価の対象
事業となったため、該当ありません。

Ａ ②

① 0 ⑤ 0

② 1 ⑥ 0

③ 0 ⑦ 0

④ 0 合計 1

改革案と実行計画

増富出張所

No.
課
別
№

事務事業名
対象

（誰を 何を）
目的

（どういう状態にしたいのか）

今後の方向性についての集計（増富出張所）　　　　単位：件

地域に貢献したい学生と若い力を必要と
する地域住民のマッチングを行います。

事業内容
（どのような方法で 何を行うのか)

評
価

今後の方向性事業費
（千円）

指標
（活動指標・成果指標）

昨年度に実施した事務事業評価に
対する取組実績や成果等


